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はじめに

本研究は,E]本の多国籍企業が設立している地域統括会社についての研究である｡

この地域統括会社に関する研究は,従来地域統括本社の研究として研究されてきた

ものを,発展させたものである｡ 本研究の課題名が地域統括本社の研究となっている

のは,研究計画の段階で地域統括本社の研究がなされていたためである｡したがって,

本研究を遂行していく過程で,地域統括本社の研究から地域統括会社の研究に発展し

ていったものと考えてもらいたい｡

本研究では,アンケート調査を中心にデータを収集し,地域統括会社についての研

究を深めることができた｡その成果は,いくつかの学会や研究会において報告をおこ

ない,数々の貴重なご意見をいただくことができた｡それらを参考にし,論文として

発表することもできた｡それらについては,本報告書の中に納めてある｡ また,アン

ケート調査の内容についても,後半部分に納めてある｡

本研究の当初の目的はいくつかあったが,それがどれだけ達成されたかといわれる

と完全に達成されたとはいえない｡しかしながら,確実にいくつかの目的は達成して

いると考えている｡ 達成されなかったものについては,この研究期間が終了後も引き

続き研究をおこない,何らかの結論を出していきたいと考えている｡

最後になったが,本研究において,アンケート調査,及びインタビューなどにご協

力いただいたみなさまにこの場をかりて感謝の意を表したい｡ありがとうございまし

た｡

平成10年3月

研究代表者 森 樹男
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研究目的

われわれは,これまで多国籍企業の組織に関心をもって研究を進めてきた｡

そのうちの一つは,文献サーベイによる多国籍企業の多極構造に関する研究である｡

これは,スウェーデンのウプサラ大学を中心とする研究グループによる多国籍企業の

研究を基礎にしたものである｡われわれはこれを理論的な基礎にして,日本の多国籍

企業における世界三極体制の可能性や効果について検討をおこなってきた｡

一方,われわれ寸ま実証的な研究もおこなってきた｡その代表的なものとして,1995

年度におこなった日本の海外進出企業における地域統括本社の研究がある｡これは,

(卿関西生産性本部の協力を得ておこなわれた ｢海外進出企業における地域統括本社に

かんするアンケート調査｣をもとにしたものである｡この調査は,日本の多国籍企業

の｢親会社｣を対象に,地域統括本社制の実態を明らかにしようとしたものである｡こ

の調査からは,①かなりの規模をもった地域統括本社が存在している,②地域のアド

ミニストレーション機能やスタッフ機能の統括などの面で成果があがっているが,ラ

イン機能の統括の面では成果があがっていない,③成果があがっていない企業の中に

は,地域統括本社の位置づけが暖味であり,地域統括本社の存在意義が問われている,

ことなどが明らかになった｡

しかしながら,このような研究は日本の本社の視点から見た研究であり,必ずしも

実際の現場である地域統括会社の視点を反映していないという限界があった｡

本研究は,このような研究の限界を克服するために計画されたものである｡すなわ

ち,地域統括会社の視点からの研究である｡これにより,先の研究における日本本社

の視点からの調査と比較が可能となり,本社と地域統括会社の間の意識のギャップか

ら地域統括マネジメントにおける問題点が明確にすることが可能となる｡

また,研究対象を海外進出をおこなっている製造企業に絞り,これまでややもすれ

ば分散しがちだった地域統括マネジメントにかんするイメージを明確にすることも計

画された｡そして最終的には,日本の多国籍企業における地域統括会社,とくに製造

業の地域統括マネジメントのモデルを構築することを目的としている0
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研究成果

1.日本の海外進出企業における地域統括本社制の現状と問題点

2.地域統括会社の視点から見た日本企業の地域統括

3.わが国の多国籍企業における地域統括会社の実態

4.シンガポールにおける日本企業の地域統括会社
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【研究成果 1】

はじめに

日本の海外進出企業における

地域統括本社制の現状と問題点

1980年代後半より,多くの日本の多国籍企業が世界経済のブロック化に対応する形

で地域統括本社を設立した｡世界三極体制とは,この地域統括本社を北米,欧州,ア

ジアに設立し,世界本社 (日本本社)がそれらを統括するというものであった｡日本

企業は,このような構想のもとで,地域完結型経営を目指したのである｡

しかし,企業をとりまく経営環境が変化し,日本の多国籍企業による地域統括本社

制は行き詰まりを見せるようになってきた｡

この地域統括本社は何を目的としたものなのだろうか,また,現在どのような状況

にあるのだろうか｡われわれはこのような問題意識のもとに,日本の多国籍企業にお

ける地域統括本社にかんするアンケー ト調査をおこなった1｡本稿の目的は,このアン

ケー ト調査とその後の若干のインタビュー調査をもとに,日本の多国籍企業における

地域統括本社の現状と問題点について検討することである｡

1･アンケート調査から見た地域統括本社の概要

どれくらいの日本企業が地域統括本社を設立しているのだろうか｡

われわれのアンケー トによると,地域統括本社を設立している企業は43社 (回答企

褒 1 地域統括本社の規模 (社) 衰 2 地域統括本社が統括する現地法人数

従業月数 北 米 欧 州 アジ

ア10人未満 16 1

5 820人未満

4 3 130人未満 3 1 1

40人未満 0 2

050人未満 3

0 1100人未満 3 1 0
100人以上

3 2 3不 明 3 4 335 28 1

7出所 ;(財)関西生産性本部頼(199

6)r日本企業の地境統括本社制 海
外進出企業における地境統括本社に関するア

ンケー ト調査報告書Jp.34｡

北 米 欧 州 アジア1- 5社 15 12 7

6-10社 8 5

4ll-15社 5 3

216-20社 1 2 021社以上 3

4 2不 明 3 2 2計 35 2

8 17出所 :義(1995)｢日本の海



業の内37%)であった｡また,このうちいわゆる世界三極体制を構築している企業は

12社であった｡

つぎに,日本企業が地域統括本社を設立した時期についてみていく｡ われわれの調

査では,1980年代後半から地域統括本社の設立が急増していることが明らかになっ

た｡とくにアジアにおいては1990年代にはいってから増加していた｡また,その設立

理由は,日本企業の海外展開が本格化し,現地法人数が増えたことによる効率的な管

理をおこなうためであるとか,EU,NAFIA,AFrAといった地域主義の台頭に対応

するためであったことがわかった｡

では,地域統括本社の規模についてはどうだろうか｡表1は,日本企業の地域統括

本社の規模を従業員数からみたものである｡ これをみると,従業員数100人以上の地

域統括本社が北米で3社,欧州で2社,アジアで3社あり,かなりの規模の地域統括

本社が存在していることがわかる｡ 一方,表2は,統括する現地法人数から地域統括

本社の規模をみたものである｡これをみると,現地法人を21社以上統括する大規模な

地域統括本社が北米で3社,欧州で4社,

アジアで2社あることがわかる｡

最後に,地域統括本社の機能につい

てみていく｡表3は,日本企業の地域統

括本社の機能をまとめたものである｡

全体的にみると,地域のアドミニス ト

レーション機能 (当該地域の情報収集

活動,日本本社のグローバル戦略と地

域戦略の調整など),スタッフ機能

(ファイナンス業務の統括,人事 ･労務

業務の統括,法務関連業務の統括など)

が多かった｡一方,アンケー ト調査で回

答の少なかった項目は,｢生産活動の統

括｣などライン機能に関するもので

あった｡

5

喪 3地境統括本社の機能(複数回答)
北米 欧州

1.当該地域の情報収集活動 22 21

2.日本本社のグローバル戦略と地域戦 22 22
略の調整
3.ファイナンス業務の統括 22 14

4.傘下現地法人にたいするモニタリン 20 19
グ･提督指導
5.持ち株会社
6.地域内の運営に関する意思決定
7.日本本社-の意見の具申
8.人事･労務業務の統括
9.法務関連業務の統括
10.情報システムの統合
ll.新規事業の立ち上げの支援
12.販売活動の統括
13.当該地域内にある各国政府との折衝
14.当該地域内での広報活動
15.地域にたいする貢献の計画,実施
16.経営理念の普及活動
17.物流･流通業務の統括
18,R&D活動の統括
19.原材料･部品調達糞務の統括
20.生産活動の統括
21.現地企業との産業協力や補完関係の
推進

22,地域内での環境対̀策の計画,実施
23.日本本社と海外現地法人をつなぐた
んなるリエゾン･オフィス
24.その他

0

2

7

1

r:

:

:

19 9 5

17 19 12

17 18 9

15 12 7

15 8 5

14 14 6

12 7 6

11 15 9

8 5 5

8 7 4

8 4

7 6

6 7

4 6

3 3

3 6

3 2

2 3

2 1

.4

4

2

3

3

4

3

3

00 0 0
山所 二表2に同じ｡p.82｡



2.地域統括本社の成果

表4,表5は日本企業の地域統括本社を設立して,成果があった点と,成果のなかっ

た点をまとめたものである｡

全体的にみると,地域統括本社を設立して成果があった点としては,｢グローバル戦

略と地域戦略の調整｣｢地域内運営にかんする意思決定｣といったことや,｢ファイナ

ンス業務の統括｣｢販売活動の統括｣などがあげられる｡

一方,成果の上がらなかった点は,情報システムの統合や原材料 ･部品調達業務の

統合であるとか,傘下現地法人のモニタリング,グローバル戦略と地域戦略の調整,そ

して生産活動,販売活動,R&D活動の統括などがあげられる｡

このように,成果のあった点としては,アドミニストレーション機能やスタッフ機

能が多く,成果のなかった点としては,ライン機能が多く指摘される傾向にあった｡

表 1 地域統括本社の成果があった点 (複数回答)

北米 欧州 アジア

1.日本本社のグローバル戦略と地域戦 16 17 10

略の調整

2.ファイナンス業務の統括 13 8 1

3.地域内の運営に関する意思決定 12 15 7

4.傘下現地法人にたいするモニタリン 10 12 6

グ ･軽骨指導

5.版売活動の統括

6.当該地域の情報収集活動

7.人事 ･労務業務の統括

8.法務関連業務の統括

9.日本本社への意見の具申

10.持株会社 としての機能

ll.情報システムの統合

12.新規事業の立ち上げの支援

13.経営理念の普及

14.物流 ･流通業務の統括

15.当該地域内での広報活動

16.地域にたいする貢献の計画,実施

17.生産活動の統括

18.当該地域内にある各国政府との折衝

19.R&D所動の統括

20,原材料 ･部品調達業務の統括

21.地域内での環境対策の計画,実施

22.現地企業との産業協力や補完関係の

推進

10

0

0

9

8

CE)
7

7

6

5

5

5

4

4

2

2

2

2

1

1

8

5

7

2

6

2

5

3

4

2

2

2

3

3

02
2

2

｢

2

9

7

2

9

2

9

4

4

5

4

2

1

1

3

1

1

1

1

23.日本本社 と海外現地法人をつなぐた 2 10
んなるリエゾン･オフィスとしての機

能
24.その他 0
出所 :表2に同じ.p.83.

｣__｣｣
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喪 5 地蛾統括本社の成果がでなかった点 (複鼓回答)

北米 欧州 アジア

1.情報システムの統合

2.原材料 ･部品調達業者の統括

3.傘下現地法人にたいするモニタリン

グ･経営婚導

4.日本本社のグローバル戦略 と地域載

略の調盤

5.生産活動の統括

6,R&D活動の統括

7.販売活動の統括

8.ファイナンス薫藩の統括

9.法務関連教務の統括

10.地域内の運営に関する意思決定

ll.物流 ･流通業務の統括

12.新見事業の立ち上げの支援

13.当該地域内での広報活動

14.持株会社としての機能

15'.当該地域の情報収集活動

16.人事 ･労務業務の統括

17.当該地城内にある各国政府との折衝

18.地域内での環境対策の計画,実施

19.地域にたいする貢献の計画,実施

20.逢管理会の普及

21.日本本社-の意見の具申

22.現地企業との産業協力や補完関係の

推進

4

2

2

1

01
1

1

l

1

01
1

0
0
0
01
0
00
0

0
00

2

2

1

1

1

1

0
01
1

0
0
0
0
0
0
0
0

1

1

1

1

0
01
1

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

23.日本本社 と海外現地法人をつなぐた 0
んなるL)エゾン･オフィスとしての機

能

24.その他 00
出所 :表2に同じ｡p.84｡



3.地域統括本社の抱える問題

(1地域完結型経営を目指した地域統括本社制

日本企業の地域統括本社制では,｢地域完結｣という言葉がキーワードになっている｡

はたして,この ｢地域完結｣型経営はうまく進んでいるのだろうか｡

ホンダは,グローバルな資金移動が地域の自立化によって難しくなってきていると

いう2｡ホンダはこれまで,日本で資金需要が高まったときには,配当性向を高めたり,

車両の輸出価格を高く設定して,日本側に利益を多く割り振るように調整してきた｡

ところが,北米地域の自立化が高まるにつれて,現地社員の側から,なぜそこまで日

本側に貞献しなければならないのかという疑問が出てきているという0

筆者が企業へインタビューした結果では,｢地域完結｣型経営という言葉は現在あま

り用いられていなかった｡ある企業では,｢地域完結｣型経営という言葉から,｢最適

地生産｣という言葉に軌道修正をしている｡また,情報通信技術の発達により事業活

動のグローバルな展開が急速に進んだ結果,地域単位で事業を考えることが本当に必

要かどうか,という疑問も生じてきているようである｡

では,なぜ日本企業は ｢地域完結｣型経営を目指そうとしたのか｡

この背景には,成長神話があった｡すなわち,日本経済が好調であり,また北米,吹

州,アジアといった各地域の経済も順調に拡大していくという神話である｡ そのよう

な前提のもとに,日本企業は各地域に地域統括本社を設立し,地域完結型の経営を目

指したのである｡このような成長神話が現実のものとなっていた場合,地域完結型経

営は非常に容易であった｡つまり,各地域が成長するということは各地域で利益を上

げることを可能にし,地域間での利益調整という問題が発生することはなかった｡こ

のため地域の独立性を維持しやすくなると考えられたのである｡ ところが,日本経済

が不況に陥り,日本本社が苦境に陥ると話は単純に進まなくなった｡すなわち,日本

本社で利益が出ない分,その損失を他の地域の利益で補うことになったからである｡

このようなことから,地域の独立性を維持することが困難になったのである｡

以上のように,地域統括本社制のもとでの ｢地域完結｣型経営は,経営環境の変化

によって行き詰まっていったのである｡
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(2)あいまいな地域統括本社の位置づけ

日本企業の地域統括本社の位置づけもあいまいである｡

まず,地域統括本社と製品事業部との関係からみていく｡

各社とも,生産に関しては製品事業部の影響が非常に強い｡われわれの調査でも海

外現地法人の報告先として地域統括本社のみという回答は非常に少なく,ほとんどの

会社が,地域統括本社と海外事業部,もしくは製品事業部に報告をおこなっていた｡ま

た,地域における企業活動に関する意思決定の面でも,地域内の運営についてすべて

地域統括本社で決定している企業は少なく,製品事業部の影響が大きい企業が多く

あった｡

筆者が企業にインタビューした結果でも,製品事業部の影響が強いことがわかった｡

ほとんどの企業ではまず製品事業部のグローバル戦略が第一であり,地域戦略はその

つぎであった｡企業によっては,製品事業部と現地法人の間で決まったことが,地域

統括本社に事後報告されるという事態が生じることもあるという｡

また,親会社における地域統括本社の位置づけもあいまいなことが多い｡これは地

域統括本社制を企業全体のプロジェクトとして進めるか,国際事業部のなかで進める

かによって生じてくる問題でもある｡企業全体のプロジェクトとして進めた場合には,

日本本社や製品事業部においてもある程度地域統括について認知されることになり,

また地域統括本社の日本本社における受け皿もでき,組織的には問題は生じない｡と

ころが,国際事業部において地域統括本社制を展開するとさまざまな問題が生じてく

る｡とくに,国際事業部が海外販売のみを担当していた場合,地域統括本社で地域内

の事業をすべて統括するとなると,国際事業部の守備範囲を超えてしまうのである｡

すなわち,これまで海外販売を担当していた組織のもとに生産を統括する組織をもつ

ことによる矛盾である｡ また,国際事業部主導でおこなってきたために,企業内部で

の地域統括にかんする認知度が低いことも問題となる｡一事業部のやっていることと

片づけられてしまうのである｡さらに,本社において地域統括本社の受け皿がないと

いう問題も生じてくる｡ すなわち,地域統括本社の社長はどこに報告をすればいいの

かがあいまいになってしまうのである｡ある企業では,そのためにわざわざ担当役員

を作ったぐらいである｡

このように日本企業の地域統括本社の立場は,日本本社,製品事業部,現地法人の
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図 1 地域統括本社制のイメージ

従来のイメージ

nQ-本社, f

ulQ-地域競括本社 現実のイメージ間にあって非常にあいまいなものとなってい

る｡図1は,地域統括本社のイメージをあらわしている｡左の図は従来の地域統括本社

制のイメージである｡一方,右の図は,われわれの調査の結果から導かれた地域統括

本社のイメージである｡ただし,ここではさまざまなパターンを1つの図に表してい

る｡ また現実には,現地法人間のつながりであるとか,地域を越えたつながりなどが

あるが,ここでは省略し,地域統括本社の位置づけがさまざまである様子をイメージ

している｡われわれはこの図で,日本企業の地域統括本社は小さな存在ながらその役

割を遂行していたり (統括),地域のグループの一員として存在していたり(調整),

本社･製品事業部と現地法人の情報経路からはじき出されてしまっている

場合 (疎外)もあることを描いている｡日本企業の地域統括本社はなにをする組織

なのか,その位置づけがあいまいなまま運営されているのが実状である｡しかしなが

ら,この地域統括本社をなくすという話は聞かない｡日本の多国籍企業はいま,この地域統括本社をどう活用しよう

か暗中模索している段階なのである｡まとめ以上のような考察を通して,われ

われは次のような結論に達した｡すなわち,日本の多国籍企業がこのような問題を抱

えることになった最大の理由は,世界三極体制という形から各社が入ってしまったと

いうことである｡つまり,企業全体としての実力がともなっていないのに大きな構想

を進めてしまったのである｡ 日本の多国籍企業は現状では製品事業部のグローバル化に力をいれており,地域



では,地域統括本社は必要ないのだろうか｡筆者は現段階では地域統括本社の必要

性はあまりないが,地域における統括機能の必要性はあると考えている｡これには2

つの理由がある｡一つは,機能によっては地域統括の必要性を認めている企業が多い

ことである.もう一つは,地域統括本社制は,本社の改革と切り離して考えることは

できないということから導かれる｡つまり,本社のスリム化が進めば,日本以外の場

所でおこなった方がよいと思われる統括機能は現地に移転される可能性がでてくると

いうことである｡

このようなことから,われわれは地域統括の必要性は十分にあると考えている｡た

だし,ここでいう地域統括とは,地域統括 ｢本社｣による地域統括ではなく,統括し

て意味のある部分だけを統括するというものである｡

そして,われわれはこの地域における統括機能について検討することが今後の研究

課題だと考えている｡

巻末注

1.このアンケートの調査目的は｢わが国の代表的な多国籍企業によって採用されている地域統括本社制

の実態を把握し,その特徴と問題点を探る｣ことにあった｡また,調査内容は ｢地域統括本社の設立

状況｣,｢地域統括本社の概要｣,｢地域統括本社の成果｣などである｡調査対象は,日本の海外進出企

業490社 (おもに海外現地法人を5社以上設立している企業)である｡調査時期は1995年4月～5

月,回収数は115社 (回収率23.47%)であった｡なお,調査の詳細については,㈲関西生産性本部

(1996年)『日本企業の地域統括本社制 海外進出企業における地域統括本社に関するアンケート調

査報告書』,森樹男 (1995年)｢日本の海外進出企業における地域統括本社制の現状と課題｣『弘前大

学経済研究』第18号,pp.75-89 を参照のこと｡

2.日経BP社編 (1996年)｢米国ホンダ独立宣言 その可能性と限界｣『日経ビジネス』1996年5月13

日号,pp.22-310

(本稿は,日本経営学会編 『現代経営学の課題 経営学論集第67集』に所収されたも

のである)
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【研究成果2】

地域統括会社の視点からみた日本企業の地域統括

はじめに

日本の多国籍企業のうち,いくつかの企業は地域統括会社を設立し,地域における

マネジメントをおこなっている｡ われわれはこの地域統括会社にこれまで強い関心を

抱き,いくつかの研究を行ってきた｡そして,そこにはさまざまな組織的な問題を抱

えていることもわかってきた｡しかしながら,これまでの研究は,おもに日本の親会

社を対象とした研究であり,地域統括会社自身を対象としたものとはいえなかった｡

すなわち,地域統括会社の視点からの研究がなされてなかったのである｡

そこでわれわれは,地域統括会社の視点から日本企業の地域統括について研究する

ことを計画した｡本稿は,地域統括会社を対象におこなったアンケー ト調査による

データをもとに,日本の多国籍企業による地域統括について検討したものである｡ し

たがって,本稿の目的は,日本の多国籍企業の地域マネジメントについて地域統括会

社の視点から検討することである｡

なお,本稿でいう地域統括会社とは,北米,欧州,アジアという地域をマネジメン
1

トの対象とし,域内の現地法人の事業活動を統括 (統合),調整,支援などをお/となう

組織のことを指している｡

1.研究の背景
われわれは,1995年に｢海外進出をおこなっている日本企業の地域統括本社に関す

るアンケート調査｣(㈲関西生産性本部『日本の地域統括本社制 海外進出企業におけ

る地域統括本社に関するアンケート調査報告書』1996年)をおこなった｡この調査は,

海外に進出している日本企業の ｢親会社｣を調査対象とし,地域統括本社制の実態を

明らかにしようとしたものである｡ この調査からは,①かなりの規模をもった地域統

括本社が存在している,②地域のアドミニストレーション機能やスタッフ機能の統括

などの面で成果があがっているが,ライン機能の統括の面では成果があがっていない,

③成果があがっていない企業の中には,地域統括本社の位置づけが暖味であり,地域
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統括本社の存在意義が問われている,ことなどが明らかになった｡

その後,われわれはいくつかのインタビュー調査をおこない,上述の結果について

さらに考察を進めてきた｡そこからわれわれは,次のような認識を持つようになって

きた｡すなわち,日本企業の地域統括本社制は,世界三極体制という形から入ったこ

とにより,多くの問題を抱えている｡しかしながら,地域統括マネジメントの必要性

はある｡そこで,日本企業は地域統括 ｢本社｣という大がかりな組織を設立するより

ち,現時点では地域統括 ｢会社｣を設立し,地域単位で統括することによって効果の

ありそうな部分を統括するという形を指向しているのではないか,ということである｡

以上が,これまでの研究の経緯である｡ しかしながら,これらの研究にはいくつか

の限界もあった｡それはまず,これらの研究はすべて日本の親会社を対象におこなっ

てきたものであったということである｡つまり,そこには地域統括をおこなっている

当事者の視点が抜けているという限界があった｡また,前回のアンケート調査は回答

が煩雑であり,やや回答の精度に欠けたのではないかということである｡つまり,前

回のアンケート調査では,一度にすべての地域のことについて尋ねたということであ

る｡

そこで今回,われわれは北米,欧州,アジアのそれぞれの地域にある地域統括会社

に直接アンケートをおこない,地域統括会社の視点から日本企業の地域統括を検討す

ることにしたのである｡

2.地域統括会社に対するアンケート調査の概要

本調査の目的は,日本の代表的な多国籍企業によって設立されている地域統括会社

(あるいは地域統括機能をもつ現地法人)を対象にアンケート調査をおこない,地域枕

括の実態を把握し,その特徴と問題点を探ることにある｡

また,調査の内容は地域統括会社の概要,地域統括会社のマネジメント組織,地域

統括会社の費用,地域統括会社の成果,地域統括会社の今後の展開である｡

調査対象の企業は280社である｡ これらの企業は次の方法で選択した｡まず,『海外

進出企業総覧-96 国別編』(東洋経済新報社)において,事業内容に ｢統括｣が含ま

れている企業を選んだ｡また,企業によっては持ち株会社やファイナンス関連の現地

法人が統括をおこなっている可能性もあるので,これらの地域統括会社の可能性をも
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表1 分析対象企業の内訳 (回答のあった統括会社)

北米 欧州 アシ

やア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括電気 .電子

7 5 5 5 7 6自動車 .部品 4 3 3 3 1 0

その他製造 11 7 9 8

1 2非製造 13 3 1

1 5 8 4計 35 18 28 21 17 12注)調査対象の本社とは95年の本社に対する調査のことであり,

統括とは97年の統括会社に対するアンケー ト調査のこと｡つ企業も選択した｡そし

て同じ地域で複数の現地法人が選択された企業は1社に絞り,また所在地が不明なもの

を除いた｡最終的に,発送企業数は合計で280社となった｡この内訳は,北米地域が1

12社,欧州地域が114社,アジア地域が54社である｡ なお,この調

査は1997年2月～3月にかけて郵送によっておこなった｡この調査の最終的な回収数

は全体で68社 (回収率24.3%)であった｡地域別に見ると,北米地域は22社 (回収率19.6%),欧州地域は30社 (回収率26.

3%),アジア地域は16社 (回収率29.6%)である｡ところで,以上の回

答のあった企業のうち,実際に地域統括会社はいくつあったのだろうか｡表 1は回答

のあった企業のうち,地域統括会社という回答のあった企業を示している｡なお,表1

の調査対象にある本社とは95年の親会社に対するアンケート調査の結果を示したものであり,統括とあるのは今回の統

括会社に対するアンケート調査の結果を示したものである｡この表1からは,今

回の調査における地域統括会社 (分析対象企業)は,北米地域では18社,欧州地域では

21社,アジア地域では12社となっていることがわかる｡ また,1995年におこなった調査と同じ企業からの回答は,北米地

域は8社,欧州地域は12社,アジア地域が3社であっ

た｡3.アンケート調査の結果からみた地域統括会社の特徴以下では,アンケート調査の結果から地域統括

会社の特徴を見ていくことにする0(1地域統括会社の規模まず,地域統括会社の規模についてみていくことにする｡表2は,地域統括会社



表2 地域統括会社の従業負数の平均 (人)

北米 欧州 アシ

やア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括統括機能担当者のみ統括会社全体 248.1 22.1- 1015.0 32.8 37.4420 74

.0 15.144.2表3 傘下現地法人数の平均 (社)

北米 欧州 アシ†ア調査対

象 本社 統括 本社 統括 本社 統括8.

4 9.8 10.6 12.4 ll.5 16.0従業員数の平均を示したもので

ある｡また,この表にある｢地域統括機能担当者のみ｣というのは,実際に地域統括

業務を担当している人数の平均を示している｡ そして,｢地域統括会社全体｣は,他の業務も含ん

だ地域統括会社全体の従業員数の平均を示している｡この表を見ると,地域統括をお

こなっている人数の平均は,北米地域で22.1人,吹州地域で37.4人,アジア地域で1

5.1人であることがわかる｡このうち101人以上の規模をもつ地域統括会社は,北

米地域では伊藤忠商事1社,欧州地域では,横河電機,日産自動車,本田技研工業の3

社であったが,アジア地域には存在しなかった｡なお,前回調査との数字の開きは,大規模な統括会社か

らの回答企業が少なかったことなども影響している｡また,前回の調査において

も回答のあった企業同士を比較してみると,人数は微増してい

る企業が多くあったが,大きな変化はみられなかった｡つぎに統括する現地法人の

数で,地域統括会社の規模を見ていくことにする｡ 表3は,地域統括会社の傘下にある

現地法人数の平均をあらわしている｡これをみると,北米地域では9.8社,欧州地域では1

2.4社,アジア地域では16.0社であることがわかる｡また,その内訳は 北米

地域では生産関連の現地法人が,欧州地域では販売関連の現地法人が,そしてアジア地域では生産関連の現地法人が中心となってい

ることがわかった｡(2)地域統括会社の設立理由つぎに,日本企業はなぜ地域統括



表4 地域統括会社の設立理由 (複数回答)

北米 欧州 ア

ジア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括増大した現地法人を効率的に管理するため 79% 50% 71% 5

7% 82% 50%地域単位で戦略を立案する必要が生じたため - 50

% - 7600 - 67%経営の現地化を促進するため 35% 5

0% 36% 29% 53% 42%地域での経営活動を拡大するための拠点を 29% 39%32% 17% 29% 24%57% 43% 41% 75%59% 25%

必要としたため地域経済圏の形成に対応するため現地法人から地域統括の要望が出されたため 300 600 0

% 0% 0% 0%その他 3% 6% 4% 10% 0% 8%は,地域統括

会社の設立理由をあらわしている｡これをみると,｢増大した現地法人を効率的に

管理するため｣という項目において各地域とも前回の調査に比べ,かなり低くなっている

ことがわかる｡また,｢地域単位で戦略を立案する必要が生じたため｣という項目において欧州地域やア

ジア地域で高い値を示しており,地域戦略策定の必要性がうかがわれた｡そして,

｢地域での経営活動を拡大するための拠点を必要としたため｣という項目では,アジ

ア地域において高い値が得られた｡この結果からは,かなりアジアにおける地域統括

会社の役割が重要であるいえる｡しかしながら,筆者がアンケート調査と平行してお

こなったアジアにおける地域統括会社へのインタビュー調査では,やらなければいけ

ないという意味での回答だという企業もあり,この調査結果は注意してみる必要があることもわかった｡すなわち,やらなければ

ならないと思っていることとと,実際にできていることは別なのである｡そのほか,

｢地域経済圏の形成に対応するため｣という項目では,前回の調査に比べ,各地域と

もかなり割合が低くなっている｡これは,地域経済圏に対する重要性が減ってきたというよりも,地域経済圏という考え方が定着し

てきたことが影響しているものと思われる｡(3)地域統括会社の機能つぎに地域統括会社の機能につい

てみていく｡表5は,地域統括会社の機能についてまとめたものである｡これをみると,今



する企業が多くあることがわかる｡ とくに,欧州地域では生産活動や販売活動などの

統括もかなりおこなっており,欧州地域の多くの統括会社がかなりの機能をもっこと

もわかった｡

また,スタッフ機能の統括の面では,｢ファイナンス業務の統括｣｢情報システムの

統括｣などを中心､に機能をもっている企業の割合が高かった｡

そして地域のアドミニストレーションに関しては,欧州地域において ｢地域戦略の

策定 ･実行｣や ｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣などほとんどの項目で割合が高

かったのが特徴的であった｡さらに前回の調査と比較しても,この地域のアドミニス

トレーション関連の項目ではかなり割合が高く,欧州地域における地域のアドミニス

トレーション機能が充実してきているとみることができる｡

反対にアジア地域では ｢地域戦略の策定 ･実行｣や ｢グローバル戦略と地域戦略の

調整｣という項目において回答企業の割合が少なかった｡これに関しては,インタ

ビューにおいてその理由が明確になった｡すなわち,アジアにおける地域統括会社は

日本に近いということもあり,日本の出先機関となる可能性が高く,したがって,人

事権や資金に対する権限委譲がほとんどなされていない｡そのような点から,地域戦

略の策定 ･実行といった機能をもちえないということである｡

表5 地域統括会社の棲能 (複数回答)

北米 欧州 アシ

やア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括原材料 .部品調達業務の統括 (ⅠPO) 9% 22% 11% 1

9% 18% 42%物流 .流通業務の統括 17% 16%

25% 43% 12% 58%生産活動の統括 9% 1

1% 21% 48% 24% 42%販売活動の統括

31% 28% 54% 48% 53% 58%研究開発活動

の統括 11% 6% 21% 33% 18% 17%ファイナンス業務の統括 63% 89% 50% 57% 41% 67%

情報システムの統括 40% 56% 50% 52% 35% 3

3%人事 .労務業務の統括 43% 50% 43% 43

% 41% 50%法務関連の統括 43% 56% 29% 4

3% 29% 42%地域戦略の策定 .実行 49% 56% 68% 9

0% 71% 50%グローバル戦略と地域戦略調整 6

3% 44% 79% 81% 71% 33%地域情

報の収集 63% 61% 75% 81% 59% 58%現地法人への情報提供

- 61% - 81% - 50%現地法人に対するモニタルげ ,経営指導 57% 56% 68% 76% 65% 58%

日本本社への意見の具申 49%

83% 64% 90% 53% 75%持ち株会社機能 54% 83% 32% 48



そのほか,｢本社への意見の具申｣という項目が前回の調査と比べて,すべての地域

で高い割合を示している｡地域の意見を日本の本社に対して伝えることが一つの機能

として充実してきているようである｡

このように,地域統括会社は地域によってその果たす機能に特徴があるいうことが

いえるだろう｡

(4)地域統括会社と事業部との関係

さて,地域統括会社を論じる場合,事業部とどのような関係にあるのかが問題とな

る｡それは,誰が事業に関して最終責任を持つのかということにも関わってくるから

である｡

まず,地域統括会社の報告関係についてみていくことにする｡表6は,地域統括会

社の報告先をまとめたものである｡ただし,このデータは,前回のアンケートでは調

査をおこなっていない項目のためデータの比較はおこなうことができなかった｡

そこでこの表をみていくと,概して,｢本社の社長｣,｢海外事業担当役員｣,｢国際事

業部 (海外事業部)｣にたいして報告をおこなっている地域統括会社が多くあった｡一

方で,｢製品事業部｣,｢販売事業部｣への報告は少なかった｡

このように,地域統括会社は組織的には,本社のもとにおかれるか,国際事業部と

表6 地域統括会社の報告関係 (複数回答)

北米 欧州 アシ

やア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括本社の社長 - 78%

- 48% - 25%海外事業担当役員 - 5

6% - 62% - 58%国際事業部 (海外事業部) - 67% - 48% - 42%

製品事業部 6% - 1400

8%販売事業部 6% - 1

9% - 17%その他 - 11% - 24% - 33%

表 7 傘下現地法人の報告関倭 (複数回答

)北米 欧州 アシやア調査対象 本

社 統括 本社 統括 本社 統括統括会社 86% 78% 93%

95% 94% 75%国際事業部 (海外事業部) 57% 44% 56% 57% 53% 42%

製



の強力な関係を持つ組織であり,事業部とは違った立場の組織であることがわかる｡

また,表7は地域統括会社の傘下にある現地法人の報告先をまとめたものである｡こ

れをみると,多くの現地法人が地域統括会社との報告関係を持っていることがわかる｡

とくに欧州地域ではほとんどの現地法人が地域統括会社に報告をおこなっている｡

ところが一方では,国際事業部や製品･販売事業部へ報告をおこなう現地法人も多

く存在している｡ ここでは複数回答であり,地域統括会社と事業部の両方へ報告をお

こなっている場合も珍しくないということになる｡ ただし,欧州地域においては,製

品･販売事業部への報告をおこなう企業の割合が低くなっている｡これは欧州におけ

る地域マネジメントが地域統括会社を中心におこなう体制が進んできている結果と考

えることができるだろう｡

なお,このデータに関しては,前回の調査と比べて大きな変化はなかった｡

では次に,地域内でおこなわれる事業活動に対して,関連する組織はどれだけ意思

決定に関与しているのだろうか｡われわれは,地域戦略の策定,販売活動,生産活動

に関して,地域統括会社がどれだけ意思決定に関わっているのかを調べてみた｡表8

は,それぞれの事業活動において関連する組織が,どの程度,その意思決定に関与し

ているのかをまとめたものである｡ここでは,重要度の高いものから順位をつけても

らっている｡

①地域戦略策定への関与の程度

まず,地域戦略策定への関与の程度についてみていく｡表8をみると,地域統括会

社を1位にあげる割合が高く,北米地域で10社,欧州地域で15社,アジア地域で6

社あった｡しかしながら,アジア地域では,電機 ･電子産業を中心に国際事業部を1

位にあげる企業が3社もあり,アジア地域における国際事業部の関与が強い企業があ

ることもわかった｡

このことから,北米地域と欧州地域では地域統括会社が地域戦略策定へかなり関与

しているといえるが,アジア地域においては国際事業部などの関与が強い企業もかな

りあるということができるだろう｡

②販売活動への関与

つぎに,販売活動への意思決定の関与の程度についてみていくことにする｡表8で
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表8 事業活動への関与の程度

<地域戦略策定への関与> (社)

北米 欧州 アシ

やア順位 1位 2位 3位 1位 2位 3位

1位 2位 3位地域統括会社 10 3 2

15 5 06 2 2日本本社

2 5 4 2 6 4 1 3 1国際事業部 (海外事業部) 1 1 3 1 5 5 3 04
製品事業部 0 1 2 1 1 1

1 1 0販売事業部 1 1 001
002 1域内の現地法人

4 1 1 1 2 4 03 0その他 000 00 01 00<販売活動への関与> (社

)北米 欧州 アジア順位 1位 2位 3位 1位 2位 3位

1位 2位 3位地域統括会社 5 5 2 8 6 2

5 3 1日本本社 1 4 4

02 3 01 2国際事業部 (海外事業部) 0 1 3 03 4 1 1 3

製品事業部 1 1 1 02 2
000販売事業部 2 4 2 1 2 2 1 3 2域内の現地法人 9 0010 2 0 5 2 0

その他 000 0 01 01 1<生産活動への関与> (

社)北米 欧州 アジア順位 1位 2位 3位 1位 2位 3位 1位 2位 3

位地域統括会社 2 5 1 5 7

1 1 3 3日本本社 03 5 2 2

1 1 2 1国際事業部 (海

外事業部) 01 3 005 01 2製品事業部 5 2 1 04 3

3 2 0販売事業部 01 01 0001 0
域内の現地法人 10 1 0 7 01 5 01その他 00001 0

1 00は,各地域とも ｢域内の現地法人｣を1位にあげる企業が多かった｡北米

地域では9社,欧州地域では10社,アジア地域では5社であった｡しかしなが

ら,欧州地域やアジア地域においては ｢地域統括会社｣をあげる企業も多くあり,欧州地域では8社,アジア地域では同数の5社あった｡



③生産活動への関与

最後に,生産活動に関する意思決定への関与の度合いについてみていく｡表8をみ

ると,各地域とも ｢域内の現地法人｣を1位にあげる企業が多いことがわかる｡北米

地域で10社,欧州地域で7社,アジア地域で5社あった｡

しかしながら,欧州地域においては ｢地域統括会社｣を1位にあげる企業も5社あっ

た｡このように,欧州地域においては,地域統括会社が生産活動への積極的に関与し

ている企業が多くあるといえるだろう｡上述した販売活動への関与の割合を考慮する

と,欧州地域では,地域統括会社がライン機能へも積極的に関与しているということ

ができる｡

(5)地域統括会社の成果

①地域統括会社の成果

これまでいろいろな角度から日本企業の地域統括会社についてみてきたが,それら

はうまく機能しているのだろうか｡表9は,地域統括会社からみた地域統括会社の成

果をあらわしている｡ここでは,地域統括会社の成果について5点尺度法 (1-成果あ

り,2-やや成果あり,3-どちらともいえない,4-やや成果なし,5-成果なし)で尋

ねてみた｡表9は,地域別に地域統括会社の成果について,成果があったという回答

の構成比の多かった順に並べたものである｡さらにここでは,成果があったと答えた

企業の構成比割合が50%より大きいもの (グループⅠ),50%のもの (グループⅡ),

そして50%より低いもの (グループⅢ)でグループ分けをしてみた｡そして,それぞ

れのグループをつぎのようにとらえて考えてみた｡すなわち,グループⅠはほとんど

の企業が成果があったと考えている項目,グループⅡは多くの企業が成果ありと考え

ているが,成果があまりでなかったと考えている企業もいる項目,そしてグループⅢ

はどちらかというと成果が出にくいと考えている企業が多くある項目ということであ

る｡

なお,ここで示しているのは製造業の地域統括会社のデータである｡

<北米地域>

まず北米の製造業に関して,地域統括会社の成果についてみていくことにする｡ま
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表9 地域統括会社の成果

<北米 .製造業> 数字は企業数 %は回答企 の横成比

分類 成果あり やや成果あり どちらともいえない やや成果なし 成

果なし 計 平均l ⑥ファイナンス業務の統括 スタッフ 11 85% 2 15% 0 0%

0 0% 0 0% 13 1.15⑨法務関連の統括 スタッフ 6 75%
2 25% 0 0% 0 0% 0 0% 8 1.25⑯持ち株会社機能 アドミ

ニ 9 69% 4 31% 0 0% 0 0% 0 0% 13 1.31⑧人事.労務業

務の統括 スタッフ 5 63% 2 25% 0 0% 1 13% 0 0% 8 1,63⑪グローバル戦略と地域戦略の調整 アドミニ 4 57% 2 29% 1 14% 0 0%

0 0% 7 1.57日③生産活動の統括 ライン 1 50% 1 50% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.50②物流,流通業務の統括 ライン 1 50% 0

0% 1 50% 0 0% 0 0% 2 2.00⑦情報システムの統括 スタッフ

4 50% 2 25% 1 13% 1 13% 0 0% 8 1.88‖⑫地域情報の

収集 アドミニ 4 40% 3 30% 3 30% 0 0% 0 0% 10 1.90⑩地域戦略の策定,実行 アドミニ 3 38% 2 25% 3 38% 0 0% 0 0% 8 2.00

①原材料.部品調達業務の統括 (ⅠPO機能)ライン 1 33% 2 67% 0 0% 0 0% 0 0% 3

1.67⑮日本本社への意見の具申 アドミニ 4 33% 6 50% 0 0% 1 8%

1 8% 12 2.08⑭現地法人にたいするモニタル9',経営指導 アドミニ

2 25% 6 75% 0 0% 0 0% 0 0% 8 1.75⑱現地法人への情報提供 アドミニ 2 20% 4 40%

3 30% 1 10% 0 0% 10 2.30⑤研究開発活動の統括 ライン 0
0% 1100% 0 0% 0 0% 0 0% 1 2,00④販売活動の統括 ライン 0 0% 2 67% 1 33% 0 0% 0 0% 3 2.33

⑰その他 アドミニ 0 0 0 0 0 0 -<欧州 ･製造業>

数字は企業数,%は回答企業の構成比分類 成果あり や

や成果あり どちらともいえない やや成果なし 成果なし 計 平均l ⑰その他 アドミニ

1100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 1 1.00⑮日本本社への意見の具申 アドミニ 9 69% 4 31% 0 0% 0 0% 0 0% 13

1.31⑥ファイナンス業務の統括 スタッフ 7 64% 4 36% 0 0% 0 0%
0 0% ll 1.36⑪グローバル戦略と地域戦略の調整 アドミニ 7 58%

5 42% 0 0% 0 0% 0 0% 12 1.42⑤研究開発活動の統括 ライ

ン 4 57% 2 29% 1 14% 0 0% 0 0% 7 1.57④販売活動

の統括 ライン 5 56% 4 44% 0 0% 0 0% 0 0% 9 1.44ll⑩地域戦略の策定,実
行 アドミニ 7 50% 7 50% 0 0% 0 0% 0 0% 14 1.50

⑱地域情報の収集 アドミニ 7 50% 6 43% 1 7% 0 0% 0 0% 14
1.57②物流,流通業務の統括 ライン 4 50% 3 38% 1 13% 0

0% 0 0% 8 1.63⑯持ち株会社機能 アドミニ 5 50% 1 10%

4 40% 0 0% 0 0% 10 1.90‖⑭現地法人にたいするモニタIr/r,経営指導 アドミニ
5 45% 5 45% 1 9% 0 0% 0 0% ll 1.64③生産活動の統括 ライン 4 40% 5 50% 1 10% 0 0% 0 0%

10 1.70⑱現地法人への情報提供 アドミニ 5 38% 8 62% 0 0%
0 0% 0 0% 13 1.62⑨法務関連の統括 スタッフ 2 29% 4 57

% 0 0% 1 14% 0 0% 7 2.00⑦情報システムの統括 スタッフ 2 25%
5 63% 1 13% 0 0% 0 0% 8 1.88①原材料.部品調達業務の統括 (ⅠPO機能)ライン 1 25% 1 25% 1 25% 1 25% 0 0% 4 2.50

⑧人事.労務業務の統括 スタッフ 1 17% 4 67% 1 17% 0 0%

0 0% 6 2,00<アジア .製活業> 数字は作業敬.%は回答企業

の 成 比分類 成果あり やや成果あり どちらともいえない や

や成果なし 成果なし 計 平均I ⑥ファイナンス業務の統括 ス夕ツ 4

100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 4 1.00⑪グローバル戦略と地域戦略の調整 アドミ 2100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.00

⑱持ち株会社機能 アドミ 2100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 2

1.00①原材料.部品調達業務の統括 (ⅠPO機能 ライン 4 80% 1 20%

0 0% 0 0% 0 0% 5 1.20④販売活動の統括 ライン 4 80% 0 0% 0 0%
1 20% 0 0% 5 1.60⑧人事.労務業務の統括 ス夕ツ 2 67% 1

33% 0 0% 0 0% 0 0% 3 1.33⑨法務関連の統括 ス夕ツ 2 6
7% 1 33% 0 0% 0 0% 0 0% 3 1.33③生産活動の統括 ライン 2 67% 0 0% 1 33% 0

0% 0 0% 3 1.67⑮日本本社への意見の具申 アドミ 3 60% 2 40% 0 0% 0 0% 0 0%

5 1.40②物流,流通業務の統括 ライン



ず,グループⅠの上位にある項目は ｢ファイナンス業務の統括｣,｢法務関連の統括｣,

｢持ち株会社機能｣であった｡これらの項目は圧倒的に ｢成果あり｣の回答が多く,ほ

とんどの企業で成果を上げているといえるだろう｡このグループに含まれる項目は,

スタッフ機能の統括に関連する項目と地域のアドミニストレーションに関連する項目

であり,ライン機能の統括に関連する項目は含まれなかった｡

次いで,グループⅡをみると,ここには ｢生産活動の統括｣,｢物流,流通業務の統

括｣,｢情報システムの統括｣が含まれている｡ただし,｢生産活動の統括｣,｢物流,疏

通業務の統括｣に関しては,回答企業数が少ないため,ここでは成果があったかどう

かを判断することはできないだろう｡｢情報システムの統括｣に関しては,統括をおこ

なっている企業が多いものの,成果をはっきり認識できている企業は半数にとどまり,

成果があまり出ていないと考えている企業も多くあることがわかった0

そしてグループⅢであるが,｢地域情報の収集｣や ｢地域戦略の策定,実行｣などの

項目が含まれている｡主としてここでは地域のアドミニストレーションに関する項目

が多く含まれている｡ライン機能の統括に関する項目も含まれるが,上記で述べたよ

うに回答企業数が少ないので判断の対象にならなかった｡そこでこれらを除いて考え

ると,ほとんどの企業で,持ち株会社や本社との戦略調整など調整的な業務をのぞい

た地域のアドミニストレーションに関する項目で明確な成果をあげているという認識

が低かったと考えられる｡

概して,北米の製造業では,スタッフ機能の統括に関しては成果を兄いだしている

ちのの,地域調整機能を除く地域のアドミニストレーション機能に関してはやや成果

を兄いだしにくい状況にあるといえるだろう｡別の言い方をすれば,北米では地域統

括会社はスタッフ機能を中心､とした助言機構と考えることができる0

<欧州地域>

ここでは,欧州における製造業の地域統括会社の成果についてみていく｡まず,グ

ループⅠであるが,ここで上位にあがっている項目は ｢日本本社への意見の具申｣,

｢ファイナンス業務の統括｣,｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣などであった｡これ

らの項目は,北米とは異なり,圧倒的に ｢成果あり｣という回答が多いわけではなく,

｢やや成果あり｣という回答もかなりの割合で多くみられた｡また,ここの特徴として

は,｢研究開発活動の統括｣や ｢販売活動の統括｣というライン機能の統括に関する項

目も含まれていた｡概して,このグループは地域のアドミニストレーションに関する
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項目と,ライン機能の統括に関する項目で構成されているといえるだろう｡

ついでグループⅡであるが,ここでは ｢地域戦略の策定,実行｣,｢地域情報の収集｣

｢持ち株会社機能｣という地域のアドミニストレーション関連の項目と,｢物流 ･流通

業務の統括｣というライン機能の統括に関連する項目で構成され スタッフ機能の統

括に関連する項目は含まれなかった｡ここではとくに,｢持ち株会社機能｣について評

価が分かれており,その成果を兄いだしていない企業が多いことがわかった｡欧州で

は地域統括会社を持ち株会社にするメリットがあまりないのかもしれない｡

そしてグループⅢであるが,ここでは ｢現地法人に対するモニタリング,経営指導｣

という地域のアドミニストレーションに関する機能や,｢生産活動の統括｣というライ

ン機能の統括に関する機能に混じって,｢法務関連の統括｣,｢情報システムの統括｣な

どスタッフ機能が含まれている｡

全般的に欧州では,地域のアドミニストレーション機能やライン機能の統括に関す

る項目で成果があったという回答が多く,逆にスタッフ機能の統括に関する項目で,

成果があったという回答が少なかった｡この点,スタッフ機能の統括に関する項目で

成果を兄いだしていた北米の製造業と大きな違いである｡

<アジア地域>

最後に,アジア地域における地域統括会社の成果をみていく｡ まず製造業からみて

いく｡

ここではグループⅠに含まれる項目が非常に多かった｡しかしながら,その中でも

｢成果あり｣と答えた企業の構成比が80%以上の項目をみると ｢ファイナンス業務の

統括｣がスタッフ機能の統括の項目である以外は,｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣

などの地域のアドミニストレーションに関連する項目や,｢原材料･部品調達業務の統

括｣などのライン機能の統括に関連する項目で占められていた｡

また,グループⅡでは｢地域情報の収集｣などすべてが地域のアドミニストレーショ

ン関連の項目であった｡

そしてグループⅢは,｢情報システムの統括｣,｢地域戦略の策定,実施｣,｢研究開発

活動の統括｣で構成された｡

全体としてみると,他の地域よりも成果があったという回答の多い項目が多かった｡

そこには地域のアドミニストレーションに関連する項目と,ライン機能の統括に関連
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する項目が上位を占めたものの,スタッフ機能の統括に関連する項目でも成果を兄い

だしている地域統括会社も多かった｡

②地域統括会社において成果があった理由

前節では,地域統括会社においてどのような機能で成果があったのかをみてきた｡

ここではさらに,それらの機能がなぜ成果があったのかその理由について尋ねてみた｡

表10は,地域統括会社において成果があった理由について業種ごとにまとめ,地域削

に示したものである｡

まず北米をみると,もっとも回答の多かった項目は ｢経営諸活動の連結による経済

効果が得られたため｣であり12社あった｡ついで回答の多かった項目は ｢地域内の現

地化が進み,地域の情報が入りやすくなったため｣という回答であり,9社であった｡

第3位は,｢コストの削減に成功したため｣と ｢地域統括会社に大幅な意思決定権限の

委譲がなされたため｣であり6社あった｡

つぎに欧州をみると,順位は違うものの北米とおなじような傾向がみられた｡ここ

でもっとも回答の多かった項目は ｢地域統括会社に大幅な意思決定権限の委譲がなさ

れたため｣であり13社あった｡ついで回答の多かった項目は ｢経営諸活動の連結によ

る経済効果が得られたため｣｢経営の現地化が進み,地域の情報が入りやすくなったた

め｣｢コストの削減に成功したため｣で,9社あった｡

そしてアジアであるが,回答のもっとも多かった項目は ｢経営諸活動の連結による

経済効果が得られたため｣で7社あった｡ついで回答の多かった項目は,｢地域内の現

表 10 地域統括会社の成果のあった理由 (複数回答)

北米 欧州 ア

ゾア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括経営諸活動の連結による経済効果が得られたため 49% 67% 43% 4

3% 24% 58%経営の現地化が進み地域情報が入りやすくなつたため 29% 50%

29% 43% 35% 33%現地法人に有益な情報提供がなされるようになったため 23% 2

8% 29% 38% 24% 50%優秀な人材が採用できるようになったため

9% 11% 7% 14% 18% 25%地域内での知名度が

あがったため 0% 11% 4% 10% 6% 8%コストの

削減に成功したため 6% 33% 0% 43% 0% 33%地域統括会社に大幅な意思決定

権限が委譲されたため 37% 33% 43% 62% 59% 42%地域経済圏に対応する窓口ができたため 29% 28%



地法人に対して有益な情報が提供されるようになったため｣で6社あった｡第3位は,

｢地域統括会社に大幅な意思決定権限の委譲がなされたため｣であり5社あった｡

ここでもっともおもしろい結果がでたのは,｢コストの削減｣に関してである｡前回

の調査では,ほとんどの企業がこの項目を成功理由としてあげていなかった｡しかし,

今回地域統括会社へのアンケートでは,かなりの数の企業がこれを成功理由としてあ

げている｡ これは本社と統括会社の意識の違いと考えられる｡すなわち,統括会社と

してはコストも削減できているという強い意識が働き,この面での成果があまりでな

いと,存在意義も疑われるということで,強調しているのかもしれない｡

全体としてみると,統括のメリットをうまく引き出せるようなマネジメントをおこ

なうことができるかどうか,そしてそのために地域統括会社に大幅な権限が委譲でき

るかどうか,に地域統括会社の成功の鍵があると思われる｡

③地域統括会社において成果がでなかった理由

ここでは,成果がでなかったとする項目についてその理由を尋ねてみた｡表11は地

域統括会社において成果がでなかった理由をまとめたものである｡ただし,ここで示

した回答の中には,｢成果なし｣あるいは ｢やや成果なし｣という回答でなくても,記

入のあった回答も含めている｡その理由は,この質問に対する回答が少なかったこと

と,記入のあった企業では,その理由による問題を抱えていると思われたからである｡

まず,北米をみると回答のもっとも多かった項目は ｢海外現地法人が製品事業部と

直接連絡をとっているため｣であり,4社あった｡ついで ｢海外現地法人が本社と直接

表11 地域統括会社の成果のでなかった理由 (複数回答)

北米 欧州 アシ

やア調査対象 本社 統括 本社 統括

本社 統括管理階層の増加により迅速な意思決定が妨げられたた 3% 0%

4% 0% 6% 0%管理階層の増加による管理コストの増大のため 3% 11%

000 500 0% 0%現地法人に有益な情報提供をしていないため

0% 11% 0% 0% 0% 0%現地法人が本社と直接連絡をとってい

るため 0% 17% 7% 0% 6% 8%現地法人が製品事業部と直接連絡を

とっているため 3% 22% 7% 0% 6% 0%現地法人が地域統括の必

要を感じていないため 6% 6% 0% 0% 600 800地域統括

会社の費用負担をめぐる混乱のため 0% 0% 0% 5% 0% 0%日本本社が地域統括会社を重視していないため 300 600 7% 0% 0% 0%

地域統括マネジメントの経験不足のため 1



連絡をとっているため｣と ｢地域統括マネジメントの経験不足のため｣が3社あった｡

欧州では,もっとも回答の多かった項目は ｢地域統括マネジメントの経験不足のた

め｣であり,そのほかは ｢管理階層が1つ増えたことにより管理コストが上昇したた

め｣｢地域統括会社の費用の負担をめぐる混乱のため｣が1社ずつあった0

アジアでは,｢地域統括マネジメントの経験不足のため｣という回答が2社,｢海外

現地法人が本社と直接連絡をとっている｣と ｢海外現地法人が地域統括の必要性を感

じていないため｣という回答が1社ずつあった｡

このように,全体的に回答数が少ないため,はっきりしたことは述べることはでき

ないが,全体を通して,経験不足をあげる企業が多かうた｡また,北米では,海外現

地法人が地域統括会社を通さず,直接本社や製品事業部と連絡をとっており,それが

地域統括がうまくいかない理由となっており,北米での地域統括会社のあり方を考え

る1つの手がかりになると思われる｡

4.アンケート結果の分析

ここでは,これまで述べてきたアンケートの結果を横断的に分析することにより地

域統括会社の特徴を論じていくことにする｡

(1)地域統括会社アンケートにおける横断的分析

まず,今回のアンケート調査において,多くの地域統括会社がもつと回答があった

機能のうち,成果が十分でないと考えているものが多くあったということである｡

たとえば,欧州における ｢地域戦略の策定･実行｣という機能である｡すなわち,今

回のアンケート調査では,欧州の地域統括会社では地域戦略の策定をおこなう傾向が

強かった｡それは,地域統括会社の設立理由,機能,そして地域の事業における意思

決定への関与などのデータをみても明らかである｡ しかしながら,その成果に関して

は意見が分かれている｡今回の調査では ｢地域戦略の策定 ･実行｣において,｢成果あ

り｣と答えた企業が50% (7社),｢やや成果があった｣と答えた企業が50% (7社)

であった｡このように,半数の企業は ｢地域戦略の策定 ･実行｣はまだ不十分と考え

ているのである｡
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また,北米では,｢情報システムの統括｣をおこなうという企業が多くみられたが (8

社),その成果は ｢成果あり｣と答えた企業が50% (4社),｢やや成果あり｣と答えた

企業が25% (2社),｢どちらともいえない｣と答えた企業が13% (1社),そして ｢や

や成果なし｣と答えた企業が13% (1社)であった｡このように,北米における ｢情

報システムの統括｣においても十分成果がでていないと考える企業が多くあることが

わかる｡

以上のように,地域統括会社のもつ機能とその成果の関係をみていくと,機能とし

てはもっているが,まだその成果は不十分であるものがあることがわかる｡

つぎに,欧州地域における地域統括会社の内容について若干論じていくことにする｡

われわれの調査において,欧州地域の地域統括会社は多くの機能をもつことが明らか

になった｡とくにライン機能の統括をおこなう点において,他の地域との差があらわ

れた｡この欧州地域における地域統括会社のうちライン機能の統括をおこなう地域統

括会社をさらに詳しくみてみると,つぎのような特徴を持つことがわかった｡すなわ

ち,それらの企業の多くは,傘下におさめる現地法人の数も多いということである｡し

たがって,欧州の地域統括会社のうち,いくつかの企業においては地域統括会社を中

心､とした経営が進んでおり,地域としてのまとまりをもつようになってきたといえる

だろう｡別の言い方をすれば,本当の意味での地域統括会社ができつつあるというこ

とである｡

(2)日本本社と地域統括会社の意識の相違

つぎに,本社を対象におこなった前回のアンケート調査と地域統括会社を対象にお

こなった今回のアンケート調査の結果を比較し,本社と地域統括会社との間の意識の

違いについてみていくことにする｡

①日本本社への意見の具申

まず,われわれがここで論じたい項目は ｢日本本社への意見の具申｣という項目で

ある｡今回われわれが地域統括会社からえられたデータでは,それぞれの地域で ｢日

本本社への意見の具申｣をおこなっているとする企業が多くみられた｡しかしながら,

本社から得られたデータでは,地域統括会社がこの機能を果たしていると考えている
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企業は少なかった｡ちなみに,地域統括会社ではおこなっているとしたものの,本社

ではおこなっていないという形で回答が異なった企業の数は,北米地域で2社,欧州

地域で3社あった｡

このように,この ｢日本本社への意見の具申｣に関しては,本社と地域統括会社の

間で意識のギャップが存在している可能性がある｡

②地域戦略の策定 ･実行

つぎに ｢地域戦略の策定 ･実行｣についてみていく｡とくにこの項目は,欧州地域

の地域統括会社でおこなっていると答えた企業が多かった｡しかしながら,前回の本

社から得られたアンケート調査のデータでは,この機能をもつと答えた企業はあまり

多くなかった｡今回,この項目において本社と地域統括会社の間で意識の違いがみら

れたのは,欧州地域の統括会社2社であった｡

ところが,アジア地域においては逆のパターンがみられた｡すなわち,本社では｢地

域戦略の策定 ･実行｣を期待しているにもかかわらず,地域統括会社側ではそのよう

な機能をもたないと回答があったのである｡そのような企業の数は少ないものの,こ

のような意識の相違は将来何らかのコンフリクトを生む可能性があり,問題といわざ

るを得ないだろう｡

③地域統括会社の成果の理由

ここでは,地域統括会社の成果があった理由のうち,もっとも意識が異なった項目

についてみていく｡この地域統括会社の成果があった理由としてもっとも意識の違い

がみられたのは,｢コストの削減｣である｡これを成功理由としてみるのは ｢地域統括

会社｣であり,本社の方はこれを成功理由としてあげる企業はほとんどなかった｡

これにはいくつかの理由がみられるが,もっとも大きな理由は,地域統括会社とし

ては ｢コストの削減｣がなされたことにより存在理由を示したいという意識があると

思われる｡すなわち,地域統括会社は基本的にコストセンターであり,その費用は現

地法人から得ていることが多い｡また,本社や事業部との間におかれる組織であるこ

とから,管理階層が増えるという批判もある｡そのような状況にある地域統括会社は,

自らの存在によって何らかの貢献ができたと考える意識が強いと考えられる｡
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(3)シンガポールにおける地域統括会社に対するインタビュー調査との比較

われわれは,今回のアンケート調査と平行して,シンガポールにおける地域統括会

社においてインタビュー調査をおこなった｡ここでは,そのインタビュー調査の結果

とアンケート調査の結果を比較してみることにする｡

①アジアにおける地域統括会社の位置づけ

まず,アジアにおける地域統括会社の位置づけについてみていく｡アンケート調査

では,アジアにおける地域統括会社の設立理由としては,｢地域における経営拡大の拠

点｣というものが多くあった｡しかしながら,インタビュー調査では,アジアにおけ

る地域統括会社は,支援会社,助言機構,求められるサービスの提供,といった位置

づけでしかないことが明らかになった｡すなわち,実際にはあまり強い位置づけはな

されていないのである｡

②アジアにおける地域統括の実態

つぎに,アジアにおける地域統括の実態についてみていく｡ 今回のインタビュー調

査では,サービスすれど統括せず,人事権もお金もないところが統括できるか,事業

の調整は役員でないと無理,といった否定的な意見が多くきかれた｡これはすなわち,

地域統括会社が統括会社というものの,統括をおこなっていない組織だということで

ある｡このことから,アジアにおける地域統括会社に関していえば,統括会社になり

切れていない組織だといえるだろう｡

③oHQのステータスと日系地域統括会社

われわれはシンガポールにおける地域統括会社といった場合,とくにOHQのステー

タスとの関係でみる傾向にある｡新聞などを見ると,日本企業においてもかなりの企

業がこのステータスを取得しているという｡しかしながら,シンガポールで聞いてみ

るとあまり人気がないことがわかる｡

このステータスを取得している企業は,かなりの大きな企業であり,シンガポール

政府の熱心な誘いによって取得するケースが多く見られた｡逆に,取得をしていない

企業は,その魅力の低下を指摘している｡すなわち,ステータスの取得による義務が

29



大変である,また法人税が下がってきていることから優遇税制の魅力が落ちてきてい

ることなどを指摘している｡

このように,OHQのステータスに関しては,魅力がなくなってきているとも考えら

れる｡ただし,このOHQのステータスはあくまで税制の問題である｡ したがって,こ

のステータスを取得しているかどうかは,統括をおこなうことと全く別の次元として

とらえることが必要になってくる｡

まとめ

これまでわれわれは,地域統括会社にかんするアンケート調査の結果をもとにその

特徴を指摘してきた｡また,過去のアンケート調査の結果や,インタビュー調査の結

果と比較することにより,地域統括会社にかんするいくつかの問題についても論じる

ことができた｡

そこで最後に,地域統括会社の現状に関してつぎのようにまとめ,本稿の結論とし

たい｡

まず第一に,本社と地域統括会社の意識の大きなギャップのある部分があった,と

いうことである｡

また第二に,欧州地域では,地域統括会社を中心とした経営が進展していた｡

そして,第三に,アジア地域における地域統括会社はその位置づけがとても弱く,自

分たちの存在意義をアピールする努力を現在おこなっているということである｡

以上が本稿の結論である｡ しかしながら,本稿において地域統括会社に関してすべ

てを論じることはできなかった｡今回論じきれなかったことについては,別の機会に

論じることとしたい｡

※本研究は文部省科研費 基盤研究(C)(2)｢日本の海外進出製造企業における地域統括本社の研究一地域統括会社

の視点から-｣(平成8-9年度)の研究成果の一部である.

※※本稿は,国際ビジネス研究学会第4回全国大会 (1997年11月9日)においておこなった報告をもとに作成し

たものである｡
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【研究成果3】

わが国の多国籍企業におけるの地域統括会社の実態

-アンケート調査とインタビュー調査の結果から-

はじめに

近年,アジアでは地域統括会社の誘致が盛んにおこなわれているという｡ また,シン

ガポールや香港,そしてオース トラリアなどが誘致活動をおこなっている(日本経済新聞

1997年2月3日付, 朝日新聞 1997年6月12日付)｡たとえば,シンガポールでは

OHQのステータスを獲得した企業が 100社を越えている(日本経済新聞 1997年 1月

14日付)｡日本企業においても,大正製薬(マレーシア),富士通(シンガポール),オムロ

ン (香港)などに地域統括会社を設立することを決めた (日本経済新聞 1997年1月15

日付,1月21日付,日経産業新聞1997年4月1日付)0

このようにアジアにおいて地域統括会社の設立が盛んにおこなわれている｡

では,なぜ日本の多国籍企業は地域統括会社を設立するのか,また,この地域統括会

社はなにをする組織なのか,いまどのような状況にあるのか,そして何か問題はないの

だろうか｡これが筆者の問題意識である｡ そこでその地域統括会社とはどのような組織

なのか,その実態を調べるために,筆者は過去2回アンケー ト調査をおこない,また現

地に赴きインタビュー調査をおこなった｡

本稿では,地域統括に関して筆者がおこなったアンケー ト調査や,シンガポールにお

ける地域統括会社に対するインタビュー調査の結果をもとに,日本の多国籍企業の地域

統括,とくにシンガポールにおける地域統括会社について検討をおこなっていく｡ すな

わち,本稿の目的は,日本企業の地域統括会社の実態を論じるととにある｡

1.世界三極体制から地域統括の視点へ
1985年のプラザ合意以後の円高により,日本企業の海外事業が大きく進展していっ

た.一方,当時の世界経済は,ECやNAFm という構想にみられるように,世界経済の

ブロック化にむかう傾向にあった (Thurow 1992)｡日本企業は,海外事業の拡大と,

世界経済のブロック化という背景の中で,地域単位でのマネジメントを構想するように
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なっていった｡それは世界三極体制 (あるいは世界四極体制)と呼ばれ 北米,欧州,ア

ジアに地域統括本社(RegionalHeadquarters)を設立し,日本の世界本社を中心､とした

グローバルな経営をおこなうという構想であった｡

しかしながら,この世界三極体制という構想は日本企業にとって問題の多いもので

あった (森b 1997)｡ それはまず第一に,この構想があまりにも壮大な構想であり,冒

本企業の現在の実力に見合ったものでなかった｡第二に,それぞれの地域に地域統括本

社を設立し三極体制を作るという形から入ったために,それぞれの地域における地域統

括のニーズがあるのかどうかが無視された｡そして第三に,この世界三極体制という構

想の中には地域完結型経営という考え方が包含されていた｡つまり,それぞれの地域に

本社 (地域統括本社)を設立し,そこが生産,販売,さらには研究開発活動も統括する

ことにより地域で完結した経営を目指したのである｡ しかし,日本本社の経営不振と,地

域間の経営資源の移転に支障がでてきたことなどから,地域完結型経営はうまく機能し

なかった｡

このように世界三極体制という考え方は,将来構想としては検討に値するものであっ

たが,日本企業の実力からするとあまり現実的なものではなかったのである0

しかしながら,筆者の調査によると,日本企業は地域単位での統括の必要性はあると

考えている企業も多くあった(森b 1997)｡ それは,地域統括本社や地域完結型経営を

目指しているというよりも,必要な部分,つまり統括をして意味のある部分の統括を意

味しているようであった (もちろん,企業規模によっては地域統括本社は,地域完結型

経営は可能)｡

そこでわれわれは,世界三極体制,あるいは地域統括本社制という視点からの分析を

進めるのではなく,地域統括という視点からの分析をおこないたい｡それによって,よ

り幅広い議論ができるだけでなく,より現実に近い議論ができると期待できると考える

からである｡

2.地域統括会社とは

そこでまず,地域統括をおこなう会社,地域統括会社について述べることにする｡

前述したように,1980年代後半より,日本の多国籍企業は世界三極体制という構想の

もと,地域統括本社を設立していった｡この地域統括本社とは,安室(1992)によれば,リ

エゾンオフィスや節税目的の金融子会社,そして持株会社のような部分的機能を担当す
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る組織ではなく,それらを包摂する上位組織概念である｡ また,本社として一定範囲内

で独自の意思決定ができる点に特徴があるという｡

しかしながら,われわれはこのような独自の意思決定をおこなうことができる本社と

呼ばれる組織がどの程度あるのか,不明確であった｡おそらく先進的な企業は地域統括

本社をもつにいたっているが,多くの企業はまだそのような段階に達していないと考え

ている｡ そうなってくると,地域統括を論じる際に地域統括本社という言葉は,現実を

反映しなくなる｡ そこでわれわれは研究対象を地域統括会社とし,日本の多国籍企業に

よる地域統括の実態を探ることにしたのである｡ つまり,そこには本社としての責任と

権限をもつ地域統括本社も含まれるが,いくつかの機能を統括する地域統括会社も含め

て研究をおこなうことにしたのである｡

そこでわれわれは,この地域統括会社を ｢北米,欧州,アジアという地域をマネジメ

ントの対象とし,域内の現地法人の事業活動を統括(統合),調整,支援などをおこなう組

織｣と定義したい｡この定義では,地域を一つの単位とすることと,現地法人の事業活

動におけるいくつかの機能を統括したり,事業間の調整,スタッフ業務などの支援をお

こなう組織ということから,単なる金融子会社やリエゾンオフィスを排除する｡ いうな

れば地域のマネジメントセンターを指している｡ ただし,ここでは一部の機能だけを引

き受けている場合も含むことになる｡

3.地域統括会社の特徴-アンケート調査の結果から-

これまでわれわれは,地域統括会社に関して2回アンケート調査をおこなった｡1つ

は,1995年に日本の親会社に対しておこなった調査 (㈲関西生産性本部編 1996)で

あり,もう一つは1997年に地域統括会社に対しておこなった調査 (森a 1997)であ

る｡ ここでは,これらのアンケート調査の結果,明らかになった地域統括会社の特徴に

ついてまとめていく｡

(1地域統括会社の機能

地域統括会社はどのような機能を持っているのだろうか｡表 1は地域統括会社が持つ

機能についてまとめたものである｡
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この表をみると,まず北米であるが,今回のアンケートでは,｢ファイナンス業務の統

括｣(16社,89%),｢日本法人への意見の具申｣(15社,83%),｢持ち株会社機能｣(15社,

83%)などの機能をもつ企業が多くあった｡一方で,｢研究開発活動の統括｣(1社,6%),

｢生産活動の統括｣(2社,11%),｢物流 ･流通業務の統括｣(3社,16%)などの機能はほと

んどの企業でもっていなかった｡

概してこのアンケー ト結果からいえる北米地域の地域統括会社のもつ役割は,スタッ

フ業務の統括や地域のアドミニストレーション機能が中心であり,ライン機能に関連し

た統括はあまりおこなわれない傾向にあるといえる｡

つぎに欧州であるが,ここでは ｢地域戦略の策定 ･実行｣(19社,90%),｢日本本社へ

の意見の具申｣(19社,90%),｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣(17社,81%),｢地

域情報の収集｣(17社,81%),｢現地法人への情報提供｣(17社,81%)などの機能をも

つという地域統括会社が多かった｡一方,｢原材料 ･部品調達業務の統括｣(4社,19%),

｢研究開発活動の統括｣(7社,33%)などの機能をもつ地域統括会社は比較的少数であっ

た｡

この欧州にある地域統括会社の機能からみる特徴は,他の地域と比較してたくさんの

役割をもち(とくに電気 ･電子産業 (機能数の平均11.2)と自動車産業 (同平均12.3)),

表 1 地域統括会社の機能 (複数回答)

原材料･部品調達業務の統括(lPO)
物流･流通業務の統括
生産活動の統括
販売活動の統括
研究開発活動の統括
ファイナンス業務の統括
情報システムの統括
人事･労務業務の統括
法務関連の統括
地域戦略の策定･実行
グローバル戦略と地域戦略調整
地域情報の収集
現地法人への情報提供
現地法人に対するモニタリげ,経営指導
日本本社への意見の具申
持ち株会社機能
その他

22% 19% 42%

16% 43% 58%

11% 48% 42%

28% 48% 58%

6% 33% 17%

89% 57%

56% 52%

50% 43%

56% 43%

56% 90%

44% 81%

61% 81%

61% 81%

56% 76%

83% 90%

83% 48%

0% 5%

67%

33%

50%

42%

50%

33%

58%

50%

58%

75%

42%

0%

出所:地域統括会社に対するアンケー ト調査より(1997年実施)
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また,とくに電気 ･電子産業や自動車産業においてライン機能,スタッフ機能,地域の

アドミニストレーション機能のそれぞれの統括をまんべんなくおこう傾向にあった｡さ

らに,これらの統括会社の傘下現地法人数をみるとかなりの数の現地法人を傘下にもつ

ことが明らかになり,現地法人数の増加とともに統括機能も多様化してくることが考え

られる｡

このように欧州の地域統括会社は概して,多くの地域統括会社が地域のアドミニスト

レーション機能の統括をおこなっているだけでなく,北米に比べるとライン機能の統括

をおこなう地域統括会社が多く存在していることも特徴的だといえる0

そしてアジアであるが,ここでは ｢日本本社への意見の具申｣(9社,75%),｢ファイ

ナンス業務の統括｣(8社,67%),｢物流,流通業務の統括｣(7社,58%),｢販売活動の統

括｣(7社,58%),｢地域情報の収集｣(7社,58%),｢現地法人に対するモニタリング,経

営指導｣(7社,58%)などの機能をもつ企業が多くあった｡一方で ｢研究開発活動の統括｣

(2社,17%),｢情報システムの統括｣(4社,33%),｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣

(4社,33%)などの機能をもつ地域統括会社は少数であった｡

また,ここでは概して,北米,欧州のような際だった特徴はなく,ライン機能,スタッ

フ機能,地域のアドミニストレーション機能のすべての統括が平均的におこなわれる傾

向にあった｡

(2)地域統括会社の地域性

アンケート調査から明らかになった地域統括会社の特徴の一つは,北米,欧州,アジ

アといった地域によってその性格が異なっているということである｡

これは一見当たり前のように思えるが,世界三極体制という構想のもとでの議論では

無視されてきたことである｡つまり,世界三極体制という構想では,各地域に地域統括

本社というものをつくり,そこでは地域のアドミニストレーション機能 (地域戦略の策

定･実行や,日本本社への意見の具申など),スタッフサービスの提供 (ファイナンス業

務の統括,人事･労務業務の統括など),そしてライン機能 (生産,販売活動の統括など)

の統括などをおこなうと考えられた｡すなわち,地域統括本社と呼ばれる同様の組織が

それぞれの地域に設立されるという議論であった｡よって,この世界三極体制のもとで

の議論では,地域による違いは重視されてこなかったのである｡(それはある意味で,棉

想についての議論にすぎなかったからでもある｡)
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しかしながら,上述した地域統括会社の機能をみても,地域によって地域統括会社の

性格はかなり異なっていることがわかる｡それは地域を構成する国の数,地域における

経済的,政治的統合の進展の程度,その地域での事業規模などによる｡

まず北米であるが,この地域の大きな特徴は大半の企業が米国一か国に事業が集中し

ていることである｡ この点から考えると,北米地域といっても米国内の事業の統括の性

格をもつことになる｡この意味では,地域統括の必要性はあまりないといえる｡また,北

米地域での事業展開は事業部が主導となっておこなわれてきた｡つまり,そこにはすで

に事業部の管轄にある現地法人があり,そこに地域統括本社が入り込む余地があまりな

い状態であったともいえる｡

こういったことから,北米における地域統括会社の役割はライン機能の統括をおこな

わない方向で進んできている｡

また,欧州の地域統括会社は北米とはその性格が異なり構成する国の数が多い｡今年

地域統括会社を対象におこなった調査では,地域戦略の策定や実行やグローバル戦略と

地域戦略の調整など地域のアドミニストレーション機能を持ち,また,スタッフ機能の

統括をおこなっているだけでなく,ライン機能の統括をおこなうとする地域統括会社が

他の地域に比べ多くあった｡このようにライン機能の統括をおこなう地域統括会社は傘

下の現地法人の数も多くもつ傾向にあった｡このことから,欧州ではかなり地域統括会

社の内容が充実してきており,地域統括会社を中心とした地域の経営が進んでいると考

えられる｡

そしてアジアであるが,この地域の最大の特徴は,日本に近いということである｡ま

た,地域を形成する国の経済的な発展度合いが異なっている点でかなり多様性をもって

いるといえる｡ここでは,北米や欧州と異なり,日本の出先機関としての特徴を持つ傾

向にある｡ 後述するが,松下電器産業はシンガポールに地域統括会社としてシンガポー

ルに登録をしている組織をもつがここは支援会社であり,地域戦略は日本で策定してお

り,実質的な地域統括業務は日本にある｡

また,アジアでの事業展開は一部の企業をのぞいてまだ歴史が浅い｡そのようなこと

から,地域統括会社が先に来る場合が多い｡したがって,アジアにおける地域統括会社

は,地域の情報センターとしてこれからの地域における事業を展開するための拠点とい

う性格をもつのもこの地域での特徴である｡

以上,簡単にみてきたように,地域によって地域統括会社の性格は異なっており,単

純に世界に同じような組織を作って世界三極体制にするという話は,現実的でないとい

36



えるだろう｡

(3)地域統括会社と事業部制

事業部制をとっている日本企業は,海外事業もこの事業部を中心に推進している場合

が多い｡実はこの事業部制が,地域統括を難しくしている｡

つまり,海外現地法人は,日本にある事業部の傘下にある｡ このようなところに地域

全体の事業を統括する組織を作るということは,これまでの日本の事業部と海外現地法

人の間に新しい階層を作ることになり,事業効率を妨げるのではないか,ということで

ある｡

しかしながら,このようなデメリットがあるにもかかわらず,日本企業は地域統括の

必要性を重視し,地域統括会社を作ってきた｡では,なぜ日本企業は地域統括の必要性

を兄いだしているのだろうか｡そこには事業部主導の海外展開にもデメリットがあるか

らである｡つまり,個々の事業部が同じ地域で事業をおこなっていると,どうしても重

複するものがでてくる.それらを統括することによりメリットがでてくる可能性がある｡

そういったことから地域統括会社は設立されてきたのである｡

では,実際に地域統括会社と事業部との関係,あるいは海外現地法人の関係はどのよ

うな状況にあるのだろうか｡

表2は,地域戦略の策定,販売活動,生産活動に関して日本本社や地域統括会社など

の各組織がどの程度関与しているのかをまとめたものである｡ここでは,その重要性に

応じて1位,2位,3位と順位をつけてもらったものをまとめている｡

まず地域戦略への関与をみてみると,全体としては地域戦略の策定は地域統括会社の

重要な機能の一つとみることができる｡ ただし,アジアにおいては,日本に近いという

こともあり,国際事業部や製品事業部の関与の度合いも高くなっている｡

また,地域における販売活動についてはどうであろうか｡ここでは,全体として,域

内の現地法人が関与する割合が高かった｡しかし,欧州 ･アジアでは地域統括会社の関

与もかなりあるということがわかった｡

そして,地域における生産活動であるが,ここでは,全体として,北米では ｢域内の

現地法人｣の関与の程度が強いものの,｢製品事業部｣が主導している企業もかなりあっ

た｡ところが欧州をみてみると,販売活動と同様に,｢地域統括会社｣と回答する企業が

多くあり,逆に ｢製品事業部｣という回答が1位グループではゼロであった｡そしてア
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ジアでは,｢域内の現地法人｣をあげる企業が多い一方で,電気･電子産業では ｢製品事

業部｣の影響が強いとしている｡

これまでわれわれは,地域統括会社と事業部との関係についてみてきた｡ここでいえ

ることは,比較的欧州においては地域統括会社を中心とした経営が確立しつつあるとい

うことである｡ 他方,北米やアジアにおいては,どちらかというと事業部を中心とした

経営がおこなわれており,地域統括会社は微妙な立場に置かれているといえる｡

ところでわれわれは,現在の地域統括会社のパターンを図示することを試みている｡

この図は地域統括会社のイメージである｡左の図は従来の地域統括本社制を論じていた

時代の地域統括のイメージである｡ 一方,右の図は,われわれの調査の結果から描いた

表2 事業活動への関与の程度

<地域戦略策定への関与> (社)

北米 欧州 アシ

やア順位 1位 2位 3位 1位 2位 3位

1位 2位 3位地域統括会社 10 3 2

15 5 0 6 2 2日本本社

2 5 4 2 6 4 1 3 1国際事業部 (海外事業部) 1 5 3 1 5 5 3 04
製品事業部 0 1 2 1 1 1

1 1 0販売事業部 1 1 0 01
0 02 1域内の現地法人

4 1 1 1 2 4 0 3 0その他 00 0 0001 00<販売活動への関与> (社

)北米 欧州 アジア順位 1位 2位 3位 1位 2位 3位

1位 2位 3位地域統括会社 5 5 2 8 6 2

5 3 1日本本社 1 4 4

0 2 3 01 2国際事業部 (海外事業部) 0 1 3 0 3 4 1 1 3

製品事業部 1 1 1 0 2 2

0 0 0販売事業部 2 4 2 1 2 2 1 3 2域内の現地法人 9 0 0 10 2 0 5 2 0
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図1 地域統括会社のイメージ

従来のイメージ

HQ-本社

, RHQ-地政統括本社出所 :森 (1997b),p.234 現実のイメージ

地域統括会社のイメージである｡ この図ではさまざまなパターンを一つの図に表してい

る｡ また,現実には現地法人間のつながりであるとか,地域を越えたつながりなどがあ

るが,

ここでは省略し,地域統括会社の位置づけがいろいろな状況にあることを描いている｡

われわれはこの図で,日本企業の地域統括会社は小さな存在ながらその役割を遂行してい

たり(統括),地域のグループの一員として存在していたり(調整),本社･製品事業部と現地法

人の情報経路からはじき出されてしまっている場合(阻害)もあることを描いている｡

4.シンガポールにおける地域統括会社-インタビュー調査を中心として-さて,以上では,われわれがこれまでおこなってきた

アンケート調査の結果をもとに,地域統括会社の全体的な特徴をみてきた｡そこでここで

は具体的にシンガポールにある日本企業の地域統括会社についてみていきたい｡前述

したように,近年,アジアでは地域統括会社の誘致が盛んにおこなわれている｡このうち,

シンガポールはかなりの地域統括会社を誘致するのに成功している｡(日本経済新聞 1997年1月14日付)｡その背景には,地理的な優位

性や優遇税制などがあるとみられている｡ しかしながら,実際に日本の地域統括会社は,シンガ



括会社を訪問し,シンガポールにおける地域統括会社の実態について調査をおこなった0

この調査は今年 (1997年2月)におこなったものである｡訪問企業はSONIS(Sony

International(Singapore)Ltd),AMS(AsiaMatsushitaElectric(S)PteIRd),PAC

(PioneerElectronicsAsiacentrePte.Ltd.),ToshibaAsiaPacific,NECBusiness

CoordinationCentre(Singapore)Pte.Ltd.である｡

以下では,これらの現地調査から明らかになったシンガポールにおける地域統括会社

の現状について論じていく｡

(1)シンガポール政府のOHq制度と日本企業の地域統括会社

シンガポールには地域統括会社に対して優遇税制をおこなうOHQ (オペレーショナ

ル ･ヘッドクオーター :地域統括本部)制度が用意されている｡前述したように,この

制度の利用は100件を越えているという｡このOHQのステータスを獲得した企業は,①

OHQ業務による利益に対する法人税を10%に減額,②海外の子会社及び関連会社から

の配当所得の免税,といった税制上の恩恵が受けられるのである｡

われわれは,現地調査をおこなう前に,文献などの資料をあたり,かなりの日本企業

は,この制度を利用しているという感触を得ていた｡ところが,実際に現地で話を聞い

てみると,この制度はあまり人気がないことがわかった｡

われわれの調査企業のうち,OHQのステータスを取得していたのはSONIS(1987

午),AMS(1989年),NECBCCS(1991年)の3社であった｡PACとToshibaAsia

Pacificは取得の予定はなかった (ただし,東芝の場合,家電部門の現地法人はOHQの

ステータスを取得している)0

そこでわれわれは,なぜ取得したのか,なぜ取得しないのかを尋ねてみた｡その結果

次のようなことがわかってきた｡

まずoHQのステータスを取得した動機として共通している点は,シンガポール政府

からの熱心な誘いがあったということである｡NECにおいては,シンガポール政府から

の積極的な誘いに応じるために,OHQ制度の要件を満たせるだけの機能をわざわざそろ

えたのである｡

また,このOHQのステータスの取得はある意味でネゴシエーションの世界であると

いうことも聞いた｡つまり,シンガポール政府としては,このステータスに重みを持た
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せるために有名な多国籍企業に取得を促したのである｡ その流れで日本企業もこのス

テータスを取得したのである｡ ある意味では積極的な取得ではなかったことになる｡ ま

た,有名な企業であれば,取得の要件を修正してでも取得を促しているようである｡ し

たがって,昨今のシンガポールから流れてくるOHQのステータスを獲得する企業が増

えたという情報は注意して聞く必要がある｡

一方,最近ではOHQのステータスはメリットよりもデメリットがあると考えている

企業もある｡ つまり,OHQのステータスをもつことによる義務が重く,もっていない方

が楽という考えもある｡

そのほか,シンガポール政府が法人税を下げていく傾向にあり,あまり下がりすぎる

と日本の税制との関係で,優遇税制でなくなるともいわれている｡これはどういうこと

かというと,シンガポールの現在の法人税は26%程度であるが,これが25%を切ると,

日本の方で納税義務が発生する｡ つまり,優遇税制のメリットがなくなるのである｡

このように,一般的にいわれているほど,OHQのステータスは人気がなく,逆にデメ

リットが大きくなりつつあるといえる｡

このステータスに関しての日本企業の立場は,地域統括をおこなうことと,OHQのス

テータスを取得することは次元の違う話だということである｡

(2け一ビスすれど統括せず

シンガポールにおける地域統括会社は,地理的に日本と近いことから,北米や欧州に

ある地域統括会社とはその性格を異にしている｡それはアジアにおける日本企業の事業

展開の規模や歴史,そしてアジアの国々の諸事情を考えた場合,日本から統括すること

が可能だったからである｡したがって,アジアの地域統括会社は,日本のアジア部門の

出先機関になっているケースが多く見受けられる｡

それは地域統括会社の社長が本社でどのような職位にあるかでもわかる｡北米や欧州

の地域統括会社の社長は日本では役員クラスであることが多い｡ところが,アジアにお

ける地域統括会社の社長は部長クラスが多いのである｡

また,地域統括会社がどのような活動をおこなっているのかをみても,アジアの地域

統括会社の特徴がわかる｡今回のインタビュー調査をおこなって印象的な言葉としては,

｢サービスすれど統括せず｣というものであった｡これはToshibaAsiaPacificで聞かさ
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れたものだが,他の数社にも当てはまることであり,アジアの地域統括会社を象徴する

言葉といえる｡

たとえば,東芝ではスタッフサービスなどを提供するリージョナルセンターとしての

機能のほかIPO,物流戦略,マーケテイング機能の一部を担当している｡ しかしながら,

統括機能的には人事権もお金もなく,身軽な組織である｡ さらに,事業における最終責

任は事業部が持つ (指揮命令系統は縦)ことから,東芝のシンガポールにおける地域統

括会社は緩やかな助言機構となっている｡

また,NECでは,マーケテイング,IPO,そしてスタッフサービスをおこなっている｡

ここでは統括機能としてはIPOが柱であるが,NECの場合,アジアのIPOの本部は香

港である｡ またスタッフサービスとしては域内人事のコンサルタントなどをおこなって

いる｡これは,実際の採用や労務管理を担当するのではなく,採用のアドバイスや,若

手日本人向けの教育などをおこなっている｡NECの地域統括会社においても本社の役員

がきているわけでないので,事業部間の調整は無理であり,地域戦略をたてられないと

いうことであったOつまり,現地法人には口は出せず,コーディネーションだけをおこ

なっているということである｡ ここでも｢お金も人事権もないのに統括できるか｣,とい

う感じである｡

そして,AMS(アジア松下)の場合,もっと明確に地域統括をおこなっていなかった｡

ここはシンガポール政府からOHQのステータスを獲得しているが,調査の申し込みを

した際に,地域統括会社ではなく支援会社であると念を押された｡地域戦略としては,地

域の青写真を描き方向付けをおこなっているが,日本本社にアジア地域本部があり実質

的にはそこが担当している｡ そういう意味で支援会社となっている｡

このように,アジアの地域統括会社は日本に地理的に近いこともあり,実質的な統括

機能をもたされていないのが現状である｡ 多くの企業に共通することは,できることを

やっていくということである｡

(3)知識センターとしての地域統括会社の可能性

これまでみてきたように,今回調査した企業のほとんどでは地域におけるいわゆる統

括という機能を遂行できるだけの力を持っている例はほとんどみられなかった｡そうな

ると地域統括会社としての存在意義はどこにあるのだろうか,そのような会社の存続の

必要性はあるのだろうか,考えてしまう｡
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われわれはこの疑問を解決するために ｢知識センター｣として地域統括会社を活用し

ていくことの可能性を探ってみた｡

東芝では,事業部によって事業が継続的に行われる場合と,継続性がない場合がある

という｡この継続性がない例としては重電部門がある｡つまり,重電部門では発電所な

どを作るわけだが,その作業を行っているときはたくさんのヒトが現地にきているが,

完成すると帰ってしまうのである｡そうなると,せっかくそこで得たノウハウなどが分

散して,蓄積されないのである｡そこで地域統括会社にそのときのノウハウを蓄積し,今

後の地域における事業活動にそのときのノウハウを提供することをおこなっている｡こ

うして,事業活動の重複を回避するとともに,地域に根付いた経営をおこなっていこう

としているのである｡

また,アジア松下では,機能として製造力強化センターと人材開発センターをもって

いる｡これらの機能はある意味で補完的である｡つまり,製造力強化センターの機能は,

現場における共通項の情報を集めることや,生産技術のための訓練,そして品質管理の

巡回チェックなどである｡そして,このような活動を通して集まってきたトラブル情報

や解決ノウハウを,人材開発センターでプログラム化し,域内の現地法人へ教育プログ

ラムとして提供している｡これにより事前のトラブルの防止へとつなげている｡

このように,地域におけるノウハウなどの知識情報を蓄積する場所として,地域統括

会社が有効に活用されている｡

今後は,このような知識情報をうまく提供できるか,あるいは,事業部がこのような

知識情報をもつ地域統括会社をうまく使っていけるか,ということから地域統括会社の

重要性が増す可能性がある｡

(4)アジアにおける地域統括会社の将来はあるのか

今回シンガポールにおいて地域統括会社を訪問して感じたことは,多くの企業が自分

たちの会社の位置づけや活動に悩みを抱えている,ということである｡すなわち,現状

ではあまり力がなく現地法人に対して助言機構にすぎないということや,これからどの

ような方向に発展させていこうかということが感じられなかったのである｡

もちろんアンケートの結果をみても今後機能を強化すると答える企業は多いのだが,

明確な将来像を持っていないという印象を受けるのである｡ どちらかというと,やれる
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ことをやっていくしか仕方がないという感じで,その時々で仕事を見つけている感じで

ある｡

この背景には,実質的なサービスをしないと現地法人にとって地域統括会社は重荷に

なるという現実がある｡すなわち,現地法人にとっては,日本にある本社や事業部の間

に挟まる組織であり,なにもメリットのない組織にその組織の存続に必要な費用の拠出

を強いられることになるからである｡したがって,実質的な権限も,お金もない組織が

生き残るには,魅力的で実質的なサービスをより提供できるかどうかにかかっているの

である｡

しかし,ある統括会社で聞いた話で ｢時代によって縦が強くなったり,横が強くなっ

たり｣するということが印象的であった｡つまり,事業部を強化しないといけないとき

もあるが,それが行き過ぎると横串を刺す組織が必要だということも言われるというこ

とである｡その横串を指す必要性がいわれているのがいまであり,その意味では地域統

括会社の必要性も認められる可能性がある｡ただし,それにはアジアにおける地域統括

会社がなにをする組織なのか,早く企業内で明確にする必要があるだろうと考えている｡

まとめ

本稿では,アンケート調査とインタビュー調査の結果をもとに地域統括会社の現状に

ついて,とくにアジア地域統括会社の現状について述べてきた｡

まず最初に地域統括会社の定義やなにをおこなう組織なのかということを述べてきた｡

さらに,シンガポールにおける地域統括会社へのインタビュー調査をもとに,アジアの

地域統括会社の現状や可能性などを詳細に論じてきた｡

このような報告を通じて,われわれは次のようにまとめをおこないたい｡すなわち,ア

ジアにおける地域統括会社はまだ歴史も浅く,世界三極体制という構想やシンガポール

におけるOHQのステータス獲得のために作られてきた企業も多い｡また,最近のアジ

アにおける地域経済構想などの影響もあった｡そのような状況で設立されてきた地域統

括会社であるが,まだ実質的な業務を確立できないでいる｡ここではなにをやるのか,と

いう基本的な組織の目的が明確にされていないのが現状といえよう｡そんな中でまずは

できることからやっていくという状況で活動がおこなわれている｡

しかしながら,アセアンという定義が広がるとともに,企業のアジアにおける事業括
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動もひろがっていくであろう｡ そうしたなかで,地域における知識センターとしての機

能をもっと強化することにより,その役割は明確に,そして重要性を増してくると考え

ている｡アジアにおける地域統括会社が,地域情報をより蓄え,それをうまく提供する

仕組みをもっことにより,各事業部のアジアでの事業展開をかなりサポートできるよう

になるのではないだろうか｡アジアにおける地域統括会社は日本に近いこともあり,実

質的な権限をもっことはあまりないかもしれない｡しかしながら,アジアにおける地域

情報の獲得により,すべてを統括する統括会社というよりも,日本の本社にいてはでき

ない活動をおこなうことが,その存在意義を増すことになると考えている｡
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まとめたものである｡

45



【研究成果4】

シンガポールにおける日本企業の地域統括会社
-インタビュー調査の結果をもとに-

はじめに

アジアに地域統括会社をもつ企業が増えている｡昨年,地域統括会社の設立を

発表した主な企業には,大正製薬 (設立国 マレーシア),富士通 (同 シンガ

ポール),オムロン (同 香港)などがある (日本経済新聞1997年1月15日付,

同1月21日付,日経産業新聞1997年4月1日付)｡また,われわれの調査でも

電気･電子メーカーを中心にアジアにおいて地域統括会社を設立していることが

確認されている (森 1997a)0

このように日本企業がアジアに地域統括会社を設立する背景には,いくつかの

要因があると思われる｡その代表的なものが,現地国政府による優遇税制である｡

たとえば,シンガポール政府やオーストラリア政府などは優遇税制などによって,

多国籍企業の地域統括会社を誘致しようとしている (日本経済新聞1997年2月

3日付,朝日新聞1997年6月12日付)｡その結果,シンガポールでは,地域統

括会社として優遇税制を受けることができるOHQのステータスを獲得した企業

が,1996年100社を越えた｡

ところで,筆者はアジアにおける地域統括会社について論じられる場合,上述

したような優遇税制に焦点が当てられ,その実態についてはあまり議論されてこ

なかったと考えている｡つまり,アジアにおける地域統括会社は何を目的とした

組織であり,現在どのような状況にあるのかなど,その実態はあまり知られるこ

とはなかったのである｡

そこで,われわれは昨年2月,シンガポールへ赴き,地域統括会社においてイ

ンタビュー調査することを計画した｡本稿では,そのシンガポールにおける地域

統括会社のインタビュー調査の内容と,そこから導き出されたインプリケーショ

ンについて報告する｡したがって,本稿の目的は,アジアにおける地域統括会社

を検討することにより,それらの特徴を明らかにすることにある｡

なお,本稿では地域統括会社という用語を用いている｡関連する用語としては,
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地域統括本社,地域統括本部,地域総括会社,支援会社などさまざまなものが存

在する｡ しかし,本稿では,地域における統括という部分に注目をして分析をお

こなうことを目的としているために,あえてそれらの違いを問わなかった｡した

がって,本稿における地域統括会社といった場合,上述した名称の組織を含む,

地域における統括をおこなう現地法人という意味で地域統括会社という用語を用

いることにする｡

1.インタビュー調査の概要
われわれは,1997年2月,シンガポールにおいて日系企業の地域統括会社に

関するインタビュー調査をおこなった｡今回,シンガポールを調査地域に選んだ

理由は次の通りである｡

まず第一に,前述のようにシンガポール政府が地域統括会社の誘致に熱心だと

いうことである｡シンガポールは人口約300万人の国である｡ このような国が発

展するには労働集約的な産業では自ずと発展の限界が見えてくる｡ したがって,

シンガポール政府としては,労働集約的な産業からの転換を目指す必要があり,

そのための一つの方法として地域統括会社の誘致をおこなっているのである(中

垣 1993)0

第二に,多くの日本企業が地域統括会社をシンガポールに置くようになったこ

とによる｡

そして第三に,日本企業はシンガポールを中心としてどのようなアジア戦略を

考えているのかを見てみたいということもあった｡

これらの理由から,シンガポールにおける調査を計画したのである｡

この調査の目的は,同時期におこなったアンケート調査の内容を補足し,より

詳細な地域統括会社に関する情報を集めることにあった｡調査の対象は,日本を

代表する多国籍企業のうち,電気 ･電子メーカ5社である｡ これは,こq)分野に

おいて地域統括会社を設立している企業が多かったことによる｡具体的な訪問企

業は,以下の通りである｡

･ソニー･インターナショナル･シンガポール:SonyInternational(Singapore)
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Ltd.

･アジア松下電器 :AsiaMatsushitaElectric(S)PteLtd

･NECビジネス･コーディネーション･センター:NECBusinessCoodination

Centre(Singapore)Pte.Ltd.

･パイオニア･エレクトロニクス ･アジアセンター :PioneerElectronics

AsiacentrePte.Ltd.

･東芝アジア･パシフィック :ToshibaAsiaPacific

なお,調査の時期は1997年2月であり,調査の方法はインタビューによる｡

以下では,これらの企業におけるインタビュー調査の内容をケースとして述べ,

その後,このインタビュー調査から明らかになったシンガポールにおける地域統

括会社の特徴について論じることにする｡

2.シンガポールにおける日系地域統括会社のケース

ここでは,インタビュー調査の対象となったをシンガポールの日系地域統括会

社の概要をまとめることにする.なお,図表 1は,今回インタビュー調査をおこ

なった企業の概要について統括を開始した順にまとめたものである｡以下では,

この表をもとに論じていく｡

(1)ソニー ･インターナショナル ･シンガポール

Sonylnternational(Singapore)Ltd.

ソニーのアジアにおける事業展開は,短期間にかなりの規模でおこなわれた

(花田ほか 1991a). そしてソニー･インターナショナル･シンガポール (以下,

SONIS)はそのアジアにおける急速な事業展開の要として設立されたのである0

SONISの設立は1982年であり,当初はパーツセンターとして設立された.以

徳,さまざまな機能が加えられ,1987年より統括機能をもつに至っている｡

SONISの従業員数は700人 (内日本人100人),傘下現地法人数は40社である

(1997年2月現在).統括範囲は,ASEAN諸国,オーストラリア,韓国,中国,

インドなどとなっている (1997年2月現在)0
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図表1 インタビュー企業のシンガポールにおける地域統括会社概要

地域統括会社名 統括開始年(設立年) OHQステづス 統括範囲 従業員数(内日本人) 傘下現地法人数 主な

機能 費用SonyⅠnternational 1987年 1987年取得 ASEAN,オセアニア, 700人 40社 ①製造 .調達活動の調

整, 製品と部品の売り上げ(Singapore) (1982年) 韓国,中国,インド,中東など (100人) 計画

,監督 ②販売活動の調整 ③現法支援活動AsiaMatsushitaElectric(S) 1989年 1989年取得 ASEAN,台湾, 631人 57社

①支援機能 (人材開発,製造能 営業活動,受益者負担,(1974年) オーストラリア,インド (41人) 力強化など)②営業機能 (販売,ⅠpO)③管理機能(AMSの

人事,総務など) 本社負担,資金運用益,併設事業所負担などNECBusinessCoordination 1991年 1991年取得 ASE

AN 84人 12社 ①マーケテイング (公共電話通 サービス報酬50%,Centre(Singapore) (1990年) (24人) 信システム&テクニカルサポート),②ⅠPO,スタッフサージス(域内人事のコンサルタ

ント,物流) 残りは本社からの仕送り○また,物流も50%ぐらいしかまかなえない○PioneerElectronics 1992年

予定なし ASEAN,台湾, 236人 6社 ①サービス (マネジメントサー 販売の差額 (8割),AsiacentrePte.ud. (1992年) イン

ド (60人) ビス,物流,ファイナンス,EDP,デザインセンター)②生産,③販売 マーケテイング (2割)ToshibaAsiaP

acificPteLtd 1995年 予定なし ASEAN 47人 8+社 ①リージョナルセンター, 本社負担,スタッフ(1995年) (取得現法あり) (11人) (注) ②ⅠpO,③

物流戦略(ASEAN全域のロジスティック戦略担当),④マーケテイング (重電,産業機械,情報制御) サービスの対価,併設事業所負担(ⅠPO)(注)東芝のアセアン内の現地法人数は45社あるが,8+というのは



国表2 SONISの組織図

出所 :SONIS会社資料よりまた,OHQのステータスに関しては,1987

年,日本企業では最初の取得企業となっている｡このステータスの取

得の目的は,節税が第一である｡SONISのおもな機能は,リージョナルプラン

ニングとコーディネーションセンターである｡SONISでは,これらの機能を次の

3つのグループにおいて遂行されている｡このグループとは,①アジア･エンジ

ニアリング･アンド･マニュファクチュアリング･グループ (域内の生産と調達

活動の調整 ･計画 ･監督,ワールド･リペアパーツ･センターなど),②マーケ

テイング ･グループ (ソニー製品の販売とマーケテイング｡対象範囲は中東,オ

セアニア,アフリカ,アジアの大部分),③コーポレー ト･サポー ト･グループ

(域内のグループ企業の事業活動のスムースな展開を促進する支援機能｡人事,ロ

ジスティクス,財務活動,広報,法務など)である｡このように,SONISのおも

な業務は域内生産活動の調整や調達活動,ソニー製品の販売,そしてスタッフサー

ビスの提供であることがわかる｡なお,参考のためにSONISの

組織図を図表2に示しておいた｡SONISの運営のための費用であるが,ここでは,製品



て賄われている｡

さて,このような機能をもつSONISだが,実際にはそれぞれの時代によって

中心となる業務は異なってきた｡つまり,それぞれの時代によって異なる要求に

対応してきたのである｡そしてそのような要求に対応することによりノウハウが

蓄積され,それを他の現地法人へ提供することができるようになったという｡た

とえば,かつてはIPOの活動を中心におこなっていたが,今は情報システムの活

動をおこなっているといった具合である｡この活動内容によって,人が集まった

り,戻ったりしている｡

また,域内の事業に対する経営責任にかんしては,SONISの場合,ケース･バ

イ･ケースだという｡つまり,ソニーのグローバルな事業展開は,全社的なレベ

ルによる戦略策定がなされており (コーポレートレベルの指導),地域ではオペ

レーショナルな部分を担当するという形になっている(花田ほか 1991a)｡した

がって,事業部主体で事業をおこなう場合もあれば,soNIS主体の場合もあり,

それぞれのケースに応じて経営責任を負うことになっているのである｡SONISの

立場からいえば,soNISをうまく使っている事業部もあれば,うまく使っていな

い事業もあるという｡つまり,事業部としていかにSONISのもつ経営資源を活

用するかということになるだろう｡

以上のようにSONISはアジアにおけるセンターとして活動をおこなっている｡

しかしながら,それはオペレーショナルな面においていえることである｡した

がって,ソニーでは,全社的な戦略のもと地域統括会社の役割が明確に定義され,

その時代に必要とされるものを地域内の現地法人へ提供する統括会社だといえる

だろう｡｢いろんな意味で地域内の現地法人にインフラを提供する会社｣(花田ほ

か 1991a)といえるだろう｡

(2)アジア松下電器

AsiaMatsushitaElectric(S)Pte.Ltd.

松下における地域マネジメントは,地域本部が中心となっておこなわれている｡

この地域本部とは,1988年に松下電器産業と松下電器貿易が合併したときに,つ

くられたものである｡基本的には,事業本部が製造に関して世界的な経営責任を

持ち,地域本部は現地政府や業界との良好な関係づくりなどの調整機能や,営業
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図表3 アジア松下電器㈱の組織体制と役割

7ゾ7松下電器(秩) 組織体制と役割
(人員:1996年4月1日現在)

l 組 織 体 制 l人員 l 役 割

絵人員'63l名 二人細 由批軒 ′二二'∴二二..｣ 11(2)ト - 1 海外会社山 一.肋 フに対する菩度技能訓練.松下企業文化の伝道,紺

辞任(内日本人:41名) 軸 魂 鹿i如 ..≡享圭ll2(5)Li 7セアン地域製造会社r=対する兼材.生如 fF.島貫管理.三位-休となった製

造力掛 ヒ支珪17シーT松下電羊2(1)く用瞬〉蘭 画:営業機能iqIコ軸:.'鍬 ~=∴ 】 38(2)Li 糾 ワ1及びソフトウIT共有化の為の地

域情

報通信シ行場 量の整鶴･繊 細 蕪....■.十 二㌦ 1 7(2)Li 海外事兼拡大に伴う貸金二-A'へ

の対応及び為替の集中管理金敷 二尊重畿紛 …三:.∴】 4くl)H AN

S経書企画と域内事業推進支珪前転t:il& I..;■:議 論 ll 93:3)H 卯 外の物充集約化I=

よる物釦 ストの合理化 .長期安定化(̂lナLJ二'ウシ.̂'ホ●-ん杜 E218:5号-1 シル ト 帽 内営業

活動 .後背地市場及び再輸出市場の開発7./7̂-fJ=仰げ川卜社ll45,J4:ト 1 ィ.

JH rJJ-営業本部の7./7桝 販売部門1 5]時有利ン1- i lo(3:Ll Ttr'地域でのCil静有事(本欄 連の営業

革- 62(2汗I ANS全社決算美津及び内部管理業務

29(1)H アシ■7松下の人事 .紀務管理ら.廃 車≠轟音≡士率

II言L::L;…l 1(1)Ll7セアン地域での広枇 進∴1軸 錘嶺痩溢李ヰ≡==圭.r1日;.ト1 7セアン

及び周辺地域における知材橿確立 .保護推進出

所 :AMS資料より本部的な機能をはたしている (花田ほか 1991b)0アジ

ア松下電器 (以下,AMS)は,この地域本部のうちアジア大洋州本部のもと

にある｡このアジア大洋州本部は日本に置かれ その下位組織であるAMSは支

援会社と位置づけられる｡この体制のもとでは,アジア地域の経営にかんしての決定機

能は日本にあるアジア大洋州本部がもつことになる｡一方,AMS(支援会社)では,現地にあった方がいいと思われる機能を担当することになる｡した

がって,厳密な意味での地域統括会社はアジア大洋州本部ということになる｡AMSは

1989年,旧シンガポール松下電器貿易 (METOS)を改組設立された｡AMSの従

業員数は631人 (うち日本人41人)であり,傘下現地法人数は,AMSを含め

て57社である (1997年2月現在)｡また,総括範囲は,アジア大洋州本部のレベルでみると,アセアン諸国,台湾,オーストラリア,イン

ドを統括している｡OHQのステータスは1989年に取得している｡図表3は,



機能には,まず支援機能がある｡この支援機能には,人材開発,製造力協九 為

替財務ディビジョン,物流業務,情報通信システム,企画･事業推進,広報,知

財が含まれる｡また,営業機能には,国内･地域営業や,匡l際商事 (IPO)など

が含まれる｡ そして管理機能とは,AMSの人事,総務,経理をおこなうもので

ある｡

AMSの費用は,営業活動,受益者の費用負担,本社負担,資金運用益,そし

て併設事業所の負担などで賄われている｡

松下は事業部制をとっており,海外事業においても最終的な経営責任は事業部

にある｡地域本部は地域戦略などの方針決済をおこない,事業部は実質決済をお

こなっている｡藤井氏 (松下電器 アジア大洋州本部事業推進部)の言葉を借り

れば,地域本部の役割は,｢地域の中の専門的知識｣を担当するというものであ

り,事業部は ｢製品の専門知識｣を担当することになっている｡最近のアジア地

域における経営課題は,アジアに多数存在する複品会社の解体である｡

以上みてきたように,AMSは支援会社という位置づけであり,完全な地域統

括会社とはいえない｡しかしながら,AMSはシンガポール政府からOHQのス

テータスを獲得しており,それなりに大きな組織でもある｡このAMSのケース

では,事業部を中心､とした組織にどのような形で地域統括会社が関わっているの

かが明確になったケースといえよう｡すなわち,事業部中心､の海外事業展開をサ

ポートする形で地域統括会社が存在しているのである｡

(3)NECビジネス ･コーディネーション･センター

NECBusinessCoodinationCentre(S)Pte.Ltd.

NECの海外市場展開は,メッシュ･グローバリゼーションにもとづいている

(三菱総研編 1992)｡これは,最適地生産と相互供給を目指したものであり,本

社も含め海外事業所が有機的につながり,相互補完的な分業の高度化を進めるこ

と,また部品資材調達の相互依存関係を地球規模で構築していこうというもので

ある.その基本は,地域に密着した総合販売体制を主要な国で確立するというこ

とと,地球規模で生産と供給の最適化を図っていくことにある｡

NECビジネス ･コーディネーションセンター ･シンガポール (以下NEC
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図表4 NEC BCCSの組織図 (1997年)

Human Rlblic IDgistics IPO CorporateTectmicalAccounts LまS

erResource Relati

ons Sales Supportl &Maintenan｡

Colombouaiso

nOffice出所 :NECBCCS資料より筆者が作成BCCS)は,

通信関係の駐在員事務所をもとに,地域における経営効率の改善を目的に,1

990年に設立された｡NEC BCCSの従業員数は84人 (内日本人24人

),傘下現地法人数は12社である (1997年2月現在)｡また,統括範囲は,AS

EANである｡NEC BCCSはOHQのステータスを1991年に取得してい

る｡このステータスの獲得は,シンガポール政府からの熱心な誘いがあって取得したも

のである｡そのための条件を整えるために機能を充実させた｡しかしながら,こ

の会社はコストセンターであり,このステータスの実質的なメリットはないとも考え

ている｡それでも持ち続け

るのは,シンガポール政府へのアクセスを重視しているためである｡NEC

BCCSの機能は3つある｡①公共通信システムのマーケテイングとテクニカル

サポート,②IPO,③スタッフサービスである｡スタッフサービスには,域内人



間の調整は難しいこと,そして,人事や資金面でも権限を与えられていないこと

があげられる｡したがって,実質的には統括機能を十分に果たすだけ力を持って

いない組織といえる｡

NEC BCCS社の費用は,現地法人に対するサービスの対価 (50%)と,本社

からの仕送り(50%)で賄っている｡基本的にコストセンターである｡傘下の現

地法人は,本社ではただで受けることができるサービスに対し対価払うことにな

るので,抵抗がある｡

ところで最初に述べたように,NECのグローバリゼーションの基本はメッシュ

グローバリゼーションであるが,地域統括はこの中でどのように位置づけられて

いるのだろうか｡これについては,基本的に関連はないようである｡地域統括会

社だからというより,メッシュの中の一つの機能として位置づけられている｡

このNECBCCSの場合,地域統括会社の立場の弱さが明確になったケースと

考えることができる｡磯貝社長のいうように,やれることをやっていくしかない

という現実と,その費用を現地法人からもらっているプレッシャーにより厳しい

立場に置かれている｡したがって,このNECBCCSのケースはOHQのステー

タスをもちながらも,統括ができないケースだと考えることができる｡

(4)パイオニア･エレクトロニクス .アジアセンタI

Pl0NEERElectronicsAsiacentrePte.Ltd

パイオニア･エレクトロニクス･アジアセンター (以下 PAC)は,1992年,

シンガポールにあった販売子会社(SPE)と生産子会社(SFnが母体となって設立さ

れた地域統括会社である｡

このPACの従業員数は236名 (内E]本人は60名)で,傘下現地法人数は6社

である (1997年2月現在)｡統括範囲はASEANと台湾となっているが,一部イ

ンドも範囲としている (販売を除く)0

PACでは,前述の3社と異なり,OHQのステータスを取得する予定はない｡

当初は取得をする意思はもっていたようだが,パイオニアの規模では有利なイン

センティブを引き出すことができないとの理由から,取得の予定はない｡また,

シンガポールにおける法人税が下がっていること(31%-26%)や日本の税制の
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変更によりOHQのステータスにあまり魅力がなくなってきていることも取得を

しない理由である｡

PACの機能は大きく分けると3つある｡①サービス,②生産,③販売であるo

このように,PACは機能面で多様なものをもっているが,これは当初,OHQの

ステータスを取得しようとしていたことが背景にある｡その関連で,PACは研究

開発の機能ももち,いわゆる地域統括本社といわれるイメージに近いものとなっ

ている｡

これらの機能をもう少し詳しく見ていくと,サービスでは,マネジメントサー

ビス,物流,ファイナンス,EDPなどで構成され 本社がもつ機能をひとまず

もっている｡また,生産では,近隣諸国の生産拠点を管理している｡そのほか,

間接部門として生産技術,購買,品質保証なども含んでいる｡

PACの費用は,販売の差額で8割,マーケテイングで2割を賄っている｡この

販売の差額とは,現地法人が生産したものは,地域統括会社が買い取り,それを

日本本社に販売してその差額を費用とするものである｡

パイオニアの場合,ASEANの事業責任はPACがもつことになっている｡これ

は,パイオニアの場合,製品多角化度があまり高くなく,また,事業部の力がそ

れほど強くないためである｡そして,PACでは年2回,予算会議をおこなって

おり,中期的な方向も決めている｡

このように,パイオニアでは,地域統括会社を中心とした経営がおこなわれて

おり,いわゆる地域統括本社型とよべるいるケースといえよう｡

(5)東芝アジア ･パシフィック

ToshibaAsiaPacificPteLtd

東芝は,3つのGを経営課題としている｡それは成長分野の積極的拡大(Groth

戦略),国際化の一層の進展 (Global戦略),グループ経営力の強化 (Group戦

略)である｡ このうち,Global戦略では,海外市場に地域別事業戦略の展開をは

かるため,米国,欧州及びアジアに,地域を統括する現地法人ないし統括事務所

を設立している｡また,アジア地域を地域戦略の最重要拠点として位置づけ,坐
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産拠点の拡充も進めている｡その戦略の一環として,経営の現地化を進めるため

に,1995年に調達物流センターとして東芝アジア･パシフィック,国際財務拠

点として1996年1月に東芝キャピタル ･アジアを設立した｡また,東芝シンガ

ポール社に家電を中心としたデザインやコンサルタント業務をおこなうセンター

機能を付加してきた｡さらに,マーケテイング機能の現地化を推進するため,辛

業分野別に核となる地域統括販売会社をもうけ,販売体制の強化拡充を図ってい

る｡具体的には,PSB商品については東芝シンガポール,重電システム関連は東

芝アジア･パシフィック,医用機器は東芝メディカルシステムズ,電子部品は東

芝エレクトロニクス ･アジアである｡

以上が,東芝のグローバルな事業展開の概要であるが,今回はその要の一つで

ある東芝アジア･パシフィックについて調査をおこなった｡

東芝アジア･パシフィックは1995年に設立された｡これは,本社機能の部分

を海外にも持つ必要がでてきたために設立したものである｡

東芝アジア･パシフィックの従業員数は47人 (うち日本人12人)であり,傘

下現地法人数は,定期会合をおこなっている現地法人で8社である(1997年2月

現在)｡また統括範囲は,おもにASEAN諸国である (1997年2月現在)0

OHQのステータスに関しては,同地域にある東芝エレクトロニクス･アジア

が取得している｡ しかしながら,東芝アジア･パシフィックでは取得の予定はな

い｡これはOHQのステータスの取得は現地で上げた利益を再投資する場合には

意味があるが,東芝アジア･パシフィックではその意味が兄いだせないというこ

とと,ステータスを取得した場合の義務を考えた場合にあまりメリットが感じら

れないことが理由となっている｡

東芝アジア･パシフィックにおける機能は4つある｡それは,①リージョナル

センター,②IPO,③物流戦略,④マーケテイングである｡まずリージョナルセ

ンターだが,これは緩やかな助言機構である｡また,IPOにかんしては事業部で

カバーできないところや頼まれたものをおこなっている｡物流戦略とは,戦略部

分を担当するものである｡そしてマーケテイングなども重電など事業部でカバー

できない部分を担当している (ノウハウの蓄積など)｡概して,本社機構として

のまとめ,統括,総括であり,横串を指す組織である｡

また,最終的な経営責任については,東芝の場合,事業本部が持つことになっ
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ている｡つまり,事業本部ごとの海外展開であり,この事業本部が国内外の製販,

研究開発などの事業責任を持っているのである｡したがって,地域統括会社は緩

やかな助言機構として位置づけられている｡東芝アジアパシフィックは,統括機

能的には人事権もお金もない組織である｡意思決定権限については,製品事業部

に任せていいのかという部分についてもっているだけである｡

東芝の地域統括の特徴としては,1カ所で地域統括するというよりも,必要な

ところで統括をおこなうというものである｡今回調査した東芝アジア ･パシ

フィックもそうした複数ある統括会社の1社といえる｡このように,このケース

では統括会社が必要なところで必要な機能を統括しているケースと考えることが

できる｡

3.シンガポールにおける地域統括会社の特徴

-インタビュー調査から明らかになったこと-

これまでシンガポールにおける地域統括会社5社のケースを見てきた｡ここで

は,これらのケースをもとに,シンガポールにおける地域統括会社の特徴につい

て詳しく論じることにする｡ここでわれわれが論じたい特徴は次の3点である｡

まず第一は,OHQのステータスに対する魅力の低下である｡第二は,地域枕

括会社の現状である｡これは一言でいえば ｢サービスすれど統括せず｣というこ

とである｡そして最後に,地域統括会社の存在意義について論じていきたい｡

(1)シンガポール政府のOHq制度と日本企業の地域統括会社

シンガポールには地域統括会社に対して優遇税制をおこなうOHQ(オペレー

ショナル･ヘッドクオーター :地域統括本部)制度が用意されている｡前述した

ように,この制度の利用は100件を越えているという｡このOHQのステータ

スを獲得した企業は,①OHQ業務による利益に対する法人税を10%に減額,②

海外の子会社及び関連会社からの配当所得の免税,といった税制上の恩恵が受け

られるのである｡

われわれは,現地調査をおこなう前に,文献などの資料から,かなりの日本企

業は,この制度を利用しているという感触を得ていた｡ところが,実際に現地で

話を聞いてみると,この制度はあまり人気がないことがわかった｡
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図表1にあるように,われわれの調査対象企業のうち,OHQのステータスを

取得していたのはSONIS(取得年 1987年),AMS(同1989年),NECBCCS

(同1991年)の3社であった｡PACと東芝アジア ･パシフィックは取得の予定

はなかった｡

そこでわれわれは,なぜこのステータスを取得したのか,なぜ取得しないのか

を尋ねてみた｡その結果次のようなことがわかってきた｡

まずoHQのステータスを取得した動機として共通している点は,シンガポー

ル政府からの熱心な誘いがあったということである｡NECにおいては,シンガ

ポール政府からの積極的な誘いに応じるために,OHQ制度の要件を満たせるだ

けの機能をわざわざそろえたという｡

また,このOHQのステータスの取得はある意味でネゴシエーションの世界で

あるということも聞いた｡つまり,シンガポール政府としては,このステータス

に重みを持たせるために有名な多国籍企業に取得を促したのである｡また,有名

な企業であれば,取得の要件を修正してでも取得を促しているようである｡した

がって,昨今のシンガポールから流れてくるOHQのステータスを獲得する企莱

が増えたという情報は注意して聞く必要がある｡

一方,最近ではOHQのステータスはメリットよりもデメリットがあると考え

ている企業もある｡つまり,OHQのステータスをもつことによる義務が重く,

もっていない方が楽という考えもある｡また,地域密着型なオペレーションにつ

いては,OHQのメリットは比較的少ないと考える企業もあった｡では,OHQの

ステータスには,どのような義務があるのだろうか｡その例としては,R&Dを

含めた相当な人的投資が必要であるとか,貸付資金の調達はシンガポール国内で

おこなうこと,などがある (中垣 1993)0

そのほか,シンガポール政府が法人税を下げていく傾向にあり,あまり下がり

すぎると日本の税制との関係で優遇税制でなくなるともいわれている｡つまり,

シンガポールの現在の法人税は26%程度であるが,これが25%を切ると,日本

において課税義務が生じることになり,優遇税制のメリットがなくなるのである｡

このように,一般的にいわれているほど,OHQのステータスは人気がなく,逆

にデメリットが大きくなりつつあると考える企業が増えてきている｡

ただし,このステータスに関して日本企業は,地域統括をおこなうことと,
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OHQのステータスを取得することとを別次元に考えている｡すなわち,OHQの

ステータスは節税を目的としたものや,政府との関係を重視する目的で取得する

のであり,地域統括にかんしてはOHQのステータスの有無に関わらず必要があ

ればおこなうということである｡

(2)サービスすれど統括せず

シンガポールにおける地域統括会社は,地理的に日本と近いことから,北米や

欧州にある地域統括会社とはその性格を異にしている｡それはアジアにおける日

本企業の事業展開の規模や歴史,そしてアジアの国々の諸事情を考えた場合,冒

本から統括することが可能だったからである｡したがって,アジアの地域統括会

社は,日本のアジア部門の出先機関になっているケースが多く見受けられる｡

それは地域統括会社の社長が本社でどのような職位にあるかでもわかる｡北米

や欧州の地域統括会社の社長は日本では役員クラス以上であることが多い｡とこ

ろが,アジアにおける地域統括会社の社長は部長クラスが多いのである｡

また,地域統括会社がどのような活動をおこなっているのかをみても,アジア

の地域統括会社の特徴がわかる｡今回のインタビュー調査をおこなって印象的な

言葉としては,｢サービスすれど統括せず｣というものであった｡これはある調

査対象企業で聞いた言葉だが,アジアの地域統括会社を象徴する言葉といえる｡

たとえば,東芝ではスタッフサービスなどを提供するリージョナルセンターと

しての機能のほかIPO,物流戦略,マーケテイング機能の一部を担当している｡

しかしながら,統括機能的には人事権もお金もなく,身軽な組織となっている｡

さらに,事業における最終責任は事業本部が持つ(指揮命令系統は縦)ことから,

東芝のシンガポールにおける地域統括会社は緩やかな助言機構となっている｡

また,NECでは,マーケテイング,IPO,そしてスタッフサービスをおこなっ

ている｡ここでは統括機能としてはIPOが柱であるが,NECの場合,アジアの

IPOの本部は香港である｡またスタッフサービスとしては域内人事のコンサルタ

ントなどをおこなっているが,実際に採用や労務管理を担当するのではなく,揺

用のアドバイスや,若手日本人向けの教育などをおこなうものである｡NECの地

域統括会社においても本社の役員がトップになっているわけでないので,事業部
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間の調整は無理であり,地域戦略をたてられないということであった｡つまり,

現地法人には口は出せず,コーディネーションだけをおこなっているということ

である｡ここでも ｢お金も人事権もないのに統括できるか｣,という感じである｡

そして,AMS(アジア松下)の場合も同様に,地域統括をおこなうものではな

かった｡ここはシンガポール政府からOHQのステータスを獲得しているが,調

査の申し込みをした際に,地域統括会社ではなく支援会社であると念を押された｡

したがって,ここでの中心的な機能は域内現地法人の支援機能である｡たとえば,

人材教育や,生産技術に関するトラブル情報,解決ノウハウなどの情報を集め,

それを教育プログラム化していくといった活動をおこなっている｡地域戦略とし

ては,地域の青写真を描き方向付けをおこなっているが,日本本社にアジア地域

本部があり実質的にはそこが担当している｡そういう意味で支援会社となってい

る｡

このように,アジアの地域統括会社は日本に地理的に近いこともあり,実質的

な統括機能をもたされていないのが現状である｡多くの企業に共通することは,

できることをやっていくということである｡

(3株口識センターとしての地域統括会社の可能性

これまでみてきたように,今回調査した企業のほとんどでは地域におけるいわ

ゆる統括という機能を遂行できるだけの力を持ってはいなかった｡そうなると地

域統括会社としての存在意義はどこにあるのだろうか,そのような会社の存続の

必要性はあるのだろうか,考えてしまう｡

われわれはこの疑問を解決するために｢知識センター｣として地域統括会社を

活用していくことの可能性を探ってみた｡

東芝では,事業部によって事業が継続的に行われる場合と,継続性がない場合

があるという｡この継続性がない例としては重電部門がある｡つまり,重電部門

では発電所などを作るわけだが,その作業を行っているときはたくさんのヒトが

現地にきているが,完成すると帰ってしまうのである｡そうなると,せっかくそ

こで得たノウハウなどが分散して,蓄積されないのである｡そこで地域統括会社

にそのときのノウハウを蓄積し,今後の地域における事業活動にそのときのノウ
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ハウを提供することをおこなっている｡こうして,事業活動の重複を回避すると

ともに,地域に根付いた経営をおこなっていこうとしているのである｡

また,アジア松下では,機能として製造力強化センターと人材開発センターを

もっている｡これらの機能はある意味で補完的である｡つまり,製造力強化セン

ターの機能は,現場における共通項の情報を集めることや,生産技術のための訓

練,そして品質管理の巡回チェックなどである｡そして,このような活動を通し

て集まってきたトラブル情報や解決ノウハウを,人材開発センターでプログラム

化し,域内の現地法人へ教育プログラムとして提供している｡これにより事前の∫

トラブルの防止へとつなげている｡

このように,地域におけるノウハウなどの知識情報を蓄積する場所として,地

域統括会社が有効に活用されている｡

今後は,このような知識情報をうまく提供できるか,あるいは,事業部がこの

ような知識情報をもつ地域統括会社をうまく使っていけるか,ということから地

域統括会社の重要性が増す可能性がある｡

まとめ

本稿ではこれまで,シンガポールにおける地域統括会社の調査結果をもとに,

その特徴について論じてきた｡そこでは,シンガポール政府によるOHQのス

テータスの魅力の低下,統括をおこなうというよりサービス提供を主としている

地域統括会社の現状,そして知識センターとしての可能性をもつ地域統括会社,

ということについて論じてきた｡

今回シンガポールにおいて地域統括会社を訪問して感じたことは,多くの企業

が自分たちの会社の位置づけや活動に悩みを抱えている,ということである｡す

なわも,現状ではあまり力がなく事業部に対して助言機構にすぎないということ

から,これからどのような方向に発展させていこうかということが感じられな

かったのである｡

もちろん今後はどのような機能を強化していきたいのかということは考えてい

るが,明確な将来像を持っていない印象を受けるのである｡どちらかというと,
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やれることをやっていくしかし方がないという感じで,その時々で仕事を見つけ

ている感じである｡

そこには実質的なサービスをしないと現地法人にとって重荷になることが理由

としてあるだろう｡すなわち,現地法人にとっては,日本にある本社や事業部の

間に挟まる組織であり,なにもメリットのない組織にその組織の存続に必要な費

用の拠出を強いられることになるからである｡ したがって,実質的な権限も,お

金もない組織が生き残るには,魅力的で実質的なサービスをより提供できるかど

うかにかかっているのである｡

しかし,ある統括会社で聞いた話で ｢時代によって縦が強くなったり,横が強

くなったり｣するということが印象的であった｡つまり,事業部を強化しないと

いけないときもあるが,それが行き過ぎると横串をさす組織が必要だということ

である｡その横串を指す必要性がいわれているのがいまであり,その意味では地

域統括会社の必要性も認められる可能性がある｡ただし,それにはアジアにおけ

る地域統括会社がなにをする組織なのか,早く企業内で明確にする必要があるだ

ろう｡

本稿ではシンガポールにおける日系地域統括会社にたいするインタビュー調査

の結果をもとにその特徴を論じてきた｡これが日系企業特有の特徴なのかどうか,

また,シンガポール以外の地域にある地域統括会社は同様の特徴を持つのか,本

研究では明らかにすることができなかった｡それを明らかにしていくのが今後の

研究課題となろう｡
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日本の海外進出企業による

地域統括会社に関するアンケート調査

報告書

～海外現地法人の視点から～



調査概要

調査日的 日本の代表的な多国籍企業によって設立されている地域統括会社 (ある

いは地域統括機能をもつ現地法人)を対象に,地域統括の実態を把握し,

その特徴と問題点を探ること

調査内容 地域統括会社の概要,地域統括会社のマネジメント組織,地域統括会社

の費用,地域統括会社の成果,地域統括会社の今後の展開

調査時期 1997年2月～3月

調査方法 郵送によるアンケート調査

調査対象 『海外進出企業総覧'96 国別編』(東洋経済新報社)において事業内容に

統括機能をもっているとされる海外現地法人280社 (一部,持ち株会社,

ファイナンス関連の現地法人を含む)

内訳 北米地域 112社, 欧州地域 114社, アジア地域 54社

回収数 全 体 68社 (回収率24.3%)

内訳 北米地域 22社 (回収率19.6%)

欧州地域 30社 (回収率26.3%)

アジア地域 16社 (回収率29.6%)

●本研究は,平成8年度,9年度において文部省科学研究費補助金 基盤研究(C)(2)｢日

本の海外進出製造企業における地域統括本社の研究一地域統括会本社の視点から-｣
の研究の一部である｡



1.はじめに

M調査の背景

われわれは,1995年に｢海外進出をおこなっている日本企業の地域統括本社に関す

るアンケート調査｣(㈲関西生産性本部『日本の地域統括本社制 海外進出企業におけ

る地域競括本社に関するアンケート調査報告書』1996年)をおこなった｡この調査は,

海外に進出している日本企業の ｢親会社｣を調査対象とし,地域統括本社制の実態を

明らかにしようとしたものである｡ この調査からは,①かなりの規模をもった地域統

括本社が存在している,②地域のアドミニストレーション機能やスタッフ機能の競括

などの面で成果が上がっているが,ライン機能の統括の面では成果が上がっていない,

③成果が上がっていない企業の中には,地域統括本社の位置づけが暖味であり,地域

統括本社の存在意義が問われている,ことなどが明らかになった｡

その後,われわれはいくつかのインタビュー調査をおこない,上述の結果について

研究を深めてきた｡その結果,われわれは次のような認識を持つようになってきた｡す

なわち,日本企業の地域統括本社制は,世界三極体制という形から入ったことにより,

多くの問題を抱えている｡ しかしながら,地域統括マネジメントの必要性はある｡ そ

こで,日本企業は地域統括<本社>という大がかりな組織をつくるよりも,地域統括

<会社>として地域統括をすることに意味のある部分を統括するという形を指向する

ようになってきているのではないか,ということである｡

今回のアンケートを計画するにあたっては,地域統括 ｢本社｣に関するアンケート

ではなく,地域統括 ｢会社｣ということでアンケートを計画した｡これにより,海外

に進出している日本企業の地域統括の実態をより明確にできるのではないかと考えた

からである｡

さらに,前回の調査では,日本にある親会社に対して調査をおこなった｡このこと

は,本社の側での地域統括会社に対する認識がわかる点で意味があった｡しかし,実

際に現場 (この場合,地域統括会社)にいる人々からの回答でないため,企業によっ

ては実態を必ずしも反映していないのではないかという疑念が残った｡また,1つの

アンケート調査票で,北米,欧州,アジアというすべての地域について回答を求めた

ため回答者の混乱を招いた嫌いもある｡そこで,今回のアンケート調査では,直接,海
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外の統括会社に対してアンケートを発送することにした｡

以上の点で,今回のアンケート調査は前回のアンケート調査と違いがある｡ しかし

ながら,基本的に同じ内容の質問を設定したことから,本社と地域統括会社の間の認

識の違いが明らかにできるという期待がある｡ また,前回の調査から2年が経ってお

り,そのあいだの変化を見ることも可能だと思われる｡

(2)調査の目的と対象企業

本調査の目的は,日本の代表的な多国籍企業によって設立されている地域統括会社

(あるいは地域統括機能をもつ現地法人)を対象に,地域統括の実態を把握し,その特

徴と問題点を探ることにある｡

調査対象の企業は次のような方法で選択した｡まず,『海外進出企業総覧'96 国別

編』(東洋経済新報社)において,事業内容に ｢統括｣が含まれている企業を選んだ｡

また,企業によっては持ち株会社やファイナンス関連の現地法人が統括をおこなって

いる可能性があるので,これらの地域統括の可能性のある企業も選択した｡ここから

地域内で複数現地法人が選択されたものは1社に絞り,また所在地が不明なものを除

き,発送企業数は合計で280社となった｡この内訳は,北米地域が112社,欧州地域

が114社,アジア地域が54社である｡

この調査の最終的な回収数は全体で

68社 (回収率24.3%)であった｡地域

別に見ると,北米地域は22社 (回収率

19.6%),欧州地域は30社 (回収率

26.3%),アジア地域は16社 (回収率

29.6%)である｡

(3)回答企業のプロフィール

回答企業の業種別の内訳は表1-1の通

りである｡ これを見ると回答が比較的

多かった業種は電気 ･電子産業であっ

た｡次いで多かったのは自動車 ･部品や
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表1-1 アンケート回答企業の業種内訳

業種 北米 欧州 アジア

建設 .電気設備 0(0) 1(0) 2(
1)食料品 1(1) 2(1)
0(0)化学 ～(～) 4(

3) 1(0)医薬品 3(1)
2(1) 0(0)塗料 .インキ 1(

1) 0(0) 1(0)窯業

2(1) 0(0) 0(0)鉄鋼

0(0) 1(0) 0(0)一般機

械 2(1) 0(0) 0.(0)電気 .電子機器 5(5) 5(5) 6(6)
自動車 .部品 3(3) 4(3) 1(

0)精密機器 0(0) 1(1) 1
(1)その他製造 0(0)

3(2) 1(1 )商業 3(3) 7(5
) 3(3)合計 ZZ(18)30(21)



化学といった業種であった｡ その他,総合商社を含む商業関連の企業の回答も多く

あった｡

また,表 1-2は回答企業 (海外現地法人)の親会社の規模を示している｡ 親会社の

資本金をみると,各地域とも1001億円以上の規模の大きな親会社の企業グループから

の回答があることがわかる｡ しかもそれらの企業の多くが地域統括会社を設立してい

る｡ 一方,資本金が500億円以下の親会社の企業グループからの回答も多くあった｡

こちらもそのほとんどが地域続括会社を設立していた｡

さらに親会社の従業員数から,回答企業の特徴をみてみる｡ 親会社が1万人を越え

る従業員を抱えている企業は,各地域ともかなりあり,その多くが地域統括会社を設

立している｡ 一方,親会社が抱える従業員数が5000人以下の企業からの回答も多く

あった｡これらの企業についても,地域統括会社を設立している企業が多かった｡

以上のことから,親会社の規模と地域統括会社の設置の間にはあまり積極的な関係

表 1-2 回答企業の親会社の規模

資本金からみた回答企業の親会社の規模と回答の特鼓

()内数字は,地域統括会社を設置している企業数
<北米>有効回答数22社

資本金金額 電気.電子 自動車 その他華道 サービス 合

計100億円以下 1(1) 1(1) 2(2) 1(1)

5(5)～500億円 2(2) 0(0) 5(2) 1(1

) 8(5)～1000億円 1(1) 1(1) 4(3)

0(0) 6(5)1001億円以上 1(1) 1(1) 0

(0) 1(1) 3(3)計 5(5) 3(3)

ll(7) 3(3) 22(18)<欧州>有効回答数30社

(社)本金金額

気.電子 自動車 その他製造 サ-ビス 合計100億円以下

0(0) 0(0) 2(2) 3(2) 5(4)～500億円

3(3) 1(0) 8(5) 3(2) 15(10)～1000億円 2(2) 1(1) 1(1) 2(1) 6(5)

001億円以上 0(0) 2(2) 1(0) 0(

0) 3(2)明 0(0) 0(0) 1(0) 0

(0) 1(0)計 5(5) 4(3) 13(8) 8(5)

30(21)<アジア>有効回答数16社

(社)資本金金額 電気.電子 自動車 そ

の他製造 サービス 合計100億円以下 0(0) 0(

0) 1(1) 2(1) 3(2)～500億円 2(2) 0(

0) 1(1) 2(2) 5(5)～lOOOeFE] 0(

0) 0(0) 2(0) 1(1) 3(1)1001億円以上 4(4) 1(0) 0(0) 0(0)

5(4)汁 6(6) 1(0) 4(2) 5(4) 16(12)

69 従業旦数から見た回答企業の親会社の規模

()内数字は,統括会社を設量している企業数<北米>有

効回答数22社従業員数 電気.電子 自動車 その他製造サ-ビス 合

計1000人以下 0(0) 0(0) 1(1) 0(0) 1(1)

～5000人以下 2(2) 1(1) 6(3) 2(2) ll(8

)～10000人以下 2(2) 0(0) 3(3) 1(1) 6

(6)～50000人以下 1(1) 2(2) 1(

0) 0(0) 4(3)50001人以上 0(0) 0(0) 0(

0) 0(0) 0(0)計 5(5) 3(3) ll(

7) 3(3) 22(18)<欧州>有効回答数30社

(社)従美員数 電気.電子 自動車 その

他製造サービス 合計1000人以下 0(0) 0(0) 0(0)

2(0) 2(0)～5000人以下 0(0) 1(0) 6(4) 3

(3) 10(7)～10000人以下 3(3) 0(0) 3(

2) 0(0) 6(5)～50000人以下 2(

2) 3(3) 3(2) 3(2) ll(9)500

01人以上 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0)不明 0

(0) 0(0) 1(0) 0(0) 1(0)計 5(5)

4(3) 13(8) 8(5) 30(21)<アジア>有効回答

数16社 (社)従業員数 電気.電子 自

動車 その他載造サービス 合計1000人以下 0(0) 0(

0) 0(0) 1(1) 1(1)～5000人以下 0(0)

0(0) 2(2) 3(2) 5(4)～10000人以下 2(2) 0(0) 2(0) 0(0) 4(2)



がみられなかったといえるだろう｡

ところで,表1-3は回答者の職位を示している｡ 地域によってタイトルの付け方が

異なっているが,主として海外現地法人の社長,役員,あるいはマネジャーから回答

を得ていることがわかる｡ とくに,プレジデント,あるいはマネジング･ダイレクタ-

といった現地法人を代表する方からの回答が多 くあった｡

表 ト2 アンケート回答者の内訳

回答者の役職 北米 欧州 ア

ジアPresident,ManaglngDirector 4

6 4VP,CFO,Directo

r 6 7 6GeneralManager,Manager 3 7 3

Secretary 1 2 1Treasurer&Finance 4 1

4その他 4 7 4ZZ 30 22なお,以後

の分析では,産業別に結果を示している｡ ここでは,便宜上,電気 ･電千,自動車 (部品を含む),その他製造,サービス (商業



2.地域統括会社の概要

(1)地域統括会社の設立状況について

まず,地域統括会社の設立状況についてみていく｡図2-1は,北米,欧州,アジア

の各地域における地域統括会社の設立状況をあらわしている ｡

まず北米をみると,もっとも回答が多かったのは ｢地域統括のみをおこなう 現地法

人｣であり,22社中12社もあった｡

つぎに欧州をみると｢地域統括のみ

をおこなう現地法人｣が8社であるの

に対し,｢生産関連の現地法人である

が地域統括機能も持っている｣現地法

人が1社,｢販売関連の現地法人である

が,地域統括機能も持っている｣現地

法人が5社あった｡さらに,｢その他｣

の項目には生産と販売の両方の機能を

もち,なおかつ統括業務もおこなって

いる現地法人が含まれている｡このよ

うに欧州では地域統括を専門におこ

なっている現地法人と,販売などの機
能をもつ現地法人に地域統括機能が併

設されている現地法人が同じくらいの

割合で存在していた｡

そして,アジアをみていくと,｢地域

統括のみをおこなう現地法人｣がわず

かに3社であった｡一方 ｢生産関連の

現地法人であるが地域統括機能も持っ

ている｣現地法人が1社,｢販売関連の

現地法人であるが,地域統括機能も

持っている｣現地法人が4社あった｡さ
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図2-1 地域統括会社の設立状況
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らに,｢その他｣の項目には,生産と販売の両方をおこなう現地法人で地域統括業務も

おこなっている場合が含まれており,アジアでは販売などの業務をおこなっている現

地法人に併設されるケースが比較的多いことがわかる｡

この結果を,前回の地域統括会社に関するアンケート調査と比較してみると,次の

ような違いが見られた｡すなわち,欧州やアジアにおける設立形態の割合は大きな違

いがなかったが,北米において ｢地域統括のみをおこなう現地法人｣の割合が増えた

ということである｡ なぜこのような結果になったのか｡考えられる理由としては,冒

本企業の北米における事業環境の変化により独立した地域統括会社のほうが効率的に

なった,あるいは前回のアンケート調査に比べ小規模な持ち株会社として設立された

統括会社からの回答が多かった,などをあげることができる｡ しかしながら,今回の

調査では,この理由を説明できるだけの調査をおこなうことができなかった｡ した

がって,この傾向が今回の調査だけのものなのか,それとも近年の一般的な傾向なの

か,今後さらに分析を進める必要があろう｡

なお,以後,地域統括会社という場合,地域統括業務のみをおこなう現地法人だけ

でなく,生産や販売といった機能をもつ現地法人が,地域統括業務をおこなっている

場合も含めることにする｡

(2)地域統括の開始

次に地域統括会社が実際に地域統括を開始した時期をみていくことにする｡図2-2は

地域統括会社を設立していると回答のあった現地法人の設立時期と,地域統括を開始

した時期をあらわしている｡

ここではプラザ合意によって円高が進んだ1985年をターニングポイントとして,こ

の両方の図を比べていくことにする｡

まず,北米だが,現地法人の設立は1985年の円高以前からおこなわれていることが

わかる｡ 一方で,同じ現地法人が地域続括業務をおこなうようになった時期は,1985

年以降と答えた企業が圧倒的に多くなっている｡

次に欧州をみてみると,現地法人の設立は1985年以降が大多数を占めた｡業種別で

は,その他の製造業の進出が増えていることが特徴的である｡ 一方,これらの現地法

人が地域統括業務をおこなった時期は,やや数年あとになる傾向があり,1990年代に
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図2-2 地域統括会社の設立

<回答企業の設立時期>
(年)

-1969

1970-1974

1975-1979

1980-1984

1985-1989

1990-1994

1995-1997

(守)
-1969

1970-1974

1975-1979

1980-1984

1985-1989

1990-1994

1995-1997

(年)
-1969

1970-1974

1975-1979

1980-1984

1985-1989

1990-1994

1995-1997

5 10企鞄 (社)0 2 4 6 8 10 12

企業数 (社) <回答企業の統括

開始
時期>(辛)

-1969
1970-1974

1975-1979

1980-1984

1985-19

891990-1

9941995-19

97(年)

-19691970-

19741975-

19791980-

19841985

-19891990-19941995-1

997(年)-1

9691970-19741975-1

9791980-1984

1985-19891990-1994

1995-19970

2



(3地域統括開始の理由

図2-3は,回答企業が地域続括会社として設立された理由,あるいは地域続括業務

をおこなうようになった理由をまとめたものである｡

これをみると,北米では,｢増大した現地法人を効率的に管理するため｣,｢地域単位

で戦略を立案する必要が生 じたた

め｣,｢経営の現地化を促進すろた

め｣という理由がそれぞれ9社あっ

た｡次いで多かったのが ｢地域での

経営活動を拡大するための拠点を必

要としたため｣であり7社あった｡一

方,｢地域経済圏の形成に対応する

ため｣という理由は回答が少なく電

気 ･電子産業の3社であった｡この

ことから,北米ではNAFTA形成の

影響はあまり関係がなく,どちらか

というと事業の拡大にともなって地

域統括業務を開始した考えることが

できる｡

つぎに欧州をみてみると,一番回

答が多かったのは ｢地域単位で戦略

を立案する必要が生じたため｣であ

り16社あった｡次いで回答の多かっ

たのは,｢増大した現地法人を効率

的に管理するため｣(12社),｢地域

経済圏の形成に対応するため｣(9

社)であった｡このように,欧州で

は地域経済圏の形成が大きく影響し

ているようである｡ 欧州では今後も

着実に経済統合が進められることを

図2-3 地域統括を始めた理由 (複数回答)
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考えると,日本企業にとって今もっとも地域統括マネジメントが必要とされる地域と

考えられる｡

そしてアジアであるが,ここでは ｢地域での経営活動を拡大するための拠点を必要

としたため｣(8社)という回答が一番多く,他の地域と比べ特徴的な点である｡ つい

で ｢地域単位で戦略を立案する必要が生じたため｣(8社),｢増大した現地法人を効率

的に管理するため｣(6社)となっている｡ 一方で,｢地域経済圏の形成に対応するた

め｣という回答は3社と少なかった｡ このことから,アジアにおいてはAFTAなどの

地域経済圏の構想はあるものの,あまり日本企業の地域統括会社の設立とは関連して

いないと考えられる｡ アジアの場合,欧州とは異なり,構成国の間でまだ税法などが

秩-されるという段階ではなく,各現地法人が国ごとに対応しなければならない側面

が多い｡したがって,地域経済圏-の対応やインサイダー化を促進するというより,ア

ジアにおける活動の拠点を確保するという意味あいが強いようである｡

以上の結果を,前回の調査と比べると,全体的に地域における経営効率を求めて設

立された面は変化がなかったが,地域経済圏-の対応に変化がみられ,これを理由と

する企業が少なくなってきている｡ 回答企業が全く同じでないため単純に比較はでき

ないが,前回の調査時より,地域経済圏構想に対する見方がややさめてきたのかもし

れない｡

(4)地域統括会社の規模

ここでは,地域統括会社の規模についてみていくことにする｡ 表2-1は従業員数か

らみた地域統括会社の規模である｡ 左側の表は全従業員数を,右側の表はおもに地域

統括業務を担当する従業員数を基準に,地域統括会社の規模を示している｡

北米では,全従業員数からみた地域統括会社の規模は平均で1015人であった｡これ

は,大規模な統括会社が多くあったことによる｡ また,実際に地域続括業務をおこな

う従業員数をみてみると,平均は22.1人であった｡このうち,101人以上の大規模な

地域統括会社はサービス産業で1社あった｡

欧州では,全従業員数からみた地域統括をおこなう現地法人の規模は平均で420人

であり,北米と比べるとやや地域統括会社全体の規模は小さかった｡ところが,実際

に地域続括業務をおこなう従業員数からみてみると,欧州の平均は37.4人であり,北

米よりも規模が大きくなっている｡ 101人以上の規模をもつ地域統括会社は電気 ･電
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子産業が1社,自動車産業が2社あった｡

そしてアジアであるが,全従業員数からみた地域統括会社の規模は平均で44.2人で

あった｡これは他の地域と比べると小規模であるといえる｡ また,実際に地域統括業

務をおこなう従業員数からその規模をみてみると平均は15.1人であった｡さらに,101

人以上の大規模な地域統括会社は今回のアンケートでは存在していなかったが,51人

以上の規模をもつ地域統括会社は電気 ･電子産業で1社あった｡

以上のことから,実質的な地域統括業務をおこなう人数からみると欧州の地域統括

会社は,他の地域に比べ規模が大きくなっていることがわかった｡

ところで,地域統括会社は何社の現地法人をその統括業務の対象としているのだろ

うか｡表2-2は,地域統括会社の傘下にある現地法人数からみた地域統括会社の規模

を示している｡

全体的にみると,傘下におさめる現地法人数の平均は北米では9.8社,欧州では12.4

社,アジアでは16社となっている｡

つぎに地域ごとにみていくと,まず北米であるが,ここではサービス産業やその他

表2-1 従業員数からみた地域統括会社の規模

<全従業員数>
北米 (人)
全従業員数 電 気 .電子自動車そ の 他 製 造 サ - ビス

全体1-10 2 0
1 0 3-50

1 0 3 1 5-100 1 1 0 0 2

-500 0 1 0 1

2-1000 0 0 0 1

11001以

上 1 0 3 0 4合計 5 2 7 3 17欧

州 (人)全従美員数 電気 .電子 自動車 その他製造サービス
全体1-10

0 0 2 2 4-50
2 0 2 0 4-1

00 0 0 000-500 0 2 2 3

7-1000 1 1 2 0 41001以上

2 000 2合計 5 3 8 5 21アジア (人)

全従美員数 電気 .電子 自動車 その他製造サービ
ス 全体1-10

0 0 1 2 3-50
1 0 0 0 1-100 1 0 0 0 1

-500

1 0 0 2 3-1000 3 0 00 31001以上 0 0 1 0
1合計 6 0 2 4 12 <統括機

能の担当者のみ>北米 (
人)担当従業員数 電気 .電子 自動車 その他製造サービス

全体1-5 1 0 3 2 6-10 1 0 2 0 3-50
2 2 1 0 5-100 1 0 0 0

1101以上 0 0 0 1 1合計 5 2

6 3 16欧州
(人)担当従業員数 電気 .電子 自動車 その他製造サービス 全体

ト5 0 0 4 4
8-10 1 0

1 0 2-50
3 1 2 1 7-100 0 0 0 0 0

101以上 1 2 0 0



表2-2 傘下現地法人数からみた

地域統括会社の規模北米 (社)下現法致 電気.雪子自動圭そ の他製造サービス
全佐0-5 2 0

4 1 76-10
2 2 1 0 5ll-20 1 1 1 1 4

21-30 0 0 0 1
131-40 0 0 1

0 141-50
0 0 0 0 05

1以上 0 0 0 0 0合計 5
3 7 3 18平均 7.8 9.3 10.7 12

9.8欧州
(社)下現法致 電気.電子自動車その他

製造サービス 全体0-5 0 0 4 2 6
6-10 0 1 3 1 5
ll-20 4 0 0 2

621-30
0 2 1 0 331

-40 1 0 0 0 141-50
0 0 0 0 051以上 0 0 0 0 0

合計 5 3 8 5 21
平均 18.4 19.7 8 9.2 12.

4アジア (社
)下現法致 全体

-0-5 0 0 1
0 16-10

3 0 0 2 5ll

-20 1 0 1 1 321-3
0 0 0 0 1 131-40 0 0

0 0 041-50 2 0 0 0 2

51以上 0 0 0 0 0合計 6 0 2 4
12平均 19.5 0 6.5 15.5 16 の製造業における傘下現地法人数

が多いことがわか

る｡ 一方,電気 ･電子産業,自動車産業はそ

れぞれ平均7.8社,9.8社とやや少なくなって

いる｡ これらの産業の傘下現地法人の内容をみる

と,全般的に生産関連の現地法人が多く含まれ

ていた｡つぎに欧州をみてみると,北米と

は逆に電気 ･電子産業

(平均18.4社)や自動車産業 (平均19.

7社)において傘下現地法人数が多いことが

わかる｡ これらの内容をみると,かなりの数が

販売関連の現地法人であり,この点でも北米と

異なっていた｡そしてアジアであるが,電

気 ･電子産業,あるいはサービス産業における

傘下現地法人が多いことがわかる｡ とくに電気･電子産業では40社を超える

現地法人を傘下におさめている統括会社が2社もあった｡ またこれらの内容をみると

,電気･電子産業では生産関連の現地法人が多く含まれており,アジアが重要な生産拠点で

あることがうかがわれる｡なお,参考までに前回の調査での傘下

現地法人数の平均を示しておくと,北米8.4社,欧州10.6社,アジア11.5社であった｡したがって,今回の調査は,これらの

平均をすべて上回っていたことになる｡(5)地域統括本社の機能地域統括会社はどのよ

うな機能をもつのだろうか｡図2-4は地域統括会社が実際にもっている機能について

まとめたものである｡まず北米であるが,機能数全体の平均は7.8(図2-4に示したの17個

の機能のうち)であった｡もっとも回答の多かったのが ｢ファイナンス業務の統括｣で16

社あった｡次いで回答の多かったのが｢日本法人-の意見の



｢生産活動の統括｣(2社)などがあった｡業種別では,電気 ･電子産業の機能数が平

均 8.6で全体の平均と比べると約 1ポイント大きいものの,業種別による違いはほと

んどないといえる (集計結果参照)｡概 して,北米の地域統括会社の機能はスタッフ業

務や地域のアドミニス トレーション機能が中心であり,ライン機能に関連した統括は

あまりおこなわれな

い傾向にあることが

わかる｡

つぎに欧州である

が,機能数全体の平

均は9.4であり,北米

と比べて機能数が多

くなっている｡ 回答

のもっとも多かった

機能は ｢地域戦略の

策 定 ･実 行 ｣ と ｢日本

本社-の意見の具申｣

であり,ともに19社

であった ｡ 次いで回

答の多かった機能は

｢グローバル戦略と地

域戦略の調整｣(17

社),｢地域情報の収

集｣(17社),｢現地法

人-の情報提供｣(17

社)であった｡一方,

回答の少なかった項

目は｢原材料 ･部品調

達業務 の統括｣(4

社),｢研究開発活動

の統括｣(7社)などで

①辞品調善

く参物流 ･流通

⑨生産活動

④販売活動

⑤研究開発活動

⑥77イナンス莫務

⑦情報システム

⑧人事開き

⑨法務開き

⑩地域戦略

⑳グロ-ハ●ル載略との調整

⑩地域情報の収集

⑩現法への情報捷供

⑯現法にたいするモニタリンク'

⑯日本本社への意見具申

⑯持ち銭会社機能

⑬その他

①部品調達

②物流 ･流通

⑨生産活動

㊥坂禿活動

⑤研究開発活動

⑥77イナンス業務

⑦情報システム

⑧人事開連

⑨法務開連

⑯地域戦略

⑳4'ロー∧◆ル戦略との調整

⑫地域情報の収集

⑩現法への情報捷供

㊥現法にたいするモニタリング

⑯日本本社への意見具申

⑯持ち凍会社機能

⑬その他

図2-4 地域統括会社の機能 (複数回答)

10

企業数 (社)



(図 2-4 の 続き)
あった ｡ 業種別で

は,電気 ･電子産業

(機能数の平均11.2)

と自動車産業 (同平

均12.3)で欧州全体

の平均を大きく上回

る機能数をもつこと

がわかった (集計結

果参照)｡また,これ

らの業種ではライン

機能,スタッフ機

舵,地域のアドミニ

ストレーション機能

①渉晶7I壬

②軸流･流速
⑧生産活動

④販売活動

⑤研究開発活h

⑥77イナンス暮鼓

⑦情頼システム

@人tP遵

◎法耗#遵

⑩地域載ヰ

⑳ク■E]-∧■ル戦鴫との平生
⑩地域ff朝の収JL

⑩現法への情報捷供

㊥現法にたいするモニタリ沖●

⑩日本本社への吉見具申

⑯持ち株会社機能
⑩その他

0 5 10 15

20企業敷 (社)のそれぞれの続括をまん

べんなくおこう傾向にあった｡さらに,これらの統括会社の傘下現地法人数をみると

かなりの数の現地法人を傘下にもつことがわかっており,現地法人数の増加とともに

統括機能も多様化してくることが考えられる｡ここでは概して,地域のアドミニストレーション機能の統括が

多いことに特徴があるといえるが,北米に比べると,ライン機能の統括をおこなう地域

統括会社が多く存在していることも特徴と考えられる｡そしてアジアであるが,機能

数全体の平均は7.8と,北米と同じであった｡回答がもっとも多かった項目は ｢日本本

社-の意見の具申｣(9社)であり,次いで ｢ファイナンス業務の統括｣(8社)となっている

｡ 一方で回答の少なかった項目としては ｢研究開発活動の統括｣(2社),｢グローバル
戦略と地域戦略の調整｣(4社)などであった｡また,業種別ではサービス産業の

機能数の平均(9.3)が多かった (集計結果参照)｡これらの統括会社は,電気 ･電

子産業に比べ傘下現地法人数が多いわけでもなく,欧州のように傘下現地法人数と地

域統括会社の機能数の間には明確な関係はなかった｡また,電気 ･電子産業は多くの

機能をまんべんなく持っている傾向にあった｡ここでは概して,北米,欧州のような際だっ



(6)地域統括業務の実施場所

日本企業の地域統括会社を考える際に気をつけなければならないのは,実際にその

会社が地域統括業務をおこなっているかどうかということである｡ つまり,地域統括

会社として登録していても,実際の統括業務活動は域内の他の現地法人が担っている

ケースがあるからである｡

今回のアンケートでは,この点について尋ねてみた｡その結果,表2-3にあるよう

にほとんどの会社が実態をともなった地域統括会社であった｡

表2-3 地域統括業務の実施場所
jlr.光 (耕一

電気 .電子 自動圭 そ の他 製造 サ-ビス
計①地域統括会社 5 2 6

3 16②地域内の他の現地法人
0 1 1 0 2③その他 0 0 0 0

0合 計 5 3 7 3 18欧州

(社)電気 .電子 自動車 その他製造 サービス
計Q)地域統括会社 5 3 8 5
21②地域内の他の現地法人 0 0 0 0 0③

その他 0 0 0 0 05 3 8 5

217ジ7 (耕 一電気 .電子 自動車 その他製造 サービス 計
①地域統括会社 5 0 2 4 ll

②地域内の他の現地法人 0 0 0 0 0

③その他 1 0 0 0 16 0 2 4 12(7)地域統括会社に

関する優遇制度の利用近年では,地域統括会社を積極的に誘致しようとする国が多い｡

その代表的な国がシンガポールで

ある(OHQ制度)｡ また,最近ではオーストラリアが積極的な地域統括会社誘致活

動をおこなっている｡では,今回のアンケートの回答企業は,どれくらい地域統括会社に関する優遇制度

を利用しているのだろうか｡表2-4は地域統括会社に関する優遇制度の利用状況をま

とめたものである｡これをみると,北米では回答企業すべてが制度を利用していないと



らの地域統括会社の所在地はオランダやベルギーであった｡そしてアジアでは電気･

電子産業の3社が制度の適用を受けていた｡アジアのこの3社の所在地は,すべてシ

ンガポールであった｡

全体として,地域続括に関する優遇制度の利用は低かった｡これは,制度を利用す

ることによるメリットよりも,そのために生じる義務や,期待したほどのメリットは

ないなどのデメリットが存在するため,日本企業はその制度の効果に疑問をもってい

るということであろう｡また,筆者がシンガポールに設立されている地域統括会社を

レビューしたところによると,現在,優遇制度を獲得している企業は,積極的に取得

したというよりも,どちらかというと受け入れ国政府から積極的な働きかけがあり,

取得したというのが実態であった｡

表2-4 地域統括に関する優遇制度の利用

北米 (社)
電気.電子 自手 その他製造 サービス

計(1)受けている 0 03 0 07 3 0②受けていない 5 18

合計 5 3 7 3 18欧州 (社)

電気 .電子 自動車 その他製造 サ
ービス 汁①受けている

2 0 1 0 3②

受けていない 3 3 7 5 18合計 5 3 8 5 21アジア
(社)電気 .電子 自動車 その他製造 サービス
汁Q)受けている



3.地域統括会社のマネジメント組織

(1)地域統括会社社長の国籍

前章では,地域統括会社の基本的なデータから,その概要をみてきた｡そこでつぎ

に,地域統括会社のマネジメントについてみていくことにする｡

まずはじめに,地域統括会社の社長の国籍についてみていくことにする｡ 表3-1は,

地域統括会社の社長の国籍についてまとめたものである｡

これをみると,地域や業種に関係なく,ほとんどの地域統括会社の社長が日本人で

あることがわかる｡ この傾向は,前回の調査と変わっていない｡また,地域統括会社

の社長が日本人以外の国籍をもつ現地法人は,北米で1社 (総合商社),欧州で2社 (電

気機器,その他製造)であった｡

ところで,地域統括会社の社長の国籍が日本人以外である場合,どのようなキャリ

アで社長に就いたのだろうか｡今回の調査でそのキャリアについて尋ねたところ,｢は

じめから社長として採用された｣ケースは欧州のその他製造業のみであり,他の2社

は ｢地域内での内部昇格によって社長ポス トについた｣と回答している｡

表3-1 地域統括会社社長の国籍
北米 (社)

電気 .電子 自動車 その他製造 サービ
ス 汁1日本 5 3

7 2 172 域統括会社のおかれている国の出
身 0 0 0 1 13 域統括会社のおかれている地域の出身 0 0 0 0 04 の地域の

出身 0 0 0 0 05 3 7 3 18欧州

(社)電気 .電子 自動車 その他製造 サービ
ス 汁1日本

2 域洗括会社のおかれている国の出身 4 3 71 50 191 0
23 域統括会社

のおかれている地域の出身 0 0 0 0 04 の地域の出身 0 0 0 0
05 3 8 5 21アジア (社

)電気 .電子 自動車 その他製造 サービス

汁1日本2 域統括会社のおかれている国の出身 6
0



(2)地域統括会社社長の常駐地

地域統括会社の社長は,実際にどこにいてマネジメン トをおこなっているのだろう

か｡図3-1は地域統括会社の社長の

常駐地についてまとめた ものであ

る｡

これをみると北米では,日本本社

が7社,地域統括会社が10社 となっ

ている｡ そのほかの地域では,ほと

んどの企業が地域統括会社であっ

た｡

95年の調査では,ほとんどの企業

において地域統括会社の社長の常駐

地は地域統括会社であった｡これを

今回の調査 と比較すると,北米にお

いて地域統括会社の社長が日本本社

に残っている企業が増えたというこ

とがいえる｡ このことについては,

つぎの地域統括会社社長の職位と関

連 して述べることにする｡

(3)地域統括会社社長の

日本本社での職位

地域統括会社の社長は,日本本社

ではどのような職位にあるのだろう

か｡

図3-2は,地域統括会社社長の日

本本社での職位についてまとめたも

のである｡ これをみると,各地域 と
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ち,日本本社での職位は専務などの

役負や,部長クラスにあることがわ

かる｡ ただし,北米では社長や会長,

あるいは副社長といった日本本社で

職位の高い人が地域統括会社の社長

になっている現地法人が多かった｡

これらの企業についてさらに詳しく

みていくと,そのほとんどが小規模

な現地法人であり,かつ日本本社に

地域統括会社社長が常濫 している｡

したがって,このような企業は実質

的に地域統括業務をおこなっていな

い可能性がある｡

一方,専務以下の役員,あるいは部

長クラスの人間が地域統括会社の社

長になっている場合,大半が現地に

常駐しており,責任のある立場で地

域統括会社のマネジメントの指揮を

とっていると考えられる｡

(4)地域統括会社の報告先

つぎに,地域統括会社の報告関係

についてみていく｡ 図3-3は,地域枕

括会社の報告先をまとめたものであ

図3-2 地域統括会社社長の

日本本社における職位

(p社長.会長

②舶社長
⑨寺井,常券,

取挿役

④部長

(9日本の本社では
役■そもっていな
⑥その他

①社長.会長

②41社長

⑨寺井,常暮,

取挿役

④部長
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役暮をもっていな
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k(社)る｡まず北米であるが,地域統括会社の報告先としてもっとも多かっ

たのが｢本社社長｣で14社あった｡ついで ｢国際事業部｣(12社),

｢海外事業担当役員｣(10社)となっている｡また



そしてアジアでは,報告先とし

てもっとも回答の多かったのが

｢海外事業担当役員｣であり,7社

あった｡ついで ｢国際事業部｣が

5社であった｡

概して,地域統括会社は,社長

や役員などに報告するような経営

幹部の直属の組織であるか,匡‖祭

事業部-報告するような国際事業

部に属する組織であることといえ

るだろう｡ ただし,アジアにおい

ては ｢本社の社長｣に直接報告す

る地域統括会社が少なかった｡こ

れは,アジアにおける地域統括業

務の中心が日本にあり,現地の地

域統括会社はその出先機関である

場合が多いことを示しているとも

考えられる｡

また,ここで明確になったのは,

地域統括会社は製品事業部や販売

事業部のような組織と関係が薄い

ということである｡ これは先にみ

たように,傘下にライン機能に関

する統括機能をもつ続括会社が少

なかったことによると思われる｡

(6)傘下現地法人の報告先
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図3-3 地域統括会社の報告先(複数回答)
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担当役員本社社長 海外嘉糞 国軽嘉叢辞 製品嘉業辞

販売■業辞 その他担当役員一方,地域統括会社の傘下にある現地法人の

報告関係はどうなっているのであろうか｡図3-4は,傘下



しかし,｢国際事業部｣(8

社),｢製品事業部｣(7社)と
いう回答もかなりあった｡

これらの回答を詳しくみて

みると,｢地域統括会社｣と
｢国際事業部｣,あるいは｢地

域統括会社｣と ｢製品事業

部｣という組み合わせの回

答が多く,むしろ地域統括

会社のみという回答は希で

あった｡

つぎに欧州であるが,｢地
域統括会社｣という回答が

圧倒的に多く20社あった｡

ついで ｢国際事業部｣が12

社であった｡これらの回答

を詳しくみてみると,欧州

では ｢地域統括会社｣のみ

の回答が電気 ･電子産業を

中心に8社もあり,北米と

の違いが明らかになった｡

また,前回のアンケート調

査と比べても,｢統括会社｣

のみという回答の割合が増

えており,欧州において地
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域統括会社を中心としたマネジメント体制が整備されてきたととらえることができる

だろう｡

そしてアジアであるが
,
ここでも回答がもっとも多かったのは｢地域統括会社｣で

あり
,
9社あった｡ついで
｢国際事業部 ｣



いる企業が4社あり,｢地域統括会社｣とそのほかの事業部の両方に報告をしている企

業と同数であった｡

ところで,この現地法人の報告先から,地域統括会社が社内でどのように位置づけ

られているのか考えてみたい｡今回のアンケートの結果からみると,北米では,地域

統括会社はあまり重要な位置におかれていない印象を受けた｡逆に,欧州では,地域

統括会社を中心とした経営が確立してきているように思われる｡ そしてアジアは,そ

の中間と位置づけることができ,地域統括会社を中心とした経営-移行するかどうか,

今後の推移に注目する必要があるだろう｡

(7)意思決定への関与

さて,上記では,地域統括会社と傘下現地法人の報告関係についてみてきた｡これ

により,地域統括会社がどのように社内で位置づけられているのかが明確になってき

た｡ここでは,さらに,地域におけるマネジメントに関する意思決定に際して,地域

統括会社がどのくらい関与しているのかをみていくことにする｡

①地域戦略の策定

表3-2-1は,地域戦略の策定に関して日本本社や地域統括会社などの各組織がどの程

度関与しているのかをまとめたものである｡ ここでは,その重要性に応じて1位,2

位,3位と順位をつけて回答をいただいている｡

まず,北米では,一位グループでもっとも回答が多かったのは ｢地域統括会社｣で

あり,10社あった｡また,｢域内の他の現地法人｣をあげる企業が4社あった｡しか

しながら,これらの企業を詳しくみてみると,そのほとんどが小規模な持ち株会社と

しての性格をもった地域統括会社であり,実質的な統括業務をおこなっているとはい

えないものであった｡

また,2位グループでもっとも回答が多かったのは,｢日本本社｣と ｢国際事業部｣

が同数で5社であった｡そして,3位グループでは ｢日本本社｣をあげる企業が4社,

｢国際事業部｣をあげる企業が3社あった｡

つぎに,欧州であるが,ここでも1位グループでもっとも回答が多かったのは ｢地

域統括会社｣で15社であった｡2位グループでは ｢日本本社｣が6社,｢地域統括会
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社｣と｢国際事業部｣が5社

と同数であった｡ そして3

位グループでは ｢国際事業

部｣が5社,｢日本本社｣｢域

内の他の現地法人｣が4社

となっている｡

そしてアジアであるが,

ここでも1位グループで

もっとも回答が多かったの

が,｢地域統括会社｣で6社

あった｡しかしながら,電

気 ･電子産業では国際事業

部など他の事業部を回答し

た企業 も多 くなっている｡

これはアジアが日本から近

いために,日本においてア

ジアの地域戦略を策定する

企業が多いことによると思

表3-2-1 地域戦略の策定に関する各組織の重要性
(社)

<北米> 1位 Z位

3位電 自 他 サ 電
自 他 サ 電 自 也 サQ)地域統括会社 3 1 4 2 1 01 1 1 1 00②日本本社 100101311111③国際事業部 (海外事業部)01003 1 100021④製品事集部 000001001010⑤販売事業部 100000010000⑥域内の他の現地法人 013000100001⑦その他 000000000000打 5 3 ′ 5 4 5 b 3 3 ～

4 5(牡)<欧州> 1位 2位
3位自 他 サ 育 自 他

サ 電 自 他 サ1 域統括会社 1 3

4 4 130100003 1 0

0002日本本社 01 0 11 1012 1
3国際事業部 (海外事業部) 001 12 2 202 1
4 品事業部 010 00010005販売事業部 000 01000006 内の他の現地法人 010 10111117 の他 000 0000000

3 7 5 5 3 7 5 4 ～ 5

<アジア> 1ヽ Zt 3ヽ
電 自 他 サ 電 自 他 サ

電 自 他 サ①地域扶持会社 201 3 1 0
1 01 001②日本本社 000120011000③国際車真部 (海外事業部)～01000000013④製品事業部 100010000000⑤販売車真部 000000111000

⑥域内の他の現地法人 000010020000のその他 1 000000000006 02 4 502 4 30

14注)電-電気･電子,自-自動車,他-その他製造,サ-サービス産業関連われる

｡全体的にみて,地域戦略の策定は地域統括会社の重要



位グループをみると ｢日

本本社｣が4社,｢国際事

業部｣が3社となってい

る｡

つぎに欧州であるが,1

位グループをみると ｢域

内の他の現地法人｣が10

社でもっとも回答が多く,

ついで｢地域統括会社｣が

8社となっている｡ これは

北米における ｢域内の他

の現地法人｣の回答が圧

倒的に多かったことと比

べて特徴的な点である｡

販売活動に関しては,欧

州の地域統括会社の関与

がかなりある企業が多い

と考えられる｡

表3-2-2 地域における販売活動に関する各組織の重要性
(社)

電 他 電 他 電 他

(社)
<欧州> 1位 2位

3位電 自 他 サ 電 自
他 サ 電 自 他 サ①地域沈積会社 3 13 11 2 301001

②日本本社 000020000201③国際事業部 (海外事業部)000010111030④製品事業部 000010101010⑤販売事業部 000100
202000⑥域内の他の現地法人 2 2 4 201010000a)その他 000000000010

5 3 7 4 5 3 7 2

5 2 5 2<アジア> l位 ∠tiZ 3

1正電 目 他 サ 電 目 他 サ 電

目 他 サqJ地域統 括 会 社②日本本社 U11 1ど U U U100000001 2000
③国際車真部 (海外事業部)100000100003④製品事業部 000000000000⑤販売事業部 100020011010⑥域内の他の現地法人 1013 20000000⑦その他 000010001000

注)育-電気･電子,自-自動車,他-その他製造,サ-サ

ービス産業関連つぎに2位グループをみると回答が多かったのは ｢地域統括会社｣で6社で

あった｡そして3位グループでは ｢国際事業部｣が4社,｢日本本社｣が3社となってい

る｡そしてアジアであるが,1位グループで回答のもっとも多かったのは ｢地域統括会

社｣と ｢域内の他の現地法人｣でともに5社あった｡ただし,

前者が電気 ･電子産業であるのに対し,後者はサービス産業中心の回答であった｡ こ

のことから,アジアにおける電気 ･電子産業の地域統括会社は,販売面においてより積極的な役

割を果たしていると考えられる｡ ついで,2位グループを



③地域における生産活動

つぎに,地域における

生産活動についてみてい

く｡表3-2-3は,地域にお

ける生産活動に関して各

組織がどれだけ関与して

いるかをまとめたもので

ある｡ その重要性に応じ

て順位をつけて回答をも

らった｡

まず北米であるが,1

位グループで回答がもっ

とも多かったのは ｢域内

の他の現地法人｣であり

10社あった｡つぎに回答

が多かったのが ｢製品事

業部｣で5社であった｡2

位グループでは,｢地域

統括会社｣と答えた企業

表3-2-3 地域における生産活動に関する各組織の重要性

(社)

<北米> 1位 2位
3位冒 自 也 サ ■■- 自 也

サ A-- 自 他 サ①地域統括会社 00202 111001 0
②日本本社 000000302 111③国際雷集部 (海外事業部)000001001110④製品事業部 311010100010⑤販売事業部 000010000000⑥域内の他の現地法人 2 2 5101000000⑦その他 000000000000

5 3 814 3 513

2 4 1(社)<欧州> 1位 2位
3位育 自 他 サ 電 自 他

サ 電 自 他 サ①地域統括会社 2 1 203 1 2 101 00②日本本社 101011000100③国肯事業部 (海外事業部)00000000
202 1④製品事業部 000011202010⑤販売事業部 100000000000⑥域内の他の現地法人 12 3100001000命その他 000000100000

5 3 6 15 3 515 2 3

1<アジア> 1位 2位 (社)

3位電 自 他 サ 電 自 他
サ 電 自 他 サ①地域統括会社 10001 002 1 002②日本本社 000110011000③El際事業部 (海外事業部)000010000002④製品事業部 300020000000

⑤販売事業部 000000010000⑥域内の他の現地法人 101300001000(カその他 1 000000000006 014 50
04 3004注)育-電気 ･電子,自-自動車,他-その

他製造,サ-サービス産業関連が5社あった｡また,｢日本本社｣と答えた企業は3社であり,

これらの企業はその他製造業に分類した企業であった｡そして

3位グループでは,｢日本本社｣が5社,｢国際事業部



全体として,北米では｢域 表3-2-4 地域における研究開発活動に関する各組織の重要性

内の他の現地法人｣の関与

の程度が強いものの,｢製品

事業部｣が主導している企

業もかなりあった｡ところ

が欧州をみてみると,販売

活動と同様に,｢地域統括会

社｣と回答する企業が多く

あり,逆に｢製品事業部｣と

いう回答が1位グループで

はゼロであった｡ そしてア

ジアでは,｢域内の他の現地

法人｣をあげる企業が多い

一方で,電気 ･電子産業で

は ｢製品事業部｣の影響が

強いとしている｡

以上のことから,欧州で

は地域統括会社が中心にな

り地域における経営がおこ

(

社)<北米> 1位 2位
3位電 自 他 サ 電

自 他 サ 電 自 他 サ①地域扶持会社 00001 2010020②日本本社 202020200201③E]際事業部 (海外事業部)0000.01101000④製品事業部 011010100000⑤販売事業部 000000000000⑥域内の他の環地法人 2 2 3100100110(ラ)その他 10
000 00000005 361
4 35

1 1
33

1
<欧州>

②日本本社
③E]際事業部(海外事業部)

④製品事業部

⑤販売事業部

⑥域内の他の現地法人
⑦その他

4

00000

101
010

2

00020000000001000010010302000010000011110

200000020010000010電 他 電

他 電 他なわれていると考えられる｡ また,

北米,アジアでは,製品事業部主導で意思決定がなされる企業が多いことも明らかなっ

たといえるだろう｡④地域における研究開発活動最後に研究開発活動に関して,どれ

だけ各組織が関与してきているかを尋ねた｡ 図3-2-4は,その結果をまとめたもの

である｡まず北米では,1位グループをみると回答のもっとも多かったのが ｢域内の他の現

地法人｣であり8社あった｡次いで回答の多かったのは ｢日本本社｣



つぎに欧州をみていく｡1位グループで回答の多かったのは｢日本本社｣で7社あっ

た｡次いで回答の多かったのは ｢地域統括会社｣で5社となっている02位グループで

は ｢地域統括会社｣をあげる企業が多く7社あった｡次いで ｢日本本社｣と ｢製品事

業部｣がともに3社であった｡そして3位グループをみると ｢国際事業部｣と ｢域内

の現地法人｣がともに3社あった｡

そしてアジアであるが,1位グループでは電気 ･電子産業4社が ｢製品事業部｣と回

答し,もっとも多くなっている｡ 次いで ｢域内の他の現地法人｣をあげた企業が3社

あり,それらの企業はすべてサービス産業であった｡また,2位グループでは ｢日本

本社｣と回答した企業が電気 ･電子産業を中心に4社あった｡そして3位グループで

は,ほとんど回答がなかったものの ｢国際事業部｣と回答した企業がサービス産業を

中心に3社あった｡

概して,北米では研究開発活動に関して ｢地域統括会社｣の関与はあまりなく,｢日

本本社｣や ｢域内の他の現地法人｣の影響が強いといえるだろう｡ 一方,欧州では,研

究開発活動に際しても ｢地域統括会社｣が積極的に関与している企業があった｡そし

てアジアでは研究開発活動に｢地域統括会社｣の関与はほとんどないといえるだろう｡
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4.地域統括会社の費用

(1)地域統括会社の出資形態

ここではまず,地域統括会社の出資形態についてみていく｡ 表4-1は,地域統括会

社の出資形態についてまとめたものである｡ これをみると,地域,業種を問わず,ほ

とんどの企業が日本本社の100%出資で設立されていることがわかる｡日本本社の

100%出資でない地域統括会社が欧州にあるが,そのうちの2社は他に日本本社が100

%出資して設立された持ち株会社があり,そこが出資する形で設立されている地域統

括会社であった｡

表4-1 地域統括会社の出資形態

北米 (社)

電気 自動車 の他製造 サ
ービス①日本本社の 100%出資 5

3 7 3(参日本の本社と現地法人の出

資 0 0 0 0③域外の統括会社の 100%出資 0 0
0 0④

その他 0 0 0 05 3 7 3欧州

(社)電気 自動車

その他製造 サービス①日本本社の 100
%出資 4 ～ 4 4(診日本の本社と現地法人の出資 0 1 1 0

③域外の統括会社の 100%出資 0 0 0 1④その他 1
0 3 05 3 8 5

その他 -駐在員事務所(1),日本本社80%･日本の少数株主20%(1),
日本本社の 100%出資持ち株会社の

出資(2)アジア (社)

電気 自動車 の他製造 サービス①日本本社の 100%出資 6 0 2 4

(参日本の本社と現地法

人の出資 0 0. 0 0③域外の統括会社の 100%出資 0

0 0 0④その他 0 0 0 06 0 2 4

(2)地域統括会社の費用地域統括会社は基本的には



まず,北米であるが,もっと

も回答の多かったのが ｢現地

法人にたいするマネジメント

フィー｣であり,10社あった｡

次いで回答の多かったのが

｢現地法人にたいするスタッフ

サービスの対価｣(7社),｢そ

の他｣(6社)であった｡その

他の中では,配当金や受取利

息といった回答が多 くみられ

た｡

つぎに欧州であるが,もっ

とも回答の多かった項 目は

｢現地法人にたいするマネジメ

ントフィー｣で10社あった｡ま

た ｢日本本社の負担｣という回

答も8社 もあった｡ これらの

結果を詳しくみると電気 ･電

子産業と自動車産業はほとん

どの企 業 でマ ネジ メ ン ト

フィーやスタッフサービスの

対価で賄っており,比較的費

用面で自立した形態をとって

いるのに対 し,その他の製造

業やサービス産業は日本本社

図4-1

日本本社負担

マネジメントフィー

スタッフサービスの

対価

資金の運用益

併設事業所の負担

その他

日本本社負担

マネジメントフィー

スタッフサービスの

対価

資金の運用益

併設事業所の負担

その他

日本本社負担

マネジメントフィー

スタッフサ-ビスの

対価

資金の運用益

併設事業所の負担

その他

地域統括会社の費用負担 (複数回答)

3551jl

0 2 4 6 8 10

企業数 (牡)

0



5.地域統括会社の成果

(1)地域統括会社の成果

これまでいろいろな角度から日本企業の地域統括会社についてみてきたが,それら

はうまく機能しているのだろうか｡ここでは,地域統括会社の成果について5点尺度

法 (1-成果あり,21やや成果あり,31どちらともいえない,4-やや成果なし,5-成果

なし)で尋ねてみた｡表5-1,5-2,5-3,5-4,5-5,5-6は,地域別に地域統括会社の

成果について,成果があったという回答の構成比の多かった順に並べたものである｡

さらにここでは,成果があったと答えた企業の構成比割合が50%より大きいもの (グ

ループⅠ),50%のもの (グループⅡ),そして50%より低いもの (グループⅢ)でグ

ループ分けをしてみた｡そして,それぞれのグループをつぎのようにとらえて考えて

みた｡すなわち,グループⅠはほとんどの企業が成果があったと考えている項目,グ

ループⅡは多くの企業が成果ありと考えているが,成果があまりでなかったと考えて

いる企業もいる項目,そしてグループⅢはどちらかというと成果が出.にくいと考えて

いる企業が多くある項目ということである｡

①北米 :製造業 (表5-1)

ここでは,北米の製造業に関して,地域統括会社の成果についてみていくことにす

表5-1 地域統括会社の成果<北米 ･製造業>

分類 成果あり やや成果あり どちらともいえない やや成果なし 成果な

し 計 平均l ⑥フ7イナンス業務の統括 スタッフ 11 85% 2 15% 0 0%

0 0% 0 0% 13 1.15⑨法務開達の統括 スタッフ 6 75% 2
25% 0 0% 0 0% 0 0% 8 1.25⑯持ち株会社機能 アドミニ

9 69% 4 31% 0 0% 0 0% 0 0% 13 1.31⑧人事.労務業務の
統括 スタッフ 5 63% 2 25% 0 0% 1 13% 0 0% 8 1.63⑪グロ-J{ル戦略と地域戦略の調整 アドミニ 4 57% 2 29% 1 14% 0 0% 0 0%

7 1.57llQ)生産石動の統括 ライン l 三)U% l bU% U U% U U% U U% ど l.bU②物充,流通業務の統括 ライン 1 50% 0 0%
1 50% 0 0% 0 0% 2 2.00の借我システムの抜穂 スタッフ 4 50

% 2 25% 1 13% 1 13% 0 0% 8 1.88lll⑱地域情報の収集

アドミニ 4 40% 3 30% 3 30% 0 0% 0 0% 10 1.90⑩地域戦略の策定,
実行 アドミニ 3 38% 2 25% 3 38% 0 0% 0 0% 8 2.00①原材料.部品調達業務の統括 (lFq機能)ライン 1 33% 2 67% 0 0% 0 0% 0 0% 3

1.67⑯日本本社への意見の具申 アドミニ 4 33% 6 50% 0 0% 18% 18% 12 2.08⑭現地法人にたいするモニタリげ ,荘官指導 アドミニ 2
25% 6 75% 0 0% 0 0% 0 0% 8 1.75⑩現地法人への情報提供 アドミニ 2 20% 4 40%

3 30% 1 10% 0 0% 10 2.30⑤研究開発活動の統括 ライン 0 0% 1100% 0 0% 0 0%

0 0% 1 2.00④販売活動の統括



る｡ まず,グループⅠの上位にある項目は ｢ファイナンス業務の統括｣,｢法務関連の

統括｣,｢持ち株会社機能｣であった｡これらの項目は圧倒的に ｢成果あり｣の回答が

多く,ほとんどの企業で成果を上げているといえるだろう｡ このグループに含まれる

項目は,スタッフ機能の統括に関連する項目と地域のアドミニストレーションに関連

する項目であり,ライン機能の統括に関連する項目は含まれなかった｡

次いで,グループⅡをみると,ここには ｢生産活動の統括｣,｢物流,流通業務の統

括｣,｢情報システムの統括｣が含まれている｡ ただし,｢生産活動の統括｣,｢物流,流

通業務の統括｣に関しては,回答企業数が少ないため,ここでは成果があったかどう

かを判断することはできないだろう｡｢情報システムの統括｣に関しては,統括をおこ

なっている企業が多いものの,成果をはっきり認識できている企業は半数にとどまり,

成果があまり出ていないと考えている企業も多くあることがわかった｡

そしてグループⅢであるが,｢地域情報の収集｣や ｢地域戦略の策定,実行｣などの

項目が含まれている｡ 主としてここでは地域のアドミニストレーションに関する項目

が多く含まれている｡ ライン機能の統括に関する項目も含まれるが,上記で述べたよ

うに回答企業数が少ないので判断の対象にならなかった｡そこでこれらを除いて考え

ると,ほとんどの企業で,持ち株会社や本社との戦略調整など調整的な業務をのぞい

た地域のアドミニストレーションに関する項目で明確な成果をあげているという認識

が低かったと考えられる｡

概して,北米の製造業では,スタッフ機能の統括に関しては成果を兄いだしている

ものの,地域調整機能を除く地域のアドミニス トレーション機能に関してはやや成果

を兄いだしにくい状況にあるといえるだろう｡ 別の言い方をすれば,北米では地域統

括会社はスタッフ機能を中心とした助言機構と考えることができる｡

(参北米 ･サービス産業 (表5-2)

つぎに,北米におけるサービス産業の地域続括会社の成果についてみていく｡ ただ

し,ここでは回答企業数が3社と少ないため,回答の傾向のみをみていくことにする｡

ここでグループⅠを構成した項目は,｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣と｢現地

法人への情報提供｣であった｡ただし,この回答をおこなったのは総合商社 1社であっ

た｡

つぎにグループⅡを構成する項目をみてみると,｢ファイナンス業務の統括｣,｢地域
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表5-2 地域統括会社の成果<北米 ･サービス産業>
数字は企業数,%は回答企業の構成比

サービス産業 .北米 分類 成果あり やや成果あり どちらともいえない やや成果な1 成果な

し 計 平均l qi)グロ-′てル戦略と地域戦略の調整 アドミー 1100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 1 1.0⑬現地法人への情報提供 アドミ~ 1100%

0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 1 1.0ll(¢フ7イナンス美希の統括 ス
クツ 1 50% 1 50% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.5⑩地域戦略の策定,実行 アドミ~ 1 50% 1 50% 0 0% 0 0% 0 0% 2

1.5⑩地域情報の収集 アドミー 1 50% 1 5
0% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.51コr-)- T Al ▲ー ▲▼▼- --▲ー▲

‖ UJ泉材料 .静l)UE)胃産業務の箭拓 urt)環1配)フィン l l.,. 1

1UU% U U% U U% l l.I l∠.U②物流,流通業務の統括 ライン 0 0% 1100% 0 0% 0 0% 0 0% 1 2.0
④販売活動の統括 ライン 0 0% 2100% 0 0% 0 0% 0 0% 2

2.0⑦情報システムの洗括 スクツ 0 0% 2100% 0 0% 0

0% 0 0% 2 2.0⑧人事 .労務業務の統括 スクツ 0 0% 1100% 0 0% 0 0%
0 0% 1 2.0㊥法務関連の統括 スクツ 0 0% 1100% 0

0% 0 0% 0 0% 1 2.0⑭現地法人にたいするモニタリンク●,荘官指導 アドミー 0 0% 1100% 0 0% 0 0%
0 0% 1 2.0⑯持ち株会社横能 アドミ~ 0 0% 2100% 0 0% 0 0%
0 0% 2 2.0⑯日本本社への意見の具申 アドミ~ 0 0% 2 67% 1 33% 0 0% 0 0% 3

2.3③生産活動の統括 ライン 0 0
0 0 0 0⑤研究開発活動の統括 ライン 0 0 0

0 0 0⑩その他 アドミー 0 0 0 0 0

0注 ライン-ライン横能の統括国連項目,スタッフ-スタ

ッフ様能の統括関連項目,アドミニ-地域のアドミニストレーション関連の項目戦略

の策定,実行｣,｢地域情報の収集｣が含まれている｡そして,グループⅢには

｢販売活動の統括｣などのライン機能の統括に関する項目,｢情報システムの統括｣などのスタ

ッフ機能の統括に関する項目,そして ｢持ち株会社機能｣などの地域のアドミニス ト

レーション機能が含まれている｡概して,比較的成果が上がっている項目には地域

のアドミニストレーションに関連する項目が多く含まれており,やや成果が上がっていると

いう項目には,スタッフ機能やライン機能の統括に関連する項目が含まれる傾向にあっ

た｡③欧州 ･製造業 (表5-3)ここでは,欧州における製造業の地域統括会社の

成果についてみていく｡ まず,グループⅠであるが,ここで上位にあがっている項目は ｢

日本本社-の意見の具申｣,｢ファイナンス業務の統括｣,｢グローバル戦略と地

域戦略の調整｣などであった｡これらの項目は,北米とは異なり,圧倒的に

｢成果あり｣という回答が多いわけではなく,｢やや成果あり｣という回答もかなりの割合

で多くみられた｡また,ここの特徴としては,｢研究開発活動の統括｣や ｢販売活動の統

括｣というライン機能の統括に関する項目も含まれていた｡



表5-3 地域統括会社の成果<欧州 ･製造業>
数字は企真数,%は回答企薫の構成比

分類 成果あり やや成果あり どちらともい鼻たい やや成果なし 成果な

し 計 平均l ⑩その他 アドミニ 1100% 0 0% 0 0%

0 0% 0 0% 1 1.00⑯日本本社への意見の具申 アドミニ 9 69% 4 3
1% 0 0% 0 0% 0 0% 13 1.31⑥ファイナンス薫務の統括 スタッフ

7 64% 4 36% 0 0% 0 0% 0 0% ll 1.36⑪グE]-Jtル戦略と地域戦略の調整 アドミニ 7 58% 5 42% 0 0% 0 0% 0 0% 12 1.42
(宣研究開発活動の統括 ライン 4 57% 2 29% 1 14% 0 0% 0

0% 7 1.57(初茶事活動 の象括 ライン ●ll 4 44% 0 0% 0 0%

0 0% ● 1.44ll⑩地域戦略の策定,実行 アドミニ 7 50% 7 50% 0 0% 0 0% 0 0% 14 1.50⑫地域情報の収集 アドミニ
7 50% 6 43% 17% 0 0% 0 0% 14 1.57②物流,流通業務の統括 ライン 4 50% 3 38% 1 13% 0 0

% 0 0% 8 1.63倫持ち株会社機能 アドミニ 5 50% 1 10% 4 40% 0 0% 0 0%
10 1.90- ー: -.-■■1-■l-- 1- 1T▼-

= Q g 現地法人にたいするモニタリンク',荘官指導 アドミニ 5 45% 54
5% 1 9% 0 0% 0 0% ll 1.64③生産活動の統括 ライン

4 40% 5 50% 1 10% 0 0% 0 0% 10 1.70⑱現地法人への情
報提供 アドミニ 5 38% 8 62% 0 0% 0 0% 0 0% 13 1.62⑨法務関連の統括

スタッフ 2 29% 4 57% 0 0% 1 14% 0 0% 7 2.00⑦情
報システムの統括 スタッフ 2 25% 5 63% 1 13% 0 0% 0 0% 8 1.88①原材料.部品調達業務の統括 (lPO機能)ライン 1 25% 1 25% 1 25% 125

% 0 0% 4 2.50⑧人事.労務業務の統括 スタッフ 1 17%

4 67% 1 17% 0 0% 0 0% 6 2.00注 ライン-ライン機能の統括関連項目,スタッフ-スタッフ機能の統括関連項目,7ド

ミニ-地域の7ドミニストレーション関連の項目業務の統括｣というライン機能の統括

に関連する項目で構成され,スタッフ機能の統括に関連する項目は含まれなかった｡ここ

ではとくに,｢持ち株会社機能｣について評価が分かれており,その成果を兄いだしていない企業が多いことがわかった｡欧州

では地域統括会社を持ち株会社にするメリットがあまりないのかもしれない｡そ

してグループⅢであるが,ここでは ｢現地法人に対するモニタリング,経営指導｣という地域のアドミニストレーションに関する機能や,｢生産活動の続括｣というライ

ン機能の続括に関する機能に混じって,｢法務関連の統括｣,｢情報システムの統括｣な

どスタッフ機能が含まれている｡全般的に欧州では,地域のアドミニストレーション機能

やライン機能の統括に関する項目で成果があったという回答が多く,逆にスタッフ機能

の統括に関する項目で,成果があったという回答が少なかった｡この点,スタッフ

機能の統括に関する項目で成果を兄いだしていた北米の製造業と大きな違いである｡

④欧



表5-4 地域統括会社の成果<欧州 ･サービス産業>
数字は企業数,%は回答企業の構成比

サービス産業.欧州 分類 成果あり やや成果あり どちらともいえない やや成果なし 成果な

し 汁 平均I④蝦売活動の統括 ライン 1100% 0 0% 0 0%
0 0% 0 0% 1 1.0⑥ファイナンス業務の統括 ス夕ツ 1100%

0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 1 1.0⑦情報システムの統括 ス夕ツ 2100% 0 0% 0 0%
0 0% 0 0% 2 1.0一- -■ --■-▲ll (隻)法務日産の統括 スタツ l 5U% l 5Ul旭 U U% l l.▼. U U%

∠ 1.ら‖Q9地域戦略の策定,実行 アドミ~ 2 40% 2 40% 0 0% 1 20%

0 0% 5 2.0⑪グロー′(ル戦略と地域戦略の調整 アドミー 2 40%
2 40% 0 0% 1 20% 0 0% 5 2.0②物流,詫通業務の統

括 ライン 0 0% 1100% 0 0% 0 0% 0 0% 1 2.0⑱地域情報の収集 ア
ドミ~ 0 0% 3100% 0 0% 0 0% 0 0% 3 2.0㊥現地法人にたいするモニタルす,荘官指導 アドミ~ 0 0% 5100% 0 0% 0 0%

0 0% 5 2.0⑧人事.労務業務の統括 ス夕ツ 0 0% 2 67% 1 33%
0 0% 0 0% 3 2.3⑩現地法人への情報提供 アドミ~ 0 0% 2 50% 2 50% 0 0% 0 0%

4 2.5⑯日本本社への意見の具申 アドミー 0 0% 4 80% 0 0% 1 20% 0 0% 5
2.4①原材料.部品調達業務の統括 (

1m 機能)ライン 0 0 0 0 0 0③生産活動の統括 ライン 0 0 0 0 0 0
(亘漸究開発活動の統括 ラ

イン 0 0 0 0 0 0⑯
持ち株会社機能 アドミ~ 0 0 0 0 0 0⑩その

他 アドミ~ 0 0 0 0 0 0注 ライン-ライン機能の統括関連項目,スタッフ-スタッフ機能の統括関連項目,7ドミニ-

地域のアドミニストレ-シヨン国産の項目いが,北米とは異なって

いる点である｡グループⅡは

,｢法務関連の統括｣だけであった｡そしてグループⅢでは ｢地域戦略の策定,実行｣や

｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣など地域のアドミニス トレーションに関する項

目が大半を占めた｡全体としては,地域のアドミニス トレーションに関する機能をも

つ地域統括会社が多く,それらの回答がやや評価が分かれていた点で特徴があった｡⑤ア

ジア ･製造業 (表5-5)最後に,アジア地域における地域統括会社の成果をみていく

｡ まず製造業からみていく｡ここではグループⅠに含まれる

項目が非常に多かった｡ しかしながら,その中でも｢成果あり｣と答えた企業の構成比が80%以上の項目をみる

と ｢ファイナンス業務の統括｣がスタッフ機能の統括の項目である以外は,｢グローバル戦略と地域戦



表5-5 地域統括会社の成果<アジア ･製造業>

｢ 分類 成果あり やや成果あり どちらともいえない Pや肋 し 成果な

し 計 平均l6フ7イナンス業務の統括 スタッフ 4100% 0 0% 0 0%

0 0% 0 0% 4 1.001グE]-′tル戦略と地域戦略の弔整 アドミニ 2100%

0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.00ち株会社機能 アドミニ
2100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.001原材料.部品調達業務の統括 (JFq機能)ライン 4 80% 1 20% 0 0% 0 0% 0 0% 5 1.

204販売活動の扶持 ライン 4 80% 0 0% 0 0% 1 20% 0 0%
5 1.608人事.労務業務の統括 スタッフ 2 67% 1 33% 0 0%

0 0% 0 0% 3 1.339､務再連の洗括 スタッフ 2 67

% 1 33% 0 0% 0 0% 0 0% 3 1.333 活動の統括 ライン

2 67% 0 0% 1 33% 0 0% 0 0% 3 1.67日本本社への意見の具申 アドミニ 3 60% 2 40% 0 0% 0 0% 0 0

% 5 1.402 淀,先遣兼務の統括 ライン 3 60% 1 20% 1 20% 0 0% 0 0% 5 1.60-....-■一m ■

■■■■r=1- i▼:I:-II 域情報の収集現地法人への情報提供 アドミニアドミニ 2 50%2 50% 2 50%2 50% 0 0%0 0% 0 0%0 0% 0 0%0 0%
44 1.501.50現地法人にたいするモニタルク●,荘官指導 アドミニ 2

50% 1 25% 1 25% 0 0% 0 0% 4 1.75川 7FI報シ

ステムの統括 スタッフ 1 33% 2 6

7% 0 0% 0 0% 0 0% 3 1.67域戦略の策定,美行 アドミニ 1 33% 1 33% 1 33% 0 0% 0 0% 3
2.005 究胃発活動の統括 ライン 0 0% 0 0% 1100%

0 0% 0 0% 1 3.00の他 アドミニ 0 0 0

0 0 0 -注 ライン-ライン機能の統括閉ま項目,スタッフ-スタッフ機能の統括国連項目,アドミニ-地域のアドミニストレーション内達の項目

活動の統括｣で構成された｡全体としてみると,他の地域よりも成果があった

という回答の多い項目が多かった｡そこには地域のアドミニストレーションに関連する項目

と,ライン機能の統括に関連する項目が上位を占めたものの,スタッフ機能の統括に関連す

る項目でも成果を兄いだ

している地域統括会社も多かった｡⑥アジア :サービス産業 (表5-6)一方,アジ

アにおけるサービス産業の地域統括会社の成果はどうであろうか｡ここでグループ

Ⅰを構成したのは,｢生産活動の統括｣(ただし,製造業ではないのでサービス-生産としての回答である)

,｢研究会発活動の統括｣,そして ｢地域戦略の策定,実行｣であった｡また,グ

ループⅡでは,｢物流 ･流通業務の統括｣といったライン機能の統括関連の項目や

｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣といった地域のアドミニス トレーションに関連した項目



表5-5 地域統括会社の成果<アジア ･サービス産業>
数字は企業乱 %は回答企業の構成比

p-ビス産業.アジア P類 成果あり やや成果あり どちらともいえない やや成果なし 成果な
し 計 平均3生産活動の統括 ーイン 2100% 0 0% 0 0%

0 0% 0 0% ～ 1.005究開発活動の洗括.<- ~イン∫ 1100%2 67% 0 0%1 33% 0 0%0 0% 0 0%0 0% 0 0%0 0% 13

1.001.33域戦略の策定,美TT ドミニl2流,藷通業務の統括
~イン 1 50% 1 50% 0 0% 0 0% 0 0% 2 1.506ファイナンス業務の洗括 クツフ 2 50% 2 50% 0 0% 0 0% 0 0% 4 1.50lグローバル戦I&と地域戦略の票整 ドミニ 1 50% 1 50% 0 0% 0 0% 0 .

0% 2 1.503現地法人への情報提供 ドミニ 1 50% 1 50%

0 0% 0 0% 0 0% 2 1.504販売活動の統括 ~イン 1 50%

0 0% 1 50% 0 0% 0 0% 2 2.00日本本社への意見の具申 ドミニ
2 50% 1 25% 0 0% 1 25% 0 0% 4 2.008人王J学籍董務の抜穂 タ､ソフ

1 33% 2 67% 0 0% l l.1. 0 0% 3 1.67ll現地法人にたいするモニタリ〃◆,荘官指導 ドミニ 133% 2 67% 0 0% 0 0%

0 0% 3 1.67域情報の収集 ドミニ 133% 133% 133%
0 0% 0 0% 32.00ち姓会計機鮭 ド三二 l?_5% ?_5

0% l25% l l.1. l l.i. 42_00‖7FI報システムの洗括 クツフ 0 0% 1100% 0 0% 0 0% 0 0%
12.009法務関連の洗括 クツフ 0 0% 2100%

0 0% 0 0% 0 0% 22.001原材料.部品串連業務の統括(lFq機能)~イン 0 0 0 0 0 0 -

その他 ドミニ 0 0 0 0 0 0 -関連する項目

は含まれなかった｡概して,ライン機能,地域のアドミニストレーション機能に関連

する項目は成果があったという傾向があったものの,スタッフ機能を中心に成果がやや

でにくい項目があったと

いえるだろう｡(2)地域統括会社において成果があった理由前節では,地域統

括会社においてどのような機能で成果があったのかをみてきた｡ここではさらに,それ

らの機能がなぜ成果があったのかその理由について尋ねてみた｡図5-1は,地域統括会

社において成果があった理由について業種ごとにまとめ,地域別に示したものである｡

まず北米をみると,もっとも回答の多かっ

た項目は ｢経営諸活動の連結による経済効果が得られたため｣であり12社あった｡

ついで回答の多かった項目は ｢地域内の現地化が進み,地域の情報が入りやすくなったため｣



れたため｣であり13社

あった｡ ついで回答の多

かった項目は ｢経営諸活

動の連結による経済効果

が得られたため｣｢経営の

現地化が進み,地域の情

報が入 りやす くなったた

め｣｢コス トの削減に成功

したため｣で,9社あった｡

そしてアジアであるが,

回答のもっとも多かった

項 目は ｢経営諸活動の連

結による経済効果が得 ら

れたため｣で7社あった｡

ついで回答の多かった項

目は,｢地域内の現地法人

に対 して有益な情報が提

供されるようになったた

め｣で6社あった｡第3位

は,｢地域統括会社に大幅

な意思決定権限の委譲が

なされたため｣であり5社

あった｡

全体としてみると,統

括のメリットをうまく引

き出せるようなマネジメ

ントをおこなうことがで

きるかどうか,そしてそ

図5-1
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また,地域統括会社の成功理由としてコストの削減をあげる企業が地域を問わず多

くあった｡当初,地域統括会社は既存の組織の上に組織を作ることから,管理コスト

の上昇が懸念された｡しかしな

がら,多くの企業でコストの削

減がなされたという回答が

あったことから,コスト面での

問題はうまく回避されてきて

いると考えることができる｡こ

の点については,今後さらに調

査していきたい｡

(3)地域統括会社において

成果がなかった理由

ここでは,(1)において成果

がでなかった項目についてそ

の理由を尋ねてみた｡図5-2は

地域統括会社において成果が

でなかった理由をまとめたも

のである｡ ただし,ここで示し

た回答の中には,｢成果なし｣

あるいは｢やや成果なし｣とい

う回答でな くても,記入の

あった回答も含めている｡ そ

の理由は,この質問に対する

回答が少なかったことと,記

入のあった企業では,その理

由による問題を抱えていると
ヽ

思われたからである｡

まず,北米をみると回答の

図5-2
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もっとも多かった項目は ｢海外現地法人が製品事業部と直接連絡をとっているため｣

であり,4社あった｡ついで ｢海外現地法人が本社と直接連絡をとっているため｣と

｢地域統括マネジメントの経験不足のため｣が3社あった｡

欧州では,もっとも回答の多かった項目は ｢地域統括マネジメントの経験不足のた

め｣であり,そのほかは ｢管理階層が1つ増えたことにより管理コストが上昇したた

め｣｢地域続括会社の費用の負担をめぐる混乱のため｣が1社ずつあった｡

アジアでは,｢地域統括マネジメントの経験不足のため｣という回答が2社,｢海外

現地法人が本社と直接連絡をとっている｣と ｢海外現地法人が地域続括の必要性を感

じていないため｣という回答が1社ずつあった｡

このように,全体的に回答数が少ないため,はっきりしたことは述べることはでき

ないが,全体を通して,経験不足をあげる企業が多かった｡また,北米では,海外現

地法人が地域統括会社を通さず,直接本社や製品事業部と連絡をとっており,それが

地域統括をうまくいかない理由となっており,北米での地域統括会社のあり方を考え

る1つの手がかりになると思われる｡
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6.地域統括会社の今後の展開

(1)地域統括会社の今後の展開

これまで,われわれは地域統括会

社の特徴や,その成果についてみて

きた｡そこで最後に,この地域統括

会社が今後,どのような方向に進ん

でいこうとしているのか,検討する｡

図6-1は地域統括会社の今後の展開

について,地域ごとにまとめたもの

である｡

まず北米についてみていく｡ こ こ

では ｢統括機能を強化する｣と回答

した企業が4社,｢現状維持｣と回答

した企業が7社あった｡一方,｢意味

のある統括機能だけを残す｣という

回答も4社あった｡これはあとでみ

る他の二地域とは異なり比較的回答

が多かった項目であり｡ これは,北

米の地域統括会社の今後の展開にお

ける特徴を示しているかもしれない｡

すなわち,これまでみてきたように,

北米の地域統括会社はスタッフ機能

の統括と地域のアドミニス トレー

ション機能を中心に業務をおこない,

成果を上げてきた｡また,北米の現

地法人は直接本社や製品事業部と連

絡を取る傾向もある｡このことから,

今後も北米における地域統括会社は

図6-1 地域統括会社の今後の展開
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全面的な統括をおこなうつもりはなく,コスト面での効果をねらった統括組織であっ

たり,現地法人にたいする助言的な組織にとどまる可能性が高いと考えられる｡

つぎに欧州であるが,ここでは ｢統括機能を強化する｣という企業が9社,｢現状推

持｣が9社となっている｡ これまでみてきたように,欧州では一部のライン機能も含

めた本格的な統括機能をもつ地域統括会社が多かった｡今後も,欧州では経済統合が

進むと予想されるなか,より完成度の高い地域統括会社に発展する可能性がある｡

そしてアジアであるが,ここでは ｢統括機能を強化する｣と答えた企業が電気 ･電

子産業を中心に7社もあった｡アジアは,北米,欧州といった地域と異なり,国によっ

てさまざまな制度が存在している｡ こういった状況においては,北米や欧州とは違っ

た意味で続括会社の重要性が増す｡つまり,それぞれの国に関する情報を,進出を予

定しているあるいは進出している事業部が別々に情報収集していては効率が悪い｡む

しろ地域統括会社が一括して情報管理をする方がはるかに効率が良くなる場合が多い｡

そういった意味から,今後アジアの地域統括会社が機能を強化する方向にあるといえ

るのではないだろうか｡これからはアジアの地域統括会社の重要性がさらに増してく

ると考えられる｡

(2)地域統括会社が今後重視する機能

では,各地域統括会社が今後重視する機能は何であろうか｡ここでは,今後地域統

表6-1 北米の地域統括会社が今後重視する機能,重視しない機能 (複数回答)

(社)電気 自動車 そ

の他製造 サービス分類 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重複 重視する しない する し
ない する しない する しない る合~しない合計⑥フ7イナ

ンス業務の統括 スタッフ 3 0 3 0 4 0 2 012 0⑪グE]-パル戦略と地域戦略の調整 アドミニ 4 0 2 0 3 0
1 010 0⑩地域戦略の策定,実行 アドミニ

4 0 2 0 2 1109 1⑦情報システムの
統括 スタッフ 3 0 2 0 3 000 8 0⑩地域情報の収集 アドミニ 2 0 1 0 5 000 8 0⑱現地法人への情報提供 アドミニ 2 2 1 0 5 000 8 2

⑯日本本社への意見の具申 アドミニ 2 1 1 0 4 010 8 1①原材料.部品調達業務の統括 (lPO機

能)ライン 2 12 0 2 0107 1⑧人事.労務業務の統括
スタッフ 3 0 l l2 0107 1⑨法務関連の統括 スタッフ 3 010 2 0107 0⑭現地法人にたいするモニタリ〃◆,荘官指導 ア
ドミニ 2 100 4 0107 1⑯持ち株会社機能 アドミニ 2 010 4 0007 0②物流,流通業務の統括 ライン l l10



括機能を強化する,維持する,あるいは統括をして意味のある機能だけを残すと回答

した企業に,どの機能を重視し,どの機能を重視しないのかについて尋ねた｡表6-1,

6-2,6-3は,地域統括会社が今後重視する機能を,重視するという回答が多かった順

に並べたものである｡

まず北米 (表6-1)をみると,一番回答が多かったのは ｢ファイナンス業務の統括｣

であった｡次いで回答の多かったのは ｢グローバル戦略と地域戦略の調整｣｢地域戦略

の策定,実行｣であった｡逆に重視するという回答の少なかったものには ｢生産活動

の統括｣や ｢販売活動の統括｣などライン機能の統括に関連するものが多かった｡こ

のように北米では,今後,スタッフ機能の統括に関連するものや地域のアドミニスト

レーションに関連する機能を重視する傾向にあり,ライン機能の統括は重視しないこ

とがわかる｡ 上述したように,北米の地域統括会社はすべてを備えたような統括 ｢本

社｣になる可能性は低いようである｡

つぎに欧州 (表6-2)をみてみると,ここでも回答がもっとも多かった項目は ｢ファ

イナンス業務の統括｣であった｡この項目は成果が上がっていると答えた企業も多く,

今後もこの機能を強化することによって更なる成果を上げようと考えているようであ

る｡ つぎに回答が多かった項目は ｢地域戦略の策定,実行｣,｢現地法人に対するモニ

タリング,経営指導｣であった｡後者は北米では重視するという回答の少なかった項

目であり,今後の欧州地域の統括会社の発展の方向性を示すポイントといえるかもし

れない｡すなわち,欧州では傘下に多くの現地法人をおさめ,地域におけるマネジメ

表6-2 欧州の地域統括会社が今後重視する機能,重視しない機能 (複数回答)

(社)電気 自動車 そ

の他製造 サービス分類 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重視 重視する しない する し

ない する しない する しない る合-しない合計⑥77イナンス美希の統括 スタッフ 4 03 06 03 016 0⑩地域戦略の策定,実行 アドミニ 4 02 06 03 1 15
1⑭現地法人にたいするモニタリガ ,荘官指導 アドミニ 3 02 06 04 015 0⑪グロー′tル戦略と地域戦略の調整 ア

ドミニ 4 02 0 5 03 1 14 1⑩現地法人への情報提供 アドミニ 4 02 0 5 02 1 1
3 1⑦情報システムの沈積 スタッフ 4 01 03 04 012 0⑩地域情報の収集 アドミニ 3 02 04 03 012 0②物流,詫通業務の統括 ライン 4 0 1 04 1 1 010 1

⑯日本本社への意見の具申 アドミニ 3 02 04 0
l l10 1④販売活動の統括 ライン 3 0

2 03 1 10 9 1⑯持ち株会社機能

アドミニ 2 11 0 5 1 10 9 2⑤研究開発

活動の統括 ライン 2 13 02 1 007 2③生産活動の統括 ライン 2 02 02 2 006 2



ントを統括していこうということである｡ このことは,｢物流,流通業務の統括｣や｢販 `

売活動の統括｣などのライン機能の統括も重視していこうと考える企業も多いことか

らもいえるだろう｡

そしてアジア (表6-3)であるが,ここでも回答のもっとも多かったものは ｢ファイ

ナンス業務の統括｣であり,同数で ｢地域戦略の策定,実行｣がある｡ 次いで回答の

多かった項目は ｢地域情報の収集｣と｢グローバル戟略と地域戦略の調整｣であった｡

ここでもスタッフ機能の統括の関連項目と地域のアドミニストレーションに関する項

目が多かった｡ここでの特徴は ｢地域情報の収集｣が上位にあり,｢現地法人に対する

モニタリング,経営指導｣という項目も回答が多いことから考えると,地域統括会社

が中心となって地域のマネジメントを遂行していこうと考えているようである｡ ただ

し,アジアは日本との距離も近いことから,地域統括会社が日本本社と一緒になって

現地での事業活動の支援をおこなっていく場合も考えられる｡

(3)地域統括を縮小する理由

一方,地域統括業務を縮小する理由は何であろうか｡表6-4は地域統括業務を減ら

すと回答した企業が考えている理由についてまとめたものである｡

この表をみるとまず北米では,｢管理コストが上昇したため｣と回答した企業が2社,

その他が2社であった｡また欧州では,｢日本本社の経営方針の変更｣と回答した企業

表6-3 アジアの地域統括会社が今後重視する機能,重視しない機能 (複数回答)

電気 自動車 その他製造 サ-ビ

ス 1分類 重視 重視 ･=;二 ==i二 二= iこ こ二i二 重視 重視 重視 重視す る しない する しな い す る しな

い す る しない る合一 しな い合 計地域戦曙の策定,美行⑥ファイナンス業務の統括 アドミニスタッフ 5 1 0 0 Z O 4 0 ll 16 0 0 0 1 0 4 0 ll

0⑩地域情報の収集 アドミニ 5 0 0 0 1 0 4 0 10

0⑪グロ-′{ル戦略と地域戦略の調整 アドミニ 5 0 0 0 1 0 4 0

10 0⑭現地法人にたいするモニタlr/5',荘嘗指導 ア
ドミニ 4 1 0 0 1 0 4 0 9 1⑱現地法人への情報提供 アドミニ 5 0 0 0 1 0 3 0

9 0⑦情報システムの統括 スタッフ 6 0 0 0 1 0 2 1 9

1⑨法務関連の統括 スタッフ 5 0 0 0 0 1 3 0

8 1①原材料 .部品調達業務の統括 (IR)楼能)
ライン 5 1 0 0 1 0 2 0 8 1⑯日本本社への意見の具申 アドミニ 4 1 0 0 0 1 3 0

7 2④販売活動の統括 ライン 3 1 0 0

2 0 2 1 7 2②物流,詫通業務の統括 ライン

4 1 0 0 1 0 2 1 7 2⑧人事 .労務業務の統括 スタッフ 4 0 0 0 0 1 2 2 6



が1社,その他が2社あった｡ そしてアジアでは,その他が2社であった｡

ここではもともと地域統括会社を縮小すると考えている企業が少なかったことから

回答数が少なく,全体的な傾向を述べることはできない｡しかしながら,強いてその

傾向を述べるならば,それぞれ組織の変更,あるいは地域統括会社の役割の見直しと

いった意味あいで今後の地域統括会社のあり方を探っているように思われる｡

表6-4 地域統括会社が機能を縮小する理由 (複数回答)
<北米> (社)

電気 自動車 その他製造 サ-ビス

①地域による区別が無意味になって書たため 0 0 0 0②地域にとらわれないグロ-/tルな生産の相互補完体制を構築するため 0 0 0 0③指揮命令系統の混乱 0 0 0 0④日本の製品事業部の影響力が強すぎる

ため 0 0 0 0⑤まだ海外生産比率が低く,地域戦略という段階で

ないから 0 0 0 0⑥管理のコストが

上昇したため 1 0 1 0⑦地域統括のマネジ

メントの姪浜不足 0 0 0 0⑧日本の

本社の荘官方針の変更 0 0 0 0㊥E]本の本社の荘官状態が長くないため 0 0 0 0
⑩

その他 1 1 0 0※その他-地方分権化<欧州>

(社)電気 自動羊 その他 製 造 サ -ビス①地域による区別が無意味になってきたため 0 0 0 0

0 00 00 00 00 00 00 10 00 1②地域にとらわれ

ないグロ-/iルな生産の相互

補完体制を構築するため 0 0⑨指揮命令系統

の混乱 0 0④日本の製品事業部の影響力が強すぎるため

0 0⑤まだ海外生産比率が低く,地

域戦略という段階でないから 0 0⑥管理のコストが上昇したため 0 0
⑦地域統括のマネジメントの軽境不足 0 0
⑧日本の本社の

荘官方針の変更 0 0㊥日本の本社の定常状態が長くないため 0 0⑩その他 1 0その他=今までの縦割りの地域統括からグローJ{ルな横割りの統括に進むため,EU統 合熟がさめた

<アジア>

(社)電気 自動車 その他製造 サ-ビス①地域による区別が無意味に

なってきたため 0 0 0 0②地域にとらわれないグロ-′iルな生産の相互補完体制を

構築するため 0 0 0 0③精薄命令系統の混乱 0 0 0 0④日本の製品事業部の影響力が強すぎるため 0 0 0 0⑤まだ海外生産比率が低く,地域戦

略という段階でないから 0 0 0 0⑥

管理のコストが上昇したため 0 0 0 0⑦地域統括のマネジメント

の姪浜不足 0 0 0 0⑧日本の本社の荘官方針の変更 0 0 0 0㊥日本の本社の



まとめ

本調査の目的は,日本企業の地域統括会社に直接アンケートをおこなうことによっ

て,地域統括会社の実態を探ろうというものであった｡本報告書は,このアンケート

調査の結果をまとめたものである｡

われわれは,このアンケート調査を分析した結果,つぎにような結論を導くことが

できた｡すなわち,｢以前に比べると,地域統括会社の地域ごとの役害は 明ゞ確になって

きている｣というものである｡

では,それぞれの地域の地域統括会社の役割とはどのようなものであろうか｡われ

われは,その役割をつぎにように仮定してみた｡すなわち,北米における地域統括会

社は現地法人-の助言機構であったり,コスト面で効果のある部分の統括をおこなう

組織である｡ また,欧州における地域統括会社は,本格的な地域統括会社として現地

法人の先頭にたって地域のマネジメントをおこなう組織である｡ そして,アジアにお

ける地域統括会社は,地域内での事業推進に関する情報を提供したり,人材をトレー

ニングするなど,各事業部の事業を推進するための地域の拠点となる組織である｡

これが本アンケート調査の分析から導くことのできた結論である｡ しかしながら,

これは筆者の偏見によるものかもしれない｡したがって,われわれの今後の課題は,上

記の仮定を検証していくことにある｡
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集計結果

l.回答企業の基礎デ-夕
2.地域統括会社の概要

3.地域統括会社のマネジメント組織

4.地域統括会社の費用

5.地域統括会社の成果

6.地域統括会社の今後の展開

※なお,一部,本文中の表と重複するため省略したものもある
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1.貴社名,御住所,御担当社名,aI所属 (役鞍),aI連絡先をご巳入ください｡

一省略-

2.貴社の概要についてお尋ねします｡

2-1.貴社は地域統括をおこなっていますか｡

<北米>

電気 .電子 自動車 その他製造 サービス 全

体1地域統括のみをおこなう現地法人 (地域統括会社) 4 2 5 1

122 産関連の現地法人であるが,地域統括機能も持っている

1 0 1 1 33販売関連の現地法人であるが,地域統括機能も持ってい

る 0 0 1 1 24 統括会社ではない.あるいは地域統括棲能をもっ

ていない 0 0 2 0 25地域統括機能をもっていないが,現在準億中である 0 0
1 0 16 の他

0 1 1 0 2合 計 5 3 11 3 22その他-統括 ･

販売 ･R&Dをもつ(1社),持ち株会社(1)<欧州> (

社)電気 .電子 自動車 その他製造 サービス 全体1地域統

括のみをおこなう現地法人 (地域統括会社) 1 2 3 2 82 産関

連の現地法人であるが,地域統括棲能も持っている 1 0 0 0 13販売関連の現地法人であるが,地域統括機能も持っている 1 1 2 1 5

4地域統括会社ではない.あるいは地域統括横能をもっていない 0
1 5 2 85地域統括棲能をもっていない

が,現在準備中である 0 0 0 0 06 の他 2 0 3 3 8合 計 5 4 13 8 30その他 =生産+販売+開

発+統括(1社),技術やR&Dに関する統括(1),駐在員事務所のステータスで地域統括(1),製造+販売(l),開発+統括(l)

,サービス関連 :対外的には一事業部だが社内的には欧州統括棲能をもつ別組織(l),持ち株会社(l)<アジア>

(社)電気

.電子 自動車 その他製造 サービス 全体1地域統括のみをおこなう現

地法人 (地域統括会社) 1 0 0 2 32 産関連の現地法人であるが

,地域統括捷能も持っている 0 0 0 1 13販売関連の現地法人であるが,地域統括機能も持っている 2 0 1 1 44地域統括会社ではない.あるいは地域統括嶺能をもっていない｡

5地痩統括機能をもっていないが,現在準備中である｡ 0 0 0 00 1 2 1 046 の他 3 0

1 0 4合 計 6 1 4 5 16その他-製造+販売(2),国際調達+物流戦略+7-ケティン5'+統括(l),統括+持ち株 +

輸出(l)212.貴社が設立されたのはいつですれ 設立したときと地域洗括を開始

した時をご記入ください｡また,統括範日を国名でお答えください｡設立された年
統括を開始した年<北米> (社) <北米> (年

)設立年 電気.電子 自動車 そ
の他製造サービス 全体-1

969 0 0 1 0 1970-1974 1 0 0 0 1

975-1979 0 1 0 0 1980-1984 2 0 3 1
6985-1989

1 2 2 2 7990-1994 1 0 1 0 2995-19
97 0 0 0 0 0合 計 5 3 7 3 18 統括開始年

電気.電子 自動車 その他畢造サーピ
全体-1969 0 0 0 0

01970-1974



<欧州> (社)

設立年 電気.電子 自動車 その他製造サービス 全
体-1969 0 0 0 0 0970-1974 1 1 0 0 2975-197

9 0 0 0 0 0980-
1984 1 0 0 2 3985-1989 1 2 3 2 8

990-1994 2 0 5 1
8995-1997 0 0 0 0
0合 計 5 3 8 5 21<アジア> (

社)設立年 電気.電子 自動車 その他製造サービス 全
体-1969 0 0 0 0
0970-1974 1 0 0

1 2975-1979
0 0 0 1 1980-198

4 1 0 0 0 1985-1989 1 0 0 2

3990-1994 2 0 1 0 319

95-1997 1 0 1 0 2合 計 6 0 2 4 12

2-3,貴社はなぜ設立さ
れたのですか｡あるいは,なぜ地域統括をおこなうようになったのですか｡(

複数回答可)<北米> <欧州> (

社)括開始年 電気.電子 自動車 その他製造サーピ 全体

1969 0 0 0 0 01970-1974 1 0 0 0 1975-1979 0 0 0 0

0980-198
4 0 0 0 1 1985-1989 1 1 2 2 6

1990-1994 3 2 5 2 121995-1997 0 0 1

0 1合 計 5 3 8 5 2

1<アジア>
(社)括用始年 電気.電子 自動車 その他製造

サービ 全体1969 0 0 0 0 01970-1974 0 0 0 0 0
1975-1979 0 0 0 0 019

80-1984 0 0 0 0 01985-1989 2 0 0 2 41990-1994 3 0 1 1 5
1995-1997 1 0 1 1 3

合 計 6 0 2 4 12電気 .電子 自動車 その他製造サービス
全体1増大した現地法人を効率的に管理す

るため2 域単位で戦略を立案する必要が生じたため 3 3 2 14 2 2 1 99

3 膏の現地化を促進するため 2 1 4 2 94 域での荘官活動を拡大するための拠点を必要

としたため 3 0 2 2 75 域澄済圏の形成に対応するため 3 0 0 0 36現地法人から地域統括の要望が出されたため 1 0 0 0 1

⑦その他 1 0 0 0 1その他-米国内の荘官戦略の統一(l),連括納税メリ ッ トを受 ける こ となど を目的として設立(

l)<欧州> (社)

電気.電子 自動車 その他製造サービス 全

体1増大した現地法人を効率的に管理するため2 域単位で戦略を立嘉する必要が
生じたため 3 ■3 4 24 3 5 4 12163 官の現地化を促進するため 2 2 1 1 6

4 域での荘官活動を拡大するための拠点を必要としたため 1 0 3 1 55 域撞済圏の形成に対応する
ため 2 1 4 2 96現地法人から地域

統括の要望が出されたため 0 0 0 0 07 の他
1 0 1 0 2その他-財務･人事,物詫･荘官企画の一元管理(1),地域に甥他法人を設立･買収し

たため(l)<アジア> (

社)電気.電子 自動車 その他製造サービス 全体1増大した現地法人を効率
的に管理するため 3 0 1 2 62 域単位で戦略を立案する必要が生じたため 4 0 1 3

83 官の現地化を促進するため 4
0 0 1 54 域での荘官活動を拡大するための拠

点を必要としたため 6 0 1 2 95 域捷済圏の形成に対応するため 1 0 0 2
36現地法人から地域洗靖の要望が出されたため 0 0 0 0 0

7 の他 0 0 1 0 1
その他-地域に現地法人を設立.買収したため(1),財務,人

事,物充,荘官企酉の一元管理(l)2-4.貴社の規

模をお教えください｡全塾蔓貞<北米> (人)
∩_i_≡.il 電気.電子 自動圭 そ の 他塑造サービス 全体
1-10 2 0 1 0

3-



<欧州> (人)

全従美員数 電気.電子 自動車 その他製造サービス 全
体1-10 0 0 2

2 4-50
2 0 2 0 4-100 0 0 0 0 0

-500 0 2 2 3 7
-1000 1 1 2 0

41001以上 2 0 0 0

25 3 8 5 21<アジア> (人)▲P.-:.-I 電恵 .電子 自動圭 そ の 他 戴 遭サ-ビス
今位1-10

0 0 1 2 3-50
1 0 0 0 1-1

00 1 0 0 0 1-500 1 0 0

2 3-1000 3 0 0 0 3

1001以上 0 0 1 0 16 0 2 4 12

傘下現地法人敦からみた地嚇 括会社の規模北米 (社
)下現法致 電気.電子 自動圭 その他製造サービ

ス 全体0- 5
2 0 4 1 76-10 2 2 1 0 5

1-20 1 1 1
1 41-30 0 0 0 1

11-40 0 0 1 0 11-50 0 0 0 0

01以上 0 0 0 0 0汁 5 3 7 3
18均 7.8 9.3 10.7 12 9

.8欧州
(社)下現法致 電気.電子 自動圭 その他丑造サ-ビス 全体

0- 5 0 0 4
2 66-10 0 1 3 1 5

1-20 4 0 0 2 61-30 0 2 °1 0 3

1-40 1 0 0 0 11-50 0 0 0 0
01以上 0 0

0 0 0汁 5
3 8 5 21均 18.4 19.7 8 9.2 12.4 <欧州>

(人)担当従業員数 電気.電子 自動車 その他養造サー

ビス 全体1-5 0 0 4 4 8-10 1 0 1 0 2-50 3 1 2 1 7
-100 0 0 0 0 0101以上 1 2 0 0 3

5 3 7 5 20<
アジア> (人)担当従巣員数 電気.電子

自 圭 その他製造サービス 全体1011-1以-5

1 0 1 20 1 2

0 0 00 0 00 0 0

410 1
450 2
200

1 1上 0 0
5 0 2 4 ll

アジア
(社)下現法鼓 電気.電子 自動圭 その他製造サービス 全

位0- 5 0 0 1 0 16-10 3 0 0 2 5

ll-20 1 0 1 1 31-30

0 0 0 1 131-40 0 0 0 0 0･1-50 2 0 0 0 251

以上 0 0 0 0 0R計 6 0 2 4 12均 19.

5 0 6.5 15.5 162-5.貴社の主な業務は何で
すか計画時に予定していた業務と実際におこなっている兼務とを分

けてお答え くだ さ い ｡北米 ()内数字地域統括会社の設立時に予
定していた機能 (社)電気.電子 自動車 その他載 造 サ-ビス 全体

1原材料.部品弔連美務の統括 (lFq機能) 2 (0) 0 (1) 1 (1)

1 (1) 4 (3)2 泳,流通業務の統括 1 (1) 0 (0) 1 (

1) 1 (1) 3 (3)3 活動の統括 1 (2) 1 (1) 0
(0) 0 (0) 2 (3)4販売活動の統括 0 (0) 2 (2)

1 (1) 2 (2) 5 (5)5 究胃発活動の統括 0 (1) 1 (2) 0 (0)

0 (0) 1 (3)6ファイナンス業務の統括 4 (2)
3 (3) 7 (5) 2 (1) 16 (l l)7II報システムの統括 4

(1) 2 (2) 2 (2) 2 (2) 10 (7)8人事.労務業務の統括 4 (1) 1 (1

) 3 (3) 1 (1) 9 (6)9 務関連の統括 4 (1) 2 (2) 3
(3) 1 (1) 10 (7)域戦略の策定,実行 3 (1

) 2 (2) 3 (2) 2 (2) 10 (7)グロ-J{ル戦略と地域戦略の弔整 3 (1) 1 (1



欧州 ()内数字は地域統括会社の設立時に予定していた機能 (社)

電気.電子 自動車 その他製造 サービス

全体1原材料.部品調達業務の統括 (lPO機能) 1 (0) 0 (0) 3 (3)
0 (0) 4 (3)2 淀,淀通業務の統括 3 (1) 2 (2) 3

(2:- 1 (1) 9 (6)3 産活動の統括 4 (2) 3 (
3) 3 (3:I 0 (0) 10 (8)4販売活動の統括 4 (

1) 3 (3) 2 (2:I 1 (1) 10 (7)5 究開発活
動の統括 3 (1) 1 (1) 3 (2) 0 (0) 7 (4)6ファイナンス薫務の統括 3 (2) 2 (2) 6 (6) 1 (1) 12 (ll)

7I7報システムの統括 4 (3) 2 (2) 2 (2:I 3 (3)
ll (10)8人事.労務業務の統括 3 (1) 2 (2)

1 (1:l 3 (3) 9 (7)9法務関連の統括 3 (2) 2
(2) 2 (2) 2 (2) 9 (8)域戦略の策定,美行 4 (1) 3 (3)
7 (5 ) 5 (4) 19 (13)1グローJtル戦略と地域戦略の舞整 4 (2) 3 (3) 5 (4) 5 (5) 17 (14)

域情報の収集 5 (2) 3 (3) 6 (5) 3 (4) 17 (14)現地法人への情報提供
5 (2) 3 (3) 5 (4) 4 (3) 17 (12)現地法人にたいするモニタlr/5',荘営指導 3 (1) 3 (3) 5 (4:

I 5 (4) 16 (12)日本本社への意見の具申 5 (2) 3 (3) 6 (4) 5 (4) 19 (13)
ち株会社機能 2 (1) 2 (2) 6 (5:I 0 (0)

10 (8)その他 (-達宕決算) 0 (0)
0 (0) 1 (1) 0 (0) 1 (1)均 ll.2 12.3 8.25

7.6 9.4アジア ()内数字は地域統括会社の設立 に予定してい
た機能 (社)電気.電子 自動車 その他製造 サー ビ

ス 全体1原材料.部品調達薫務の統括 (lPO楼能) 4 (4)
0 (0) 1 (1) 0 (0) 5 (5)2淀,流通業務の統

括 5 (5) 0 (0) 0 (0) 2 (2) 7 (7)3生産活動
の統括 2 (1) 0 (0) 1 (1) 2 (2) 5 (4)4販売活動の統括 3 (3) 0 (0) 2 (2) 2 (1) 7 (6)

5究開発活動の統括 1 (1) 0 (0) 0 (0) 1 (1

) 2 (2)6フ7イナンス業務の統括 3 (3) 0 (0)

1 (1) 4 (4) 8 (8)7FIシステムの統括 3 (2) 0 (0)

0 (0) 1 (2) 4 (4)8人事.労務業務の統括 3
(3) 0 (0) 0 (0) 3 (2) 6 (5)9､務田達の統

括 3 (2) 0 (0) 0 (0) 2 (2) 5 (4 )域戦略の策定,美行 3 (3
) 0 (0) 0 (0) 3 (4) 6 (7)グロ-Jtル戦略と地域戦略の調整 1 (3) 0 (0) 1 (1) 2 (3)

4 (7)域情報の収集 4 (3) 0 (0) 0 (0

) 3 (2) 7 (5)現地法人への情報提供 3 (3) 0 (0) 1 (1) 2 (2)

6 (6)現地法人にたいするモニタリン5',荘官指導 3 (3) 0 (0) 1 (1) 3 (3) 7 (

7)日本本社への意見の具申 4 (3) 0 (0) 1 (1) 4 (4) 9 (8)

ち株会社機能 1 (1) 0 (0) 1 (1) 3 (3) 5 (5

)その他 0 (0) 0 (0)

0 (0) 0 (0) 0 (0)均 7.7 0

ら 9.3 7.82-6.貴社では,地域扶持業務を実際にどこでおこなっていますか｡
北米

(社)電気.電子 自 圭 そ

の他製造サービス 計①地域
扶持会社 5 21

0 6 31 00 0
16②地域内の他の現地法 0



217.貴社は現地El政府から優遇税制などを受けられる地域萩括会社に関する制度の善用を受けていますか｡
北米 (社)

電気.電子 自動車 その他製造サービス
計①受けている 0 0

0 0 0② 受 け て い な い 5 3 7 3 18

合 計 5 3 7 3 18欧 州

(社)電気,電子 自動車 その他草道サービス 汁

0)受けている 2 0 1 0
3②受けていない 3 3 7 5

18合 計 5 3 8 5 21ア

ジア (社)電気.電子 自動車 その他製造サービス 計

0)受けている

3 0 0 0 3②受けていない 3 0 2 4 9合 計

6 0 2 4 123.地域統括会社のマネジメント
組織についてお尋ねします｡3-l.貴社の社

長の四海は次のうちどれですか｡北米 電気.電
子 自動幸 その他製造サービス 計1日本

5 3 7 20 0 10 0 00 0 0 17

2 域統括会社のおかれている国の出身 0

13 域統括会社のおかれている地域の出身 0 04 の地域の出身 0

0合 計 5 3 7 3 18欧州

(社)電気.電子 自
動手 その他製造サービス 計1日本

4 3 7 50 1 00 0

00 0 0 19
2 域洗括会社のおかれている国の出身 1 23 域統括会社のおかれている地域の

出身 0 04 の地域の出身 0

0合 計 5

3 8 5 ～1アジア (

社)電気 .電子 El動軍 その他草道サービス

計1日本 6 0 2 4 122 域統括会社のおかれている国の出身 0 0 0 0 03 域統括

会社のおかれている地域の出身 0 0 0 0 04 の地域の出身 0 0 0 0 06 0

Z 4 123-2 上T7の茸同で②③④

を選択された方にお尋ねします｡貴社の社長はどのようなキャリ7をお持ちですれ北米

(社)電気.電子 R 手 その他畢遷サービス 計

1はじめから社長とし

て採用された 0 0000 0 00 10 00 0 02 域内での内部昇格によっ

て社長ポストに就いた 0 13 地域のマネジャーから昇格して社長ポストに就いた

0 04 の他 0 0合 計 0 0

0 1 1欧州

(社)電気.電子 自動車 その他製造サービス 汁1はじめから社長として採用された 0 0 1 0 12 域内での内部昇格によって社長
ポストに就いた 1 0 0 0 13 地域のマネ

ジャーから昇格して社長ポストに就いた 0 0 0 0 04

その他 0 0 0 0 0合 計 1 0 1 0 2アジア



3-3 貴社の社長の常駐場所はどこですか｡
北米 (社)

電気.電子 自動車 その他製造 サービス

汁1日本本社2 嚇 括会社 2 1 3 13 1 4 2
7103 の他

0 1 0 0 1合計 5 3 7 3 18

その他-域内現地法人欧州

(社)気.電子 自動車 その他製造 サービス
計1日本本社 0 0 1 0
12 域扶持会社 5 3 6 4 18

3 の他 0 0 1 1 2合計 5 3 8 5 21
その他-欧州本部 (駐在),米州地域と兼務のためNY駐在

3-4 貴社の社長の,日本本社での役職は何ですか｡北米 アジ

ア
(社)電気 ,電子 日動軍 その他等雇サービス
汁1日不不社

U U U ∠ ∠2域統括会社 6 0 2 2

103の他 0 0 0 0 0合計
6 0 2 4 12その他-域内現他法人

電気.電子 自動車 その他 製 造 サ

-ビ ス 計1 長

,会長 1 0 3 0 42副社長 0 0 0 1

13専務,常務,蛸 役 3 3 2 1 9

4 長

1 0 0 1 25日本の本社では役職をもっていない 0 0 2 0

26その他 0 0

0 0 0合計 5 3 7 3 18

州 (社)

電恵 .電子 自動圭 その他丑遭サ-ビス 計1 長,会長 0 0 0 0 0
2副社長 0 0

0 0 03専務,常務,取締役 3 3 3 3 124 長 2 0 4 1 75日本の本社では役職をもっていない 0 0 1

1 26 の他 0 0

0 0 0合計 5

3 8 5 21アジア (社)
電気.電子 自動車 その 他 製 造サービス

汁1 長,

会長 0 0 0 1 12副社長 0 0 0 0 03専務,

常務,蛸 役 1 0 0 2 34 長 2 0 1 0 35日本の本社では役

職をもっていない 2 0 0 1 36その

他 1 0 1 0 26 0 2 4 12その他-理事

3-5貴社はどこに対して報告義務をもっ
ていますか (複数回答)北米

(社)電気.電子 自 手 その

他製造サ-ビス 計1 社の社長 4 3 5 35 16 3

1 01



欧州 (社)
電気 .電子 自動車 その他製造サービス

計1 社の社長 3 2 5 0
102 社の海外事業担当役員 4

2 3 4 133 社の国際事業部 (海外事業部)
2 2 4 2 104日本の製

品事業部 0 1 2 0 35E]本の販売事業部 0

1 3 0 46 の他 1 1 3 0 5その他-荘官企酉皇(l),関連事業部(l), 研究 再発本部(1), 本社 .中央研究書･各事業部(1),

社長 ･副社長.専務よりなる荘 官会議 (l)アジア (社)
電気.電子 自動車 その

他製造サービス 汁1 社の社長
1 0 1 1 32 社の海外事業担当役員 4
0 1 2 73 社の国際事業部 (海外事業部) 1 0 1 3 5

4日本の製品事業部

1 0 0 0 15日本の販売事業部 1 0 1 0 26 の他 3 0 0 1 4その他-本社+荘官戦略担当役員(l),内容
によって異なる(l),地域本部長+業務本部など(l)各営業部門 (本社)(1)

3-6 貴社の傘下にある現地法人は護に対して報告義務をもっていますか｡(複数回等)
北米

(社)電気.電子 自 手 その他製造サービ
ス 計1 嚇 括会社 (地域統括本部も含む)

4 2 5 32 3 21 3 0

0 1 00 2 0 142

社の国際事業部 (海外
事業部) 1 83日本の製品事業部 3

74日本の販

売事業部 2 35 の他 1

3その他-日本のSBUと地域統括の両方 (

1), 取持 役 会 (1)欧州 (社)
電気 .電子 自動車 その他製造サー

ビス 汁1 域統括会社 (地域洗括本部も含む) 5

3 7 5 202 社の国庶事業部 (海外事業部) 2 2 5 3 123日本の製品事

業部 1 0 2 0 34日本の販売事業部

1 0 1 0 25 の他 0 0 0 0 0アジア (

社 )電 気 .電子自 幸 その他製造サービス
1 域統括会社 (地域洗括本部も含 む )

4 0 1 40 0 30 0 10 0 10 0 0 12 社のEl際事業部 (海外事業部) 23日本の製品事業部 4
4

日本の販売事業部 25

の他 1その他-財希部

3-7 地域の荘官についておたずねします｡つぎの項目に関して重要な役割を担っている組練はどこですか｡権限の大きな願に寺号

をご記入ください｡一省略 (本文中華考のこと)

-4-l,貴社の出



欧州 (社)

電気.電子 自動車 その他製造サ-ビ

ス1日本本社の100%出資 4
2 4 42日本の本社と現地法人の出資

0 1 1 03 の統括会社の100%出資 0 0 0 1
4 の他 1 0 3

0合計 5 3 8 5その他=粧ZE員事務Jnl),日本本社8U% .日本の少歌株王∠U%tl),日本

不社のアジア (社)

電気.電子 自動車 その他 造サービス1日本本社の100%出資 6 0 2 4

0002日本の本社と現地法人

の出資 0 0 0
3 の統括会

社の100%出資 0 0 04 の他 0 0 06 0 2 4 100%出資持ち株会社の

出資(2)4-2.貴社の捷軌まどのように賄っていますか｡(複数回等)北米

(社)電気 自動車 その他製造サ-ビス

1日本の本社負担 1 U Z 12現地法人にたいするマ

ネジメントフィ ー 4 2 4 03現地法人にたいするスタッフサービスの対価 3

2 2 04設立

時に与えられた資金の運用益 2 0 3 05 設している事業所の負担 0 0 0 26 の仙 2 0 3 1

その他-独立採算(1),受取利息 ･配当金など(3), 日本

本社へのスタ ッフサ ー ビ ス (1)欧州 (社 )

電気 自動車 その他製造サービス1日本の本社負担 1
0 4 32現地法人にたいするマネジメントフ

ィー 3 2 4 13現地法人にたいするスタッフサー

ビスの対価 1 0 2 04設立時に与えられた資金の運用益 0 0 1 15 設し

ている事業所の負担 0 1 2 1G の仙 1 ∩ 1 ∩その他-廉売利益.配当金.利子(l),仕入れ価格と顧

売価格の差掛こよる(l)アジア

(社)電気 日動羊 その他草道サ-ビスlE

jヰーV)ヰーtエ1貝坦 3 U U U2現地法人にたいするマネジメントフィー
1 0 0 23

現地法人にたいするスタッフサービスの対価 4 0 0 04設立時に与えられた資金の運

用益 1 0 0 25 設している事業所の負担 3 0 0 2

6 の他 3 0 2 1その他-販売コミッション (l),販売活動による (2),営業活動
+受益者負担 (1),配当と輸出業務 (1),本社と現地

で50%ずつ (1)5-1.貴社がおこなっている地域統括業務のうち,成果があったと思われる点は何ですか｡

なお,回答は実際おこなっている業務のみお



5-2.5-1の項目のうち,成果があった,やや成果があった理由は何ですか｡(複数回等)
北米

I電気.電子 自動車 その他製造サ-ビ
ス 計1 号諸活動の連七による荘済効果が阜られたため 4

2 4 2 122 号の現地化が進み,地域の情報が入りやすくなつたた

め 2 1 5 1 93 域内の現地法人に対して有益な情報が提供されるようにな
ったため 1 1 1 2 54 な人材が採用できるよ

うになったため 1 0 1 0 25 域内での
知名度があがったため 1 0 1 0 26

コストの別井に成功したため 1 1 3 1 67 域統括会社に大晦な意思決定権限の妻裏がなされたため 1 1 2 2 6
8 域荘清音に対応する窓口がで

きたため 0 1 3 1 59 の他

0 0 0 0 0州 (社)電気 自動車 そ の他 製 造 サ ー ビス 計1 官諸活動の達吉による荘済勤黒が吊られた
ため2 号の現地化が進み,地域の情報が入りやすくなつたため 2 1 4 Z ●

3 3 3 01 1 2 41 0 1 12 0 0 03 1 4 15 3 2 32 0 4 1

0 0 2 0 93域内の現地法人に対して有益

な情報が提供されるようになったため
84 な人材が採用できるようになっ

たため 35 域内での知名度があがったため
26コストの削減に成功したため 9

7 域捷括会社に大晦な意思決定権限の委叢がなされたため
138 域経済巨=こ対応する窓口ができたため 7

9 の他 2アジア (社)電気 自動車 その他製造サ
ービス 計1 冒霜石動の産右による澄済効果か得られたため 3 U l j ′

2 菅の現地化が進み,地域の情報が入りやすくなつた
ため 2 0 1 1 43 域内の現地法人に対して有益な情報が提供されるようにな ったた め

3 0 1 2 64 な人材が採用できるようになったため 2 0 1 0
35 域内での知名度があがったため 0 0 1

0 16コストの
削減に成功したため 4 0 0 0 47 域
洗括会社に大轄な意思決定権限の委叢がなされたため 2 0 1 2 58 髄 済圏に対応する窓

口ができたため 1 0 1 2 49 の他 1 0 0 0 1その他-相互情報交換棟会および発信機常の増大

5-3.5-1の項目のち成果がなか
った,やや成果がなかった理由は何ですか｡(複数回答)北米

(社)電気 自動車 その他製造サービス 汁1 理階層が1つ増え,迅連な意思決定が掛ヂられたため 0 0 0 0 0
2 理階層が1つ増えたことによLJ管理コストが上昇したため 0 0 2

0 23 域統括会社が海外現地法人にとって有益な情報を提供し
ていないため 1 1 0 0 24海外現地法人が本社と直

接連籍を取っているため 1 1 0 1 35 外現地法人が製品事業部と直接連格を耽っているため 3 1 0 0 4
6海外現地法人

が地嚇 括の必要性を感じていないため 1 0 0 0 17 域統括会社の費用の負担をめ<る混乱のため 0 0 0 0
08日本本社が地域統括会社を

重視していないため 1 0 0 0 19 域統括マネジメントの姪浜不足のため 1 1 0 1 3の他 0 1 0 0 1欧州

(社)電気 自動車 そ の 他 製 造 サ - ビス 計1 理階層
が1つ増え,迅速TI.意思決定が妨げられたため2 理階層が1つ増えたことにより管理コストが上昇したため 0 0 0 0 00 0 1 0

13 域統括会社が海外現地法人にとって有益な情報を
提供していないため 0 0 0 0 04海外現地法人が本社

と直接差格を取っているため 0 0 0 0 05'外現地法人が製品事業部と直



アジア (社)

電気 自動車 その他製造サービス

汁1 理階層が1つ増え,迅速な意思決定が掛 プられたため 0 0
0 0 02 理階層が1つ増えたことにより管理コストが上昇したため

0 0 0 0 03域洗楕会社が海外現地法人にとって有益な情報を提供していない
ため 0 0 0 0 04海外現地法人が本社と直接差格を取っ

ているため 0 0 0 1 15海外現地法人が製品事業部と直接差各

を取っているため 0 0 0 0 06海外現地法人が地域統括の必

要性を感じていないため 0 0 0 1 17 域統括会社の

費用の負担をめぐる混乱のため 0 0 0 0 088本本社が地嚇 括会社を重視していないため 0 0 0 0 0
9 域統括マネジメントの定検不足のため 1

0 0 1 2の他 0 0 0 0 0そ

の他-スタートしたばかり6.貴社の今後の計酉についてお尋ねします｡6-1.貴社の地域統括機能は今後,どのような方向に進

むとお考えですか｡北米 (社)電気 自動 車 その他製造 サ ー ビ ス 計

1さらに統括機能を尊化する Z I U 1 42現
状維持 ■ 2 1 3 1 73 靖をおこなって意味のある機能だけを鼓す

1 1 2 0 44 域統括をおこなわない方向で検討中 0 0 0 0 0

5 の他 0 0 1 1 2■:コA計 5 3 6 3 17その他-現在試行中,地域に

根を下ろした事業育成欧州

(社)電気 自動車 その他載遣サ-ビス 計

7さbに統括環最を繁化する 5 1 3 ∠ ●

2現状#持 1 1 5 2

93 塙をおこなって意味のある様態だけ

を鼓 す 1 0 0 1 24 船 積をおこなわない方向で検討中 0 0 0 0 05 の他 0 1
0 0 1合計 5 3 8 5 ∠

1その他-1と2を回答アジア (社)

電気 自動車 その他製造サ-ビス 汁1さらに統括環寵を繋化する 4 U 1 ∠ ′

2現状推持 0 0 1 2 3



6-2.6-1において①②⑨とお答えになった方にお尋ねします｡
今後重視していく統括機能は次のうち,どの横能とお考えでしょうれ また今後あまLJ重視されない横能はどれでしょうれ

北米 (社)

電気 自動車 その他製造 サ
ービスする しな い する しない する しな い

する しな い1原材料.部品調達業務の統括 (JFq壌能) 2 1
2 0 2 0 1 02 洗,詫通業務の統

括 l l 1 0 l l 1 03生産活動の統括 2 1 0 0 0 1 0
04販売活動の統括 l l 1 0 0

1 1 05 究開発活動の統括 l l 1 0
l l 0 06ファイナンス業務の統括

3 0 3 0 4 0 2 07 報システムの
統括 3 0 2 0 3 0 0 08人事.労務業務の統括 3 0 l l 2 0

1 09法務関連の統括 3 0 1 0 2 0 1
0域戦略の策定,実行 4 0 2

0 2 1 1 0グロー′{ル戦略と地域戦
略の車整 4 0 2 0 3 0 1 0域情報の収集 2 0

1 0 5 0 0 0現地法人への情報提供
2 2 1 0 5 0 0 0現地法人にたいするモニタリンク◆,経営

指導 2 1 0 0 4 0 1 0日本本社への意見の具申 2 1 1 0 4 0 1 0､ち株会社機能 2 0 1 0 4 0 0 0

その他 0 0 0 0 1 0 0 0欧州
(社)電気 自動車 その他製造 サービス

する しな い する しない する しない

する しない1原材料.部品調蓬業務の統括 (
IPO機能) l l 1 0 Z Z 0 02 洗,詫通業務の統括 4 0 1 0 4 1 1

03 活動の統括 2 0 2 0 2 2 0

04販売活動の統括 3 0 2 0

3 1 1 05 究開発活動の統括 2 1
3 0 2 1 0 06ファイナンス業務の統括 4 0
3 0 6 0 3 07FI報システムの統括 4 0 1 0 3 0 4 0

8人事.労務業務の統括 l l 3 0 1 2 0 19法務関連
の統括 l l 3 0 2 1 0 1域戦略の策定,実行 4 0 2 0 6 0

3 11グロー′{ル戦略

と地域戦略の需整 4 0 2 0 5 0 3 1域情報の収集 3 0 2 0 4 0 3 0現地法人への情報提供 4 0 2 0 5 0 2 1

現地法人にたいするモニタリン5',経営指導
3 0 2 0 6 0 4 0日本本社への意見の具申 3 0 2

0 4 0 l lち株会社機能 2 1
1 0 5 1 1 0の他 0 0 0

0 1 0 0 0アジア (社)

電気 自動車 その他製造 サービス
する しな い するしな い する しな い する

しな い1原材料.部品調達業務の統括 (lFq機能) 5 1 0 0 1 0 2 0

2 淀,詫通業務の統括 4 1 0 0 1 0 2 13生産活動の統括 1 2 0 0 1 0
3 14販売活動の洗括 3 1 0 0

2 0 2 15 究再発活動の統括 2 1 0 0 0 1 l l
6ファイナンス業務の統括 6 0 0 0

1 0 4 07II報システムの統括 6 0 0 0 1 0 2
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6-3.6-1において朗 )とお答えになった方にお尋ねします｡
貴社の地域洗括横能を減らす,もしくはなくす理由は何ですれ

北米 (戟)
電気 自動車 その他製造サービ

ス1域による区別が無意味になってきたため 0
0 0 02 域にとらわれないグロ-J{ルな生産の相互補完体制を構築するため

0 0 0 03旨揮命令系統の混
乱 0 0 0 04日本の製品事業部の影響力が強すぎ

るため 0 0 0 05まだ海外生産比率が低く,地域戦略という段階
でないから 0 0 0 06 理のコスト

が上昇したため 1 0 1 07 蹴 指のマネ

ジメントの軽顔不足 0 0 0 08日本

の本社の経営方針の変更 0 0 0 0g日本の本社の荘官状態が長くないため 0 0 0 0

0他 1 1 0 0※その他-地方分権化欧州

(社)電気 日動手 その他製産サ-t:ス

域による区別が無言珠にTI.つてきたため U U U U2 域にとらわれないグロ-J{ルな生産の相互補完体制
を構築するため 0 0 0 03 揮命令系統の混乱

0 0 0 04日本の製品事業部の影響力が強すぎるため 0 0 0 0

5まだ海外生産比率が低く,地域戦略と

いう段階でないから 0 0 0 06 理のコス
トが上昇したため 0 0 0 07 域統括
のマネジメントの経験不足 0 0 0 08日本の本社の軽営方針の

変更 0 0 0 19日本の本社の荘官状態が長くないため 0 0 0 0の他 1 0 0 1その

他=今までの擢割りの地域統括から,グロ-J{ルな横割りの統括に進むため,EU統合熟がさめたアジア

(社)電気 自動車 その他製造サービス1域による区別が無意味に
なってきたため 0 0 0 02 域にとらわれないグロ-Jてルな生産の相互補完体制を構

築するため 0 0 0 03B揮命令系統の混乱 0 0 0 04日本の製品事業部の影響力が強すぎるため

0 0 0 05まだ海外生産比率が低く,地域戦略という段階でないから 0 0 0 0

6 理のコストが上昇したため 0 0 0 07 域統括のマネジメン

トの経顔不足 0 0 0 08日本の本社の荘官方針の変更 0 0 0 09日本の本社




